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札幌市議会第二部予算特別委員会記録（第５号） 

令和８年（2026年）３月10日（火曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32 名（欠は欠席者） 

    委 員 長  佐  藤    綾       副 委 員 長  小須 田  大  拓 

  欠 委   員  三  上  洋  右       委   員  五十 嵐  徳  美 

    委   員  佐々 木  みつ こ       委   員  飯  島  弘  之 

    委   員  北  村  光一 郎       委   員  小  竹  とも こ 

    委   員  川  田  ただひさ       委   員  中  川  賢  一 

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  山  田  洋  聡 

    委   員  和  田  勝  也       委   員  福  士    勝 

    委   員  小  野  正  美       委   員  しの だ  江里 子 

    委   員  林    清  治       委   員  たけのうち  有  美 

    委   員  水  上  美  華       委   員  篠  原  すみれ 

    委   員  定  森    光       委   員  國  安  政  典 

    委   員  好  井  七  海       委   員  小  口  智  久 

    委   員  竹  内  孝  代       委   員  森  山  由美 子 

    委   員  池  田  由  美       委   員  田  中  啓  介 

    委   員  吉  岡  弘  子       委   員  荒  井  勇  雄 

    委   員  脇  元  繁  之       委   員  米  倉  みな 子 

    委   員  波  田  大  専 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開  議 午前10時 

―――――――――――――― 

●佐藤 綾委員長  ただいまから、第二部予算

特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、三上洋右委員からは欠

席する旨、また、村山委員からは藤田委員と交代

する旨、それぞれ届出がありました。 

 それでは、議事に入ります。 

 最初に、第３款 保健福祉費 第３項 老人福

祉費、第10款 諸支出金 第２項 他会計繰出金

のうち関係分、議案第７号 令和８年度札幌市介

護保険会計予算及び議案第21号 札幌市介護保険

条例の一部を改正する条例案について、一括して

質疑を行います。 

●佐々木みつこ委員  私からは、高齢者の難聴

についてお伺いします。 

 人生100年時代を迎える中、健康寿命を延伸し、

高齢者が住み慣れた地域で生き生きと暮らし続け

られる社会の構築は喫緊の課題であります。今後

もさらなる高齢化が見込まれる札幌市においては、

市民の自主的な健康づくりや介護予防活動を推進

していくほか、とりわけ高齢者の約９人に１人が

認知症の状況にあることから、国において2024年

１月に成立した認知症基本法の理念に基づき、認

知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らす

ことができるよう、共生社会の実現を推進するこ

とが求められています。 

 近年、この認知症と難聴との関連性が強く指摘

されるようになりました。世界的な医学誌ランセ

ットの報告によれば、認知症の予防可能な14項目
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のリスク要因の中で、18歳から65歳の中年期にお

いて最も大きな割合を占める要因の一つが難聴で

あるとされています。 

 さらに、今年2026年１月には、国内の研究チー

ムにより、日本における認知症の約４割が理論上

予防可能であり、その最大のリスク要因も難聴で

あるとの分析結果が発表されました。 

 また、難聴を含むリスク要因を一律に10％低減

させるだけで、将来的に国内で20万人以上の発症

を抑制できる可能性が示唆されており、難聴対策

は今や個人の問題ではなく社会全体で取り組むべ

き課題と言えます。 

 とりわけ高齢者は、加齢に伴って、聞こえ、聴

力が低下する傾向があり、その影響は単なる身体

機能の衰えにとどまりません。周囲とのコミュニ

ケーションが困難になることで会話が減少し、他

者との交流が減り、社会的に孤立してしまうこと

にもなりかねません。こうした人とのつながりの

減少が、結果として認知機能の低下を加速させる

と考えられています。 

 そこで質問ですが、超高齢社会を迎えている札

幌市において、難聴が高齢者の健康に与える影響

についてどのように認識されているのか、伺いま

す。 

●足立高齢保健福祉部長  難聴が高齢者の健康

に与える影響についてお答えいたします。 

 難聴が、高コレステロール、運動不足、喫煙、

糖尿病、高血圧等と並び、認知症の発症や進行に

影響を及ぼすリスク要因であるという近年の研究

結果については承知しているところでございます。 

 また、高齢者が難聴により周囲とのコミュニケ

ーションに困難を抱えることは、社会的な孤立を

招くだけではなく、認知機能の低下につながるお

それがあるほか、生活の質や転倒リスクの増加、

さらには車両の接近に気づかないなどの安全性の

低下なども懸念されるところでございます。 

 国の認知症施策推進基本計画におきましても、

高齢者の介護予防や生活の質の維持、日常生活、

社会生活の活性化のために、難聴の早期の気づき

と対応の取組を促進し、その効果を検証するとい

う方針が示されており、札幌市といたしましても、

高齢者自身が耳の聞こえに関心を持ち、難聴に早

期に気づき、対応できることが重要と考えており

ます。 

●佐々木みつこ委員  本市も、難聴と認知症の

因果関係があること、また、難聴の早期対応が重

要と国からも方針が示されていることも認識して

いると伺ったところです。 

 しかしながら、現在は一般に、年を取ると耳が

遠くなるということは当たり前で仕方がないこと

として受け止められ、病院に行くという行動に至

らない高齢者も多く、また、周りも積極的に受診

を促していないのではないかと感じています。 

 高齢期の難聴、いわゆる加齢性難聴の有病率は

年齢とともに増加し、日本耳鼻咽喉科学会の報告

によると、65歳から74歳で３人に１人、75歳以上

では約半数の人が加齢性難聴を抱えているとされ

ています。 

 一方で、東京都健康長寿医療センターの研究で

は、中等度以上の難聴者のうち、耳の聞こえに関

して病院に行こうと思ったことはあるかという問

いに対し、ある、または受診したと回答した方が

約３割にとどまっており、加齢性難聴を抱える方

の問題意識がそれほど高くないことが示されてい

ます。 

 加齢性難聴は、ゆっくりと進行するため自覚し

にくく、テレビの音が大きい、聞き返しが多いな

どで、周りが先に変化に気づくことも多いもので

す。難聴を早期に発見し、適切に対応して認知機

能の低下を遅らせるためには、社会全体の取組が

重要と考えます。 

 そこで質問ですが、難聴の影響について広く市

民に伝える必要があると考えますがいかがか、ま

た、どのように取り組んでいくのか、伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  難聴の影響に関する

普及啓発についてお答えいたします。 
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 市民、とりわけ高齢者やそのご家族が耳の聞こ

えに関心を持ち、難聴を早期に発見し、適切な受

診行動を取れるよう、幅広く普及啓発することが

重要と認識しております。 

 そのため、札幌市医師会などの関係機関と連携

した市民健康教育講座等や高齢者に対する介護予

防教室において、難聴の正しい知識の普及啓発に

取り組んでいるところでございます。 

 加えて、今後は市のホームページに高齢者の耳

の聞こえについてのセルフチェックや適切な受診

の必要性について掲載するなど、普及啓発を強化

してまいります。 

●佐々木みつこ委員  幅広く普及、セルフチェ

ックや受診の必要性などを広めるとのことでした。

しっかりと浸透するように取り組んでいただきま

すようお願いします。 

 ここでもう一つ、難聴への対策として欠かすこ

とができないものに補聴器があります。 

 補聴器は、聴力の補強をする医療機器です。導

入する際は、まず耳鼻咽喉科を受診し、聴力検査

を行い、必要性について診断を受けます。そして、

一人一人の聞こえに合わせ調整することが重要に

なってきます。 

 しかし、まだ受診の必要性が浸透していません。

ついおととい、70代の知り合いが補聴器を装用し

たというので話を聞いてきました。このところ、

夫婦げんかが多くなって、その原因は奥さんの聞

き返しが多くなって旦那さんが腹を立ててという

ことです。見かねて、お孫さんがネットで補聴器

のようなものを買ってプレゼントされたというこ

とですが、今度は聞こえ過ぎて、がんがん頭が痛

いということでした。調べてみたら、それは集音

器、いわゆるオーディオ機器で、全ての音を大き

くするものでした。その後、その方はスーパーの

一角にある補聴器コーナーで相談したら、片耳で

はなくて両耳必要だと言われたということでした。

そして、値段も10万から50万するものがあって、

悩んでいるとのことでした。 

 このように、個人の聴力の補強をする補聴器は

一般的に高額であり、この費用負担から購入をち

ゅうちょする高齢者も少なくないと思われます。

また、取りあえず集音器などの合わないものを買

ってしまうことも少なくないと考えます。こうし

たことで、早期にできるはずの個人の状態や生活

環境に合わせた適切な対応の機会を逃してしまっ

ているものと危惧しています。 

 ２月４日、札幌市耳鼻咽喉科医会から、適切な

補聴器の早期装用の重要性は非常に高いと考えて

いると、補聴器購入費用助成の要望がございまし

た。全国的には、補聴器購入に補助制度を設けて

いる自治体も増えていると聞いており、札幌市に

おいても難聴対策に積極的に取り組むべきだと思

います。 

 そこで質問ですが、札幌市として、高齢者の難

聴に対して補聴器購入への補助制度を設けるなど

積極的に対応すべきと考えますがいかがか、伺い

ます。 

●足立高齢保健福祉部長  高齢者の難聴への対

応についてお答えいたします。 

 難聴は、誰にでも起こり得るものであり、住ん

でいる地域にかかわらず、ひとしく支援を受けら

れる環境を整えることが重要と認識しております。

そのため、補聴器購入の支援については、国の責

任において全国一律の制度として実施すべきもの

と考えております。 

 なお、現在国では補聴器の適切な使用による認

知症発症の予防効果について研究が進められてお

り、その有効性が確認された場合には、国におい

て補聴器購入の補助制度を創設するよう、他都市

とも連携して強く要望しているところでございま

す。 

●佐々木みつこ委員  国の研究結果を注視する

とともに、全国一律の制度として要望していると

の答弁でした。 

 しかし今、全国の市町村では、補聴器の購入費

用に対する独自の助成制度が広がっています。耳
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鼻咽喉科医会の調べですが、令和７年12月、全国

では610の自治体に広がっています。道内でも、

近いところで北広島、恵庭、千歳など47の自治体、

政令市では横浜、大阪と６都市に広がってきてい

ます。 

 国も、難聴高齢者の早期発見、早期介入にイン

センティブ交付金の制度も設け推進しています。

冒頭お示ししたとおり、65歳以上の30％から50％

が難聴を抱え、社会生活がぎくしゃくしていると

すれば、また、９人に１人が認知症になるところ、

４割がならずに済むとすれば、また、さきにご紹

介したランセットでも、難聴対策で１ドルの投資

で15ドルの経済便益があるとも紹介されていると

ころです。健康寿命の延伸を掲げている、高齢人

口が多い札幌だからその効果も高いとは考えられ

ませんか。 

 先ほどご答弁いただいたように、まずは正しい

受診勧奨、できれば補聴器相談員のいる耳鼻科を

受診勧奨することをまずは進めて、その次には、

ぜひ全国の補助事例の動向を注視し、正しく補聴

器購入をするよう、背中を押すような補助事業を

前向きにご検討いただきますよう強く求めて、私

の質問を終わります。 

●篠原すみれ委員  私からは、札幌健康アプリ

「アルカサル」について質問いたします。 

 2024年９月に実施案が公表された健康アプリの

導入については、これまで議会において再三取り

上げられ、各会派により多くの質疑が重ねられて

きました。市民への説明や理解促進、運用方法を

めぐる議論に加えて、昨年８月から９月にかけて

市民モニターの事業が実施され、10月の厚生委員

会でその報告がなされたところです。 

 我が会派からは、社会的なつながりの重要性に

触れ、誰一人取り残さない健康づくりの視点から

質疑を行いました。 

 この間、様々な論点がありましたが、これまで

の議論の経過を踏まえて検討を重ねてきたアプリ

が、いよいよ４月から本格実施を迎えようとして

います。 

 そこで質問ですが、本格実施を迎えるに当たり、

これまでに議会で提言されてきた課題や要望がど

のように施策に反映されたのか、伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  健康アプリについて

の課題や要望への反映についてお答えいたします。 

 健康アプリに関しましては、2024年９月の厚生

委員会において、それまでに市民から得られたご

意見や議会議論を踏まえて取りまとめた実施案を

ご説明し、今年度には市民モニターを実施して、

その結果も議会に報告させていただいたところで

ございます。 

 モニターからは、アプリの操作性や信頼性の向

上などに関するご意見が寄せられたほか、議会に

おいても、ポイントの対象となる活動の充実や市

民団体等への丁寧な説明などを通して、市民の声

を聞きながら取り組むよう指摘をいただいてまい

りました。 

 こうした経緯やご意見を踏まえ、アプリの操作

性を高めると同時に、電子マネー交換に係るアプ

リのセキュリティーを一層充実させるため、民間

のアプリでも導入が進んでおります、顔認証等の

いわゆるパスキー認証の仕組みを取り入れるなど、

機能向上を図ったところでございます。 

 また、幅広い市民活動を対象とするため、社会

福祉協議会に登録されたボランティア団体の活動

をポイントの対象に追加することとし、対象とな

る団体や市民サークル等への説明会を通じて、ア

プリに対するご質問にもきめ細かくお答えしてお

ります。 

 本事業におきましては、約２年半に及ぶ検討を

通して得られた多くの市民意見と議会における様

々な観点からの議論をしっかりと反映し、本格実

施につなげているところでございます。 

●篠原すみれ委員  ただいまの答弁で、顔認証

も取り入れるということで、新しい技術もどんど

ん入れていくということを感じ取りました。 

 次に、広報、周知の仕方について伺います。市
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民団体などへの説明にも着手してきたとのことも

あり、地域でも関心が高まりつつあると感じてお

ります。本格運用に当たり重要なのは、アプリの

価値を広く伝えて、より多くの市民に使ってみた

いと思っていただくことです。そのためには、ま

ずは多くの市民にアプリをインストールして体験

してもらうことが不可欠です。そして、一般的な

広報にとどまらない戦略的かつ効果的な情報発信

が求められます。 

 そこで質問ですが、運用開始を目前に控えて、

多くの市民に利用してもらうため、今後どのよう

に広報、周知を図っていくのか、伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  今後の広報、周知に

ついてお答えいたします。 

 アプリの本格運用を迎えるに当たり、様々な形

で市民の目に触れる機会を確保するとともに、新

たな取組を市民にご理解いただけるよう丁寧な説

明が重要と認識しております。 

 この間、市長自らが各区の連合町内会に説明し

てきたほか、ホームページやリーフレットなどを

作成し広報、周知に努めてまいりました。今後は、

オリンピアンの阿部雅司氏と川端絵美氏を健康ア

プリ「アルカサル」のアンバサダーに迎えて、テ

レビＣＭの放映を実施いたします。 

 また、各区の町内会向けの説明会を開催するほ

か、広報さっぽろ４月号でも特集ページを設けて

広く市民にお知らせすることとしております。 

 今後とも多くの市民にこのアプリを利用してい

ただけるよう、時期を捉えた積極的な広報活動を

展開してまいります。 

●篠原すみれ委員  先ほど冒頭で、再三議会で

取り上げてきたというふうに申し上げたのですけ

れども、今、新しい情報もいただいたというふう

に感じました。テレビＣＭを予定しているとのこ

とで、積極的な広報展開であると受け止めました

し、既にこの短期間でもいろいろご努力というか、

検討して実施に向けて進めてくださっているとい

うふうに感じたところです。それだけ本市が健康

寿命の延伸に力を入れている姿勢の表れであると

も感じておりますし、本アプリを知らない市民、

とりわけ市のニュースに触れる機会の少ない方の

目にも触れる機会となることが期待されます。 

 その一方で、高齢者の中には、アプリにまだな

じみがなくて、スマートフォンを所有していても

十分に使いこなせてはいない方も少なくないと考

えます。健康増進への関心はあっても、自分には

難しいのではないか、本当に効果があるのだろう

かと、不安や疑問を抱く方もいるのではないでし

ょうか。 

 こうした事柄も踏まえて、３点目の質問は、本

アプリの普及に向けた課題についてです。 

 既に地域団体や市民団体などへの説明会も実施

しているとのことですが、そうした場では市民か

ら様々な質問や意見が寄せられているものと推察

いたします。 

 そこで次の質問ですが、市民への周知を行う中

で把握した課題についてどのように対応していく

のか、伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  市民周知を踏まえた

対応についてお答えいたします。 

 現在、地域でサークル活動などを行っている市

民団体を対象とした説明会を実施しているところ

であり、アプリの利用に対して前向きなご意見を

多くいただいております。 

 一方で、アプリを利用したいが使いこなせるか

どうか心配、トラブルが発生したときにどう対応

すればよいかなどの声も寄せられているところで

ございます。そのため、電話やメールによる対応

のほか、訪問サポートや市内各地で開催する登録

サポートイベントなど、多様なサポート体制を用

意し、市民が不安なく、スムーズにアプリを利用

できるよう支援してまいります。 

●篠原すみれ委員  対象年齢は40歳以上であり

ます。高齢者の方にとって使いやすい設計であれ

ば、結果として幅広い世代にとっても親しみやす

い内容になるものと考えます。 
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 質問の４点目は、年間を通じて楽しめる工夫に

ついてです。 

 さきの厚生委員会では、市民モニターから高い

評価を得たという報告がありました。来年度の予

算案では、65歳以上の５万人の利用を想定してい

るとのことでした。多くの市民が、それぞれの生

活スタイルに合わせて本アプリを取り入れて、楽

しく継続して活用されていくことを願います。健

康づくりは日々の積み重ねが重要です。本アプリ

を活用した健康増進においても、１年を通じて持

続的に取り組める仕組みが求められます。同時に、

四季の変化が豊かな札幌市の特性を生かして、季

節を感じながら健康づくりができれば、より効果

的であると考えます。 

 そこで質問ですが、本アプリでは市民が年間を

通じて楽しみながら継続できるよう、どのような

工夫を取り入れているのか、伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  年間を通して取り組

める工夫についてお答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、日々の健康づくりを効果

的なものとするためには、健康行動の継続と習慣

化が重要であります。 

 そのため、例えば、春であればお花見スポット

を巡るウオーキングコースを設定したり、冬は屋

内でも取り組めるイベントを開催したりするなど、

札幌ならではの季節の変化に合わせた取組を実施

する予定でございます。 

 楽しみながら自然と健康になれるアプリを目指

して、アプリを利用する市民が安全に楽しく取組

を継続することができるよう、様々な工夫を取り

入れてまいります。 

●篠原すみれ委員  民間による健康増進アプリ

は数多く存在いたします。本アプリは自治体が提

供するサービスであるからこそ、地域資源との連

携や社会参加の促進といった公共性を持つ点に特

色があるものと考えます。 

 近年は、身体的フレイル、社会的フレイルとい

う言葉が広く知られるようになりました。健康と

は、心と体の双方が満たされてこそ実感できるも

のです。アルカサルという名称は市民公募により

決定されたものであり、12歳の方が考えてくれた

ものと承知しております。キャッチーで親しみや

すく、若い感性が生きた愛称であると感じており

ます。 

 一方で、これは歩くためのアプリなのかという

声が複数寄せられており、単に歩数に応じてポイ

ントがつくアプリであるという誤解を招いている

のではないかと危惧しております。また、本アプ

リは、人との関わりを通して心身の健康を育む第

一歩となる取組であり、それこそが一番の狙いで

あると認識しております。しかし、その趣旨が十

分に伝わっていない現実もあるように感じている

ところです。 

 加えて、敬老パスとの関係についても、どちら

かしか使えない、完全にどちらかを選ぶものとい

った誤解があるのも事実です。こうした状況も踏

まえながら、ハード面・ソフト面の双方において

継続的に改善を重ねながら発展させていくこと、

先ほど顔認証というのもありましたけれども、Ｉ

Ｔ技術の進歩、市民ニーズの高度化・多様化に対

応させていくことが不可欠です。 

 期待している分、今考えられる課題や要望を幾

つか申し述べました。利用者と、これから利用者

になるかもしれない方々の意見を丁寧に反映させ

ながら、市民の皆様と一緒に本アプリを育ててい

ただくよう求めて、私からの質問を終わります。 

●小口智久委員  私からは、介護人材について

とフレイル予防施策について伺います。 

 初めに、介護人材について伺います。 

 厚生労働省の推計では、2025年度に全国で約32

万人、北海道でも約１万人の介護人材が不足する

と言われており、今まさに現実の問題となってお

ります。さらに、厚生労働省の長期推計では、

2040年度には約272万人の介護職員を要するため、

現状から約57万人、21％の増員が求められ、重ね

て、団塊ジュニア世代が高齢期に入ることにより、
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介護需要は今後20年間で急増し続けると言われて

おります。 

 これまで我が会派は、介護人材の不足を大きな

課題として指摘し、業務の効率化、生産性の向上

に資する介護分野におけるＡＩやＩＣＴの利活用

や介護ロボットの導入支援等を提言するなど、人

材不足、成り手不足の中において、持続可能な介

護の実現に向け質疑を繰り返してまいりました。 

 市内の介護事業者からは、今まで以上に慢性的

な人手不足や人材の確保が困難なことから、稼働

率を５割から７割程度に抑えている、事業の継続

を断念せざるを得ないとの声もお聞きしておりま

す。 

 さらに、人手が足りないことにより、現任の職

員に業務の負担が重くのしかかり、それがさらな

る離職を招くという負の連鎖が懸念され、現にそ

うしたお声も聞いているところでございます。 

 そこで質問ですが、本市の現状認識と札幌市が

行っている介護人材確保策の内容及びその成果に

ついて、伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  札幌市の介護人材確

保における現状認識と支援策の内容及びその成果

についてお答えいたします。 

 さらなる高齢化が見込まれる札幌市において、

介護人材確保は喫緊の課題の一つと認識しており、

これまでも採用力向上セミナー、離職防止研修な

ど、人材確保や定着の支援などに積極的に取り組

んでまいりました。 

 特に令和６年度からは、生産性向上（業務改善）

支援事業を開始し、２年間で９事業所に対し専門

家の伴走支援を行った結果、事業所の負担軽減や

業務改善に直結しており、大変高い評価を得てい

ると認識しております。 

 また、この取組と効果について、より多くの市

内事業者が情報を活用できるよう、今月中に伴走

支援先事業所の事例発表会を実施する予定でござ

います。 

●小口智久委員  市が様々な努力をしているこ

とは一定の理解を示しますが、現場の声を聞きま

すと、先ほども述べましたように、依然として人

材不足に歯止めがかかっていないのが実情である

と思われます。私が聞いている経営者の方から、

人材が定着しない原因をお聞きしました。生活が

できる賃金が出せない、事業所の人員配置基準を

守らなければならないため休みが取れないなど、

労働条件にとどまらず、処遇改善の報告書づくり、

人員配置基準未達のときの報告書の提出、その際

にわざわざ役所へ行くなどの煩わしさ、そして業

務フローや職場の人間関係など、事業所特有の要

因によるものも存在しており、課題は複雑化・多

様化しているものと考えます。 

 そこで質問ですが、一律の支援だけでなく、事

業所ごとに異なる課題、人間関係や職場環境など

に対し、もっと事業所の中に踏み込んで具体的な

解決策を提示すべき段階に来ているのではないか

と思いますが、今後どのように取り組んでいくの

か、市の見解を伺います。 

●足立高齢保健福祉部長  さらなる介護人材確

保の取組についてお答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、人材確保が進まない背景

には、事業所ごとに異なる複雑な課題があるもの

と認識しております。 

 そこで、令和８年度からの新たなアプローチと

して、介護事業所に専門家を直接派遣し、個別の

事業所の課題解決に伴走して取り組む新事業を展

開いたします。具体的には、単なる求人のマッチ

ングにとどまらず、専門家の支援により、業務の

切り分け、切り出しを行い、切り分けた周辺業務

にアクティブシニアなどの短時間労働者を充てる

体制構築を支援してまいります。 

 令和８年度は、まずモデルとなる事業所を選定、

支援し、効果的な支援スキームを構築するモデル

事業の年と位置づけておりますが、最終的には、

本事業で整理したノウハウなどをパッケージ化し、

市全体の介護分野への波及や他分野への展開を目

指してまいります。 
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●小口智久委員  ただいまの答弁では、令和８

年度から専門家を事業所に派遣し、個別の課題解

決に伴走して取り組む新たなモデル事業を開始す

る予定とのことでございました。 

 これまでの施策が、どちらかといえば広く事業

者全体を対象とした支援であったのに対し、モデ

ル事業では、実際の現場に入り、課題の解決を支

援する取組として期待するところです。ある事業

所は、積極的にＩＣＴや介護ロボットを導入し若

者の目を引く取組を行うなど、業務負担の軽減、

生産性の向上を積極的に行い、人材を上手に集め

ているようですが、介護人材の確保は単なる労働

力確保の問題ではなく、これからの札幌市におい

て、高齢者が安心して暮らし続けることができる

社会を支える、まさに基盤となる課題であります。 

 今回開始されるモデル事業が、さきの経営者の

苦悩を解決できるような実効性のある取組となる

よう、ぜひスピード感を持って検証を進めるとと

もに、効果を発揮できる体制づくりを要望いたし

ます。 

 次に、フレイル予防施策について伺います。 

 令和５年度から地域包括支援センターにフレイ

ル改善マネジャーが配置され、モデル的にフレイ

ル改善の取組を進めてきたところですが、令和８

年度からは全ての地域包括支援センターでフレイ

ル改善の取組が実施されることとなりました。 

 このフレイル改善マネジャーが支援する対象者

は、介護保険サービスを利用していない要支援認

定者ですが、モデル実施において対象者の約半数

がフレイル状態であったことが明らかになってお

ります。 

 札幌市の介護保険の認定率は、全国の認定率で

ある令和４年の19.1％と比べて高く、21.1％とい

うことでございます。中でも、要支援が占める割

合が高い状況にあることから、要支援認定者に対

するフレイル状態の悪化を防ぐ取組は、持続可能

な介護保険制度の運営の観点からも重要と考えま

す。 

 しかしながら、介護予防の取組としては、介護

認定を受ける前の段階から、フレイルのリスクを

有している高齢者にアプローチを行う必要があり

ます。 

 国は、令和元年５月に医療保険制度の適切かつ

効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を

改正する法律を公布し、要介護等認定の有無にか

かわらず、75歳以上の後期高齢者を対象に、医療

保険における生活習慣病の重症化予防と介護保険

における介護予防事業を一体的に実施するよう自

治体に求めております。 

 札幌市においても、後期高齢者医療広域連合と

保健福祉局高齢保健福祉部、保険医療部、ウェル

ネス推進部が連携して取組を進めているところで

すが、令和７年度からは、身体フレイルのリスク

を抱えている75歳以上の後期高齢者に対し個別に

アプローチする身体的フレイル予防推進事業を開

始しております。 

 そこで質問ですが、身体的フレイル予防推進事

業の具体的な取組内容と実績について、お伺いし

ます。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  身体的フレ

イル予防推進事業の取組内容と実績についてお答

えいたします。 

 身体的フレイル予防推進事業は、75歳以上の後

期高齢者の身体機能の維持・向上を図ることを目

的として、後期高齢者健診の結果から運動機能の

低下が疑われる方を対象として、理学療法士が個

々の状況に応じた動作指導を行う事業でございま

す。 

 対象者の基準といたしましては、後期高齢者健

診における質問票で、以前と比べて歩く速度が遅

くなってきた、この１年で転んだことがあるに該

当するなど、運動機能の低下が疑われる回答があ

り、かつ介護保険の認定を受けていない方として

おります。 

 これらの対象者のうち、指導を希望した方に、

訪問により生活環境や基本動作の確認を行い、具
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体的な筋力トレーニングや行動目標を提案した上

で、３か月後改めて訪問させていただき、運動習

慣の変化や行動目標の達成状況などの確認を行う

もので、今年度は希望者73名に指導を行ったとこ

ろでございます。 

●小口智久委員  身体的フレイル予防推進事業

は、フレイル予防に係る施策の中でも要支援や要

介護になる前の段階、かつ運動機能の低下が疑わ

れる方へのアプローチであり、個々の身体状況や

生活状況に応じて理学療法士による個別指導を実

施することは、対象者に適した運動等の継続につ

ながり、有効と思われます。 

 札幌市においては、高齢者人口の中でも75歳以

上の後期高齢者の割合が現在56％ですが、今後

2040年には58％と徐々に上昇し、医療や介護を必

要とする方が増えることに鑑みますと、先ほど質

疑を行った介護人材の不足の問題もあり、75歳以

上の後期高齢者にアプローチをする本事業の有用

性は極めて高いものと考えます。 

 特に、札幌市では北海道内からの75歳以上の転

入者の割合が多い傾向が続いていることから、さ

らに強化して取り組む必要があると思います。 

 本事業や地域包括センターで実施するフレイル

改善マネジャーの取組は、対象者を絞って75歳以

上に支援する、いわゆるハイリスクアプローチで

ありますが、一方で、今後ますます高齢化が進行

する札幌市においては、フレイルについて幅広く

周知しリスクを低減するポピュレーションアプロ

ーチ、全体的にするということを強化していくべ

きであり、その旨、我が会派は令和５年の予算特

別委員会において要望させていただいたところで

す。 

 高齢化の進行について、全国的な高齢者人口の

ピークは団塊ジュニア世代が65歳以上になる2040

年とされており、札幌市の高齢者人口は現在の約

56万人から67万人に増加すると推計されておりま

すが、札幌市における高齢者人口のピークは2045

年の68万人であり、その後、人口減少が進行する

ことから高齢者人口は減っていくものの、高齢化

率は現在の29.1％から2040年には36.2％、2060年

には40.8％と上昇する見込みです。このような札

幌市の高齢化の未来を見据え、健康寿命の延伸に

資するフレイル予防については、今からしっかり

と取り組んでいく必要があると考えます。 

 そこで質問ですが、今後、札幌市においてフレ

イル予防にどのように取り組んでいくのか、伺い

ます。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  今後のフレ

イル予防施策についてお答えいたします。 

 フレイル予防施策につきましては、ポピュレー

ションアプローチとハイリスクアプローチを両輪

で進めていくことが重要でありますことから、そ

れぞれの取組を強化するとともに、連動して行っ

ていくことが極めて重要と認識しております。 

 ポピュレーションアプローチといたしましては、

フレイル予防リーフレットの配布を行っているほ

か、次年度からは、介護予防センターが開催して

いる介護予防教室への参加を促すために、健康ア

プリ「アルカサル」のポイントを付与することと

しております。 

 また、ハイリスクアプローチといたしましては、

フレイル改善マネジャーを全地域包括支援センタ

ーに配置し、要支援認定者に対するフレイル状態

の改善を図るとともに、身体的フレイル予防推進

事業の支援対象者の数を増やすなど、取組を強化

してまいります。 

●小口智久委員  今後ますます認知症予防やフ

レイル予防など、予防の観点に立った取組が重要

となります。 

 答弁にありましたように、介護予防教室の参加

者には健康アプリのポイントの付与を予定してい

るとのことですので、そうしたことを含め、フレ

イル予防のための施策をもっと市民に周知してい

ただきたいと思います。 

 また、フレイル改善マネジャーの全センターへ

の配置により、地域包括支援センターがフレイル
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予防の取組において一層重要な役割を担うことが

分かり、期待するところです。 

 しかしながら、高齢者の相談支援の中核を担う

地域包括支援センターの存在や役割については、

まだまだ十分に市民に浸透しているとは言えない

ことから、地域包括支援センターの周知はもちろ

ん、日頃から地域とのコミュニケーションを密に

行い、顔の見える関係構築をぜひとも進めていく

ことを要望いたします。 

 全ての高齢者が、幾つになっても自分の足で歩

き、好きなことを楽しめることを切に願い、全て

の質問を終わります。 

●池田由美委員  私からも、加齢性難聴への対

応について質問をいたします。 

 先ほど、佐々木委員からもありましたので、重

複しないような形で質問させていただきたいと思

います。 

 厚生労働省が、2024年から2025年にかけて難聴

高齢者の早期発見・早期対応に関する調査研究事

業を実施、その調査結果を踏まえ、自治体向けに

難聴高齢者の早期発見・早期介入等に向けた取組

実施のための手引きが作成をされています。 

 手引きには、考えられる施策として、ステップ

１：普及啓発、ステップ２：早期発見、ステップ

３：早期介入、ステップ４で実施後のフォローア

ップの実施や施策が整理をされております。地域

住民のニーズに合わせた最適なステップから着手

し、次第にほかのステップに広げることが書かれ

ております。 

 ここで質問をいたしますが、難聴高齢者の早期

発見・早期対応に向けた手引きの取組を本市にお

いても具体的に取り組んでいくわけですけれども、

本市の加齢性難聴の実態について、そして現状を

どのように把握されておられるのか。 

 また、その実態からどのような対策を検討され

ているのか、伺いたいと思います。 

●足立高齢保健福祉部長  高齢者の聞こえづら

さの把握とその対策についてお答えいたします。 

 日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会の報告では、65

歳から74歳で３人に１人、75歳以上では約半数の

方が、耳の聞こえづらさ、いわゆる加齢性難聴に

悩んでいるとされており、高齢者の多くが聴力に

何らかの不自由さを抱えているものと認識してお

ります。 

 このような状況を踏まえまして、札幌市といた

しましては、高齢者自身が耳の聞こえに関心を持

ち、難聴に早期に気づき、対応できる環境を整備

することが重要と考えており、難聴の正しい知識

の普及啓発に取り組んでいるところでございます。 

●池田由美委員  65歳で３人に１人、75歳で約

半数が、難聴としての聞こえに対する問題を抱え

ていると、そういったご答弁でありました。そし

て普及啓発活動にもつなげていきたいというご答

弁がありました。 

 答弁で、講座などの開催を広げる普及啓発のこ

とを話されておりましたけれども、そうした普及

啓発の活動の取組を進めていく上で、目標を持っ

て取り組むことや、医療機関等との連携が重要と

考えますが、どのように取り組んでいくお考えな

のか、お伺いいたします。 

●足立高齢保健福祉部長  医療機関等との連携

についてお答えいたします。 

 加齢性難聴の対策といたしましては、正しい知

識、とりわけ早期発見と対応について、幅広く普

及啓発することを目指して取り組むことが重要で

あると考えておりますことから、引き続き、札幌

市医師会などの関係機関と連携してまいります。 

●池田由美委員  医師会との連携ということで、

丁寧に進めていっていただきたいと思います。 

 難聴の段階というのは、一般的に25デシベル未

満は正常であり、特に不便は感じないと。そして、

25デシベルから40デシベルでは軽度であると。軽

度ではしばしば聞き返すことがあって、小さな声

が聞き取りにくい、補聴器が必要となることもご

ざいます。そして、40デシベルから70デシベル未

満は中等度であって、普通の大きさの会話の聞き
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違い、聞き取りづらさを自覚して補聴器が必要と

なるとされております。さらに、70デシベルから

90デシベル未満は高度難聴となって、非常に大き

い声か、補聴器を用いないと会話が聞こえないと。

しかし、聞こえても聞き取りに限界があるといっ

たことが述べられております。 

 特に、加齢性難聴は本人や周囲の家族が気づか

ないうちに進行してしまうことが多く、適切な支

援や受診につながりにくいといった懸念があると

思います。 

 聞こえは、人との交流を支える基本的な力であ

り、高齢者の生活を支え豊かにしていくことにつ

ながります。聞こえづらさによる聞き違いなどを

積み重ねることによって自信をなくし、人との交

流を避けるようになって孤立化につながっていく。

補聴器を使用することで、コミュニケーションの

改善、社会参加の促進など、多くのメリットがあ

ります。しかし、補聴器は高額であり、使いたい

けど使えないという人が多いですし、そもそも補

聴器の購入は保険適用されません。治療目的では

なく、生活の質を向上させるための補助器具とみ

なされるためです。 

 加齢性難聴は、早期に気づき重症化させないこ

とが重要であります。補聴器は保険の対象ではあ

りませんけれども、聴覚に障がいがあった場合に

は、障害者総合支援法による購入時の給付を受け、

負担を軽減することができます。また、2018年か

らは、加齢による難聴でも補聴器を購入した場合、

医療費控除の対象となることが厚生労働省と財務

省により認められております。負担軽減となるこ

とを周知し、補聴器の利用で生活の質を本当に向

上させていってもらいたいと考えているところで

す。 

 そのためにも、まず早期に気づく、そういった

機会の一つとして、国民健康保険の特定健診と後

期高齢者健診の機会を活用して、聴力検査を実施

していくことが大切だと考えております。 

 これまでも伺ってきましたけれども、特定健診

は生活習慣病への検診なのでできないといった答

弁でありました。 

 私は、これまでも補聴器購入への補助を求めて

まいりました。しかし購入補助は、先ほども言い

ましたけれども、国が行うべきであると。また、

せめて聴力検査を健診項目に加えるべきだとの質

問にも、特定健診は生活習慣病の健診なのでと、

答弁を繰り返してきているところです。 

 旭川市や遠別町、そして栃木のさくら市、静岡

市や熊本市や竹田市など、多くの自治体で、加齢

性難聴の早期発見を目的に、国民健康保険の特定

健診と後期高齢者健診の項目に併せて自治体が独

自に聴力検査を追加しております。 

 改めて質問いたしますが、札幌市も、特定健診

と後期高齢者健診の健診項目に自治体独自の取組

として聴力検査を追加するように検討すべきだと

考えますがいかがか、伺います。 

●小野寺保険医療部長  特定健診等への聴力検

査の追加についてのご質問でございました。 

 特定健診につきましては、委員ご指摘のとおり、

現状においてメタボリックシンドロームに着目し

た生活習慣病予防のための健診とされております

ことから、加齢性難聴などの特定の疾病や症状に

対する検査は対象としていないところです。 

 また、後期高齢者健診につきましては、北海道

後期高齢者医療広域連合が実施主体でありまして、

委員ご指摘の内容につきましては引き続き同連合

に伝えてまいりたいと考えております。 

●池田由美委員  同じご答弁だったと思います

けれども、それでも北海道へ声を上げていただい

ているということもありますし、これからも検討

していただきたいなと思っているところです。 

 一番のネックというか、大変なところが、自治

体の独自予算になるということだと思います。自

治体の判断で、やはり私は追加するべきだと思い

ます。特定健診、後期高齢者健診の健診項目に、

市が独自に聴力検査を追加していくことは、必ず

効果があると考えます。超高齢社会の備えとする
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事業の一つとして実施すべきだと改めて求めて、

質問を終わりたいと思います。 

●和田勝也委員  私からは、先ほどの篠原委員

に引き続き、札幌健康アプリ「アルカサル」につ

いて、お伺いをいたします。 

 本年４月から開始されるアルカサルは、市民の

健康行動を促し、健康寿命の延伸を図るとともに、

将来的には医療・介護費の抑制にもつながること

が期待される、本市として責任を持って推進すべ

き重要な施策でございます。市民の行動変容をど

れだけ生み出し、健康増進という具体的な成果に

つなげることができるのか、その実効性が問われ

ているものと考えます。 

 新年度予算には、アルカサルに関連する経費と

して一般会計から８億6,000万円、さらに、介護

保険会計から約6,100万円が計上されております。

予算の内訳を見ますと、ポイント交換に要する経

費として、一般会計と特別会計を合わせて約６億

7,000万円が計上されております。 

 ポイントの交換メニューについては、65歳以上

の方は電子マネーへの交換に、また、40歳から64

歳までの方はプレゼント景品の抽せんへの応募に

利用できると伺っております。また、プレゼント

景品は、民間企業などからの協賛品を活用する一

方で、ポイント交換経費の大半は、65歳以上の方

が電子マネーへ交換する際の費用であるとのこと

でございます。その対象者数については、初年度

で約５万人を想定しているとのことであり、これ

は、65歳以上のうち敬老パスを利用していない方

の約３割に加え、敬老パスを返還して健康アプリ

を選択する方も一定数見込んでいるとのことでご

ざいました。 

 他都市の事例も参考に見込んだとのことであり

ますけれども、初年度から５万人というのは相当

大きな人数であります。これだけ多くの方に利用

していただくためには、それだけ魅力的なアプリ

であることはもちろん、ポイント交換の仕組みに

ついても、利用者にとって使いやすく魅力的な内

容である必要があると考えます。 

 一方で、ポイントを交換できる電子マネーにつ

いても、日常生活の様々な場面で使えることや、

市民それぞれのニーズに応じて選択できることが

重要ではないかと考えます。 

 そこで質問ですが、交換可能な電子マネーの種

類については、どのような観点から検討し、具体

的に何に交換できるのか、お伺いいたします。 

●足立高齢保健福祉部長  交換可能な電子マネ

ーの種類についてお答えいたします。 

 健康アプリでたまったポイントの交換先となる

電子マネーにつきましては、市民の様々なニーズ

に対応できるよう高い利便性が求められていると

認識しております。 

 昨年のモニター運用においては、モバイルＳｕ

ｉｃａ、ＷＡＯＮ ＰＯＩＮＴ、Ａｍａｚｏｎギ

フトの３種類を選定しておりましたが、モニター

からさらに選択肢が増えたほうがよいとのご意見

も頂戴したところでございます。 

 こうしたことを踏まえまして、システム開発な

どのスケジュールや費用などを総合的に検討し、

先ほどの３種類に加えて、ｄポイント、ａｕＰａ

ｙ、楽天Ｅｄｙ、Ｖポイントの４種類を加えた計

７種類から、交換の都度、選択できることといた

しました。 

●和田勝也委員  市民モニターの意見を踏まえ

て７種類の電子マネーを交換先として用意したと

のことでございました。いずれも一般に広く普及

している電子マネーでありまして、日常の介護サ

ービスなど、市民生活の様々な場面で利用されて

いるものと認識しております。 

 予算案ではポイント交換経費として約６億

7,000万円が計上されておりますが、この予算は

今答弁のあった７種類の電子マネーへと交換され、

市民生活の中で消費として使われていくことにな

ります。電子マネーの多くは、日常の買物など、

身近な生活圏で利用されるものでありますので、

この規模の予算が地域経済の中を広く循環してい
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くことになると思います。こうしたことから、本

事業は健康づくりを進めながら地域経済の活性化

にもつながる、いわば健康と経済の好循環を生み

出す可能性を持つ取組であると考えております。 

 既に本市においては、まちづくり戦略ビジョン

に基づき、さっぽろウェルネスプロジェクトを立

ち上げ、多くの企業と様々な連携に取り組んでい

るところでありますが、これらの企業とも連携し、

ウェルネス施策と有機的に連動していくべきでは

ないかと考えます。 

 そこで質問ですが、健康アプリにおいて、市内

の経済の好循環につながるような官民連携の取組

についてどのように考えているのか、お伺いいた

します。 

●足立高齢保健福祉部長  官民連携の取組につ

いてお答えいたします。 

 近年、本市が目指す「誰もが生涯健康で、学び、

自分らしく活躍できる社会」の実現に向けた取組

に対して、様々な形で多くの企業に協力していた

だいているところでございます。 

 委員ご指摘のとおり、健康アプリの取組におい

ては、市民の健康行動や社会参加でたまったポイ

ントの活用を通して、地域経済の発展にも寄与で

きる側面があると認識しております。 

 こうした背景も踏まえて、既に複数の企業と、

ポイント原資やプレゼント抽せんの景品の協賛な

ど、具体的な協議を重ねているところであり、健

康アプリ「アルカサル」を基盤とした健康・経済

好循環モデルとして、本事業を官民連携により普

及発展させていけるよう、積極的な取組を推進し

てまいります。 

●和田勝也委員  既に幾つかの企業と具体的な

連携について協議を進めているとのことでありま

したので、ぜひとも積極的な取組を今後も進めて

いただきたいと思います。 

 健康アプリ「アルカサル」を通じて、本市がこ

れまで培ってきた多くの民間事業者との連携をさ

らに広げ、健康づくりと地域経済の活性化を両立

させる、いわば健康と経済の好循環を生み出す取

組として発展させていくことを強く求めます。 

 また、本事業を実効性のあるものとしていくた

めには、実際にどの程度健康増進の効果が生まれ

ているのかを的確に把握し、事業の改善につなげ

ていくことが重要であります。そのためには、ア

プリを通じて得られるデータを学識経験者の専門

的な知見も活用しながら分析し、その結果を施策

に反映させる、いわゆるＰＤＣＡサイクルをしっ

かりと回すことが不可欠であります。 

 さらに、今後アプリを運営していく中では様々

な課題や不具合なども出てくることが想定されま

すが、そうした点についても柔軟に改善を重ねな

がら、市民にとって使いやすい、魅力ある仕組み

として育てていくことを求めたいと思います。 

 加えて、蓄積される健康データは、本市の健康

施策を発展させていく上でも大きな可能性を持つ

ものであります。こうしたデータの活用も視野に

入れながら、産官学が連携し、本事業を将来にわ

たり発展させていくことを求め、私からの質問を

終わります。 

●たけのうち有美委員  私からは、認知症施策

に関わって、大きく２点伺います。 

 認知症医療支援体制の在り方について、認知症

の方の視点を重視した認知症施策についてです。 

 まず、認知症医療支援体制の在り方についての

うち、認知症疾患医療センターの指定拡大につい

て伺います。 

 認知症の初期段階では、ご本人は違和感や不安

を自覚しつつも、自尊心や恐怖心から否定したり、

取り繕ったりすることが多くあります。そのため、

家族はいつ受診すべきかを迷い、タイミングを逃

すことも少なくありません。 

 こうした状況を踏まえ、我が会派では、医療や

介護につながっていない方も含め、認知症医療や

支援の充実を求めてきました。札幌市では、2024

年度に初めて認知症疾患医療センターを２か所指

定しました。認知症疾患医療センターは、鑑別診
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断や新薬治療など、専門医療の提供に加え、地域

連携の拠点としても重要な役割を担います。 

 現在、札幌市内では、高齢者の９人に１人、約

６万人が認知症であると推計されており、今後さ

らに増加が見込まれます。２か所のみでは、今後

の需要に十分対応できるとは言い難いのではない

でしょうか。 

 そこで質問ですが、今後の認知症高齢者の増加

を見据え、認知症疾患医療センターの指定を拡大

すべきと考えますがいかがか、伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  認知症疾患

医療センターの指定拡大についてお答えいたしま

す。 

 今後も増加が見込まれる認知症の方への支援を

充実させるため、認知症疾患医療センターの増設

に向け、認知症の身体合併症などの急性期治療が

可能である等の基準を満たす医療機関と協議を重

ねてきたところでございます。 

 現在、２か所の認知症疾患医療センターに加え、

令和８年４月からは３か所目となるセンターの稼

働を目指し、当該医療機関との調整を進めており

ます。 

 認知症疾患医療センターの指定におきましては、

基準を満たす医療機関との調整を進める一方で、

稼働している認知症疾患医療センターの相談や治

療件数などの運営状況を踏まえながら、必要性に

ついて検討すべきと考えているところでございま

す。 

●たけのうち有美委員  認知症疾患医療センタ

ーが３か所に増えることは、市民や地域のかかり

つけ医等、医療機関においても利便性が向上する

ものであり、新たに指定される３か所目のセンタ

ーの円滑な運営を期待します。 

 次に、認知症支援に関わる医療と介護の連携に

ついて伺います。 

 認知症は、早期に受診し、診断され、適切な治

療やサービスを受けることで進行が緩やかになり、

その人らしい生活を送る期間を長く維持すること

ができますが、先ほど述べましたように、認知症

と言われることに恐れを抱き、受診を拒否する場

合が少なくありません。認知症疾患医療センター

の相談窓口には、認知症医療に関する様々な相談

が寄せられると思いますが、受診を拒否する方に

対し家庭訪問をし、本人を根気よく説得するとい

った、一歩踏み込んだ支援を継続することは難し

いものと考えます。 

 こういった場合には、地域包括支援センターの

職員等地域の支援機関が根気よく関わり、受診に

つなげるものと考えますが、このように認知症支

援においては、医療と地域の関係機関が連携し、

切れ目のない支援体制を構築することが不可欠で

す。今後増加する認知症高齢者とそのご家族を地

域で支えるためには、医療体制の充実強化はもと

より、医療と介護の連携が極めて重要であると考

えます。 

 そこで質問ですが、認知症支援において医療と

介護の連携が極めて重要であると考えますが、ど

のように取り組んでいるのか。 

 また、今後どのように強化していくのか、伺い

ます。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  認知症支援

に関わる医療と介護の連携についてお答えいたし

ます。 

 令和７年11月に、市内のかかりつけ医、認知症

サポート医、認知症疾患医療センター、地域包括

支援センター、区役所職員が一堂に会して、認知

症の方を必要な医療と介護につなぐための具体的

な取組について情報共有を図ったところでござい

ます。 

 この中では、受診を拒否する認知症の方に対し、

医師や社会福祉士などの専門職が家庭訪問し、早

期に適切な医療等につなげる認知症初期集中支援

事業の活用方法について活発な意見交換がなされ

ておりました。 

 また、認知症診療を行う医療機関と認知症カフ

ェなどの地域の関係機関が協働して認知症支援マ
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ップを作成するなどの取組も増えてきているとこ

ろでございます。 

 今後も、より身近な地域で医療と介護の関係者

が顔の見える関係づくりを進め、認知症になって

も適切な医療と介護を受けながら、その人らしく

暮らし続けることができるまちづくりに取り組ん

でまいります。 

●たけのうち有美委員  認知症疾患医療センタ

ーとかかりつけ医、地域包括支援センターなど関

係機関との連携に取り組まれていることが分かり

ました。 

 認知症の方やご家族は、受診やサービスの利用

のタイミングに悩み、地域の様々な機関に相談す

ることになると思います。その際、どこに相談し

ても適切な医療や支援につながるよう、医療と介

護の連携体制をさらに強化していただくことを求

めます。 

 次に、認知症の方の視点を重視した認知症施策

について伺います。 

 まず、認知症の方の声の把握について伺います。 

 高齢化の進行に伴い、認知症の方が増加してい

ることは先ほども述べましたが、認知症と認知症

の前段階である軽度認知障がいを合わせると、65

歳以上の３人に１人が認知機能に関わる症状があ

ると言われています。このように、認知症は誰も

がなり得る可能性がありますが、認知症になると

何も分からなくなる、何もできない、認知症だけ

にはなりたくない、家族が認知症になったら介護

が大変で困るなどと受け止められていることも多

く、認知症の方の感情や思い、考えが軽視され、

希望や生きがいを持って生活するという当たり前

のことが尊重されているとは言い難い現状がある

のではないかと思っています。 

 しかし、実際は認知症の方ご本人が一番自分の

症状を分かっていて、自分に起きていることに不

安や悲しみを抱きながらも必死で生活を続けよう

としていると言われています。認知症は決して他

人事ではなく、誰もが当事者となり得ます。私た

ち一人一人が認知症を正しく理解し、自分自身や

家族が認知症になっても、それを隠さずに周囲に

伝えることができる。認知症になっても住み慣れ

た地域で希望と生きがいを持って暮らし続けるこ

とができる。そのような社会をつくっていくべき

であり、私たち一人一人が考え、行動していかな

ければなりません。そのためにも重要なのは、認

知症の方の声を丁寧に聞き、認知症の方の視点を

明らかにすることだと考えます。認知症の方に、

認知症施策を検討する場に参加してもらい、当事

者の思いや考えを交えて協議し、認知症の方の視

点を重視した取組を推進している自治体もあると

聞いています。 

 そこで質問ですが、札幌市においても認知症の

方の視点を重視した認知症施策を推進すべきと考

えますがいかがか、伺います。また、どのように

認知症の方の声を把握していくのか、伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  認知症の方

の視点を重視した認知症施策、そして本人の声を

どのように把握していくかというご質問について

お答えいたします。 

 令和６年12月に示された国の認知症施策推進基

本計画では、認知症のご本人の声を尊重し、施策

を推進することを基本的方向性としており、札幌

市におきましても、認知症のご本人の声を起点と

した施策は非常に重要と認識しております。 

 そこで、医療・介護サービスを提供する関係者

にご協力いただき、ご本人へのインタビューを通

じて認知症の方のありのままの声を集めておりま

す。 

 また、認知症の方同士が集い、自由に語り合う

本人ミーティングの中でも、日頃の悩みや思いを

聞き取らせていただいているところでございます。 

●たけのうち有美委員  ただいまの答弁で、こ

れまで認知症の方と接する関係者にご協力をいた

だき、日常生活の場のありのままの声を集めてい

ただいたり、本人ミーティングというもので、ご

本人の思いを聞き取る取組を進めているというこ
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とでした。 

 認知症施策を進めていく上で、ご本人の思いや

経験を丁寧に受け止めることは非常に重要である

と考えます。 

 そこで次に、実際にどのような声が寄せられて

いるのか、伺います。 

 認知症は少しずつ進行していきますが、進行の

スピードや現れる症状は様々です。診断されたば

かりの頃、症状が少しずつ出てきて生活に助けが

必要になった頃、身体機能も低下し要介護状態と

なった頃と同じ認知症であっても経過によって認

知症の方が抱く困難は異なりますが、様々な段階

において認知症の方の悩みや思い、願いを集めて

いくことが重要と考えます。自分の思いや考えを

伝えることが難しい方もいらっしゃるとは思いま

すが、たとえ小さな願いや希望であっても、ご本

人の言葉のまま社会に伝えていくことが大変重要

と考えます。 

 また、65歳未満で発症する若年性認知症の方は、

就労や経済的な負担など、高齢者とは異なる課題

も多いということを踏まえ、その声を把握してい

く必要もあります。 

 このように、幅広く認知症の方の声を集め、認

知症の方の視点を重視した認知症施策を展開して

いくことで、認知症に対する理解が進み、認知症

になっても安心して暮らせる優しいまちづくりに

つながるものと考えます。 

 そこで質問ですが、現在どのような認知症の方

の声が集まっているのか、伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  現在どのよ

うな認知症の方の声が集まっているかということ

でございますが、取りまとめ中ではございますが

120余り集まっており、認知症と診断されたとき

の複雑な思いや、道に迷うのではないかといった

外出時の不安、そして、人との交流や趣味を続け

たい、得意な日曜大工等の趣味で役に立ちたいと

いった、社会参加や社会貢献の意欲について多く

語られております。 

 また、若年認知症の方からも、診断後には絶望

した気持ちであったが理解してくれる友人に気持

ちが救われたといった思いや、メモを工夫するこ

とで家事を支障なく続けられるなど、家族や周囲

の人に知ってほしいこと、そういった声も聞こえ

ております。 

 加えて、ご本人の声を集めることにご協力いた

だきました医療・介護関係者からは、日頃の関わ

りの中で意識的に認知症の方の声を拾い上げるこ

との大切さや、症状が進行する前から、どのよう

な生活を送りたいのか、その思いを聞き取ってお

く必要性に気がついたというような意見も寄せら

れていたところでございます。 

●たけのうち有美委員  今お聞きしました、ご

本人の声で語られる実体験や様々な思い、大変貴

重だと思います。この声は、市民の理解を深める

だけではなく、診断を受けて間もない方への支え

にもなることから、集めた声を広く市民に届ける

工夫が大変重要と考えます。 

 また、外出時への不安や、社会参加、社会貢献

への意欲といった希望や生きがいに通じる切実な

声については、具体的な施策に生かすことが望ま

れます。 

 そこで質問ですが、認知症の方の声をどのよう

に札幌市の認知症施策に反映させていくのか、伺

います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  認知症のご

本人の声の認知症施策への反映についてお答えい

たします。 

 認知症のご本人の声を市民が直接目にし、その

思いに触れる機会を設けることが重要と考えてお

りますことから、認知症やユニバーサル施策の様

々なイベントを通じて伝えてまいります。また、

認知症の方にもやさしいお店・事業所として登録

している民間企業に対し、困り事への対応に対す

る希望など、認知症のご本人の声に即した取組を

検討していただくよう情報提供してまいります。 

 加えまして、認知症と診断された直後の戸惑い



 

121 

に関する声が多く集まっておりますことから、診

断直後に読んでいただけるようなリーフレットを

認知症の方とともに作成する予定でございます。 

 今後は、札幌市高齢者支援計画に合わせて策定

いたします認知症施策推進計画において、認知症

のご本人の声を起点として各種施策を検討すると

ともに、本人ミーティングやインタビューで語ら

れるご本人の声に耳を傾け、必要時に事業を見直

すなど、認知症施策に反映してまいります。 

●たけのうち有美委員  ユニバーサル施策の様

々なイベントの活用、ご本人の声を起点とした各

種施策の検討などに取り組まれるとのことでした。 

 我が会派の議員が視察した福岡市認知症フレン

ドリーセンターでは、認知症の有無にかかわらず

誰でも利用できる場として、認知症について学ん

だり、体験したり、相談したり、企業と一緒に製

品開発をしたりすることができるなど、認知症の

方が社会の担い手として活躍できる取組が進めら

れています。このような取組は、認知症の方を、

支えられる側としてだけではなく、尊厳ある１人

の市民として、地域で役割を持ち、活躍できる存

在として位置づけている点で、非常に重要と考え

ます。 

 札幌市においても、認知症の方の視点に立った

施策を推進する中で、民間企業とも連携し、認知

症の方ご本人の活躍の場の創設など、多様な社会

参加の機会の確保について検討していただき、誰

もが安心して暮らせるまち札幌となるよう取り組

んでいただくことを求めて、私の全ての質問を終

わります。 

●森山由美子委員  私からは、チームオレンジ

の取組について質問をいたします。 

 認知症の方やご家族と、認知症サポーターを中

心とした支援者をつなぐチームオレンジについて

は、令和６年度から五つの区でモデル実施として

取組がスタートしたところです。 

 我が会派では、取組開始の直後より、一部の区

で行うモデル実施ではなく、市内のどこに住んで

いても認知症の方が希望と生きがいを持って生活

できる地域づくりが進み、誰もが認知症になり得

るという理解の下、互いに支え合う、人に優しい

札幌としてチームオレンジの早期の全市展開を強

く希望してきたところです。 

 地域では、チームオレンジの取組をきっかけと

して、認知症の方にもやさしいお店・事業所に登

録している民間企業との連携や、認知症になって

も何もできなくなるのではなく、やりたいこと、

できることがあり、希望を持って自分らしく生活

できるという新しい認知症観の広がりが見られて

いると聞いております。 

 令和６年度からモデル的に取り組んできたチー

ムオレンジですが、取組開始２年が経過し、有効

な事例も増えてきていると思われます。 

 そこで質問ですが、これまでのチームオレンジ

の活動実績とその成果を踏まえ、今後どのように

取組を進めていくのか、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  チームオレ

ンジの活動実績と今後の取組についてお答えいた

します。 

 令和７年12月までのおよそ２年間の五つの区で

の活動実績は、チームオレンジの活動の担い手で

あるオレンジサポーターを790名養成したほか、

26か所のチームオレンジの活動拠点を開設し、オ

レンジサポーターや認知症の方、ご家族など、延

べ7,589名が参加しています。 

 活動内容といたしましては、認知症の方にチー

ムオレンジの活動を手伝ってほしいと依頼し、オ

レンジサポーターとともに、拠点での活動内容を

企画したり、認知症の方が自宅の庭で育てた枝豆

を参加者みんなでゆでて試食したり、コーヒー好

きなご本人とオレンジサポーターが一緒に喫茶店

を巡るなど、ご本人の希望や能力を生かした柔軟

な取組が進んでいます。 

 このような取組が、認知症の方やご家族の孤立

防止に有効であるとともに、支援者であるオレン

ジサポーターが認知症に対する理解を深め、役割
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を獲得する機会にもなっておりますことから、令

和８年度より、これまで実施していなかった北区、

豊平区、清田区、南区、西区を含め、市内全区で

チームオレンジの体制構築を進めてまいります。 

●森山由美子委員  令和８年度より全ての区で

チームオレンジの取組が開始されることは、訴え

続けてきた我が会派としても大変うれしく、札幌

市の認知症施策が一層強化されることを期待いた

します。 

 今後スタートするチームオレンジの取組は、こ

れまで五つの区で限定的な実施であったこともあ

り、多くの市民がチームオレンジの取組について

理解している状況であるとは言えないと思います。

認知症の方やご家族ですら知らない方もいらっし

ゃると思いますし、知っていても、主体的に参加

することが難しい場合も多く、チームオレンジに

つながるためには、かかりつけ医やケアマネジャ

ーなど、身近な関係者の声かけや後押しといった

支援が不可欠です。 

 しかしながら、医療機関や介護サービス事業者

など関係機関の中でも、チームオレンジという名

称を聞いたことはあっても、どのように活用すれ

ばよいか分からないという方もいるのではないか

と思います。 

 チームオレンジは、今後の地域における認知症

支援の核となる取組です。多くの市民や関係者が

この取組を理解し、活用し、参加することを目指

すべきと考えます。 

 そこで質問ですが、チームオレンジの取組につ

いて、どのように市民や関係機関等に周知してい

くのか、伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  チームオレ

ンジの活動の周知についてお答えいたします。 

 チームオレンジの活動を広げるためには、委員

ご指摘のとおり、日頃から認知症の診療を行うか

かりつけ医や、支援を行う介護支援専門員及び介

護保険サービス事業者に取組を理解していただく

ことが極めて重要でありますことから、研修会な

どを活用した周知を強化してまいります。 

 加えて、毎年およそ9,000人の市民が認知症に

ついて学ぶ講座の中でチームオレンジの説明を行

い、認知症に関心のある市民がチームオレンジの

活動につながるきっかけづくりを進めてまいりま

す。 

 また、令和８年４月から運用開始となる健康ア

プリ「アルカサル」におきましても、チームオレ

ンジへの参加をポイント付与の対象とすることで、

より多くの市民が認知症やチームオレンジの取組

に関心を持っていただけるよう取り組んでまいり

ます。 

●森山由美子委員  誰もが認知症になり得るこ

とから、市民や医療・介護サービス事業者等の関

係者へチームオレンジの取組を周知し、チームオ

レンジで生き生きと活動する認知症ご本人の様子

を知ってもらうということは、認知症を正しく理

解し、認知症になっても生きがいと希望を持って

生活を続けられる地域づくりに極めて有効である

と考えます。 

 また、我が会派ではこれまで、健康アプリの取

組とチームオレンジの取組を組み合わせることに

ついても議会質疑等で要望してまいりました。認

知症の当事者の方にもサポーターの方にも健康ア

プリのポイントが付与される仕組みにより、社会

全体の支え合いと認知症当事者の生きがいが促進

することを大いに期待しております。 

 加えて、チームオレンジは、認知症の方の居場

所にとどまらず、その中で認知症の方が役割を得

て社会の一員として活躍できる場であり、共生社

会を実現する場としていく必要があると思います。

チームオレンジは、共生社会の実現を牽引する取

組であり、今後ますます発展させる必要があると

考えます。 

 そこで質問ですが、今後チームオレンジを中心

とした共生社会の実現に向けてどのように取り組

んでいくのか、伺います。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  チームオレ
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ンジを中心とした共生社会の推進についてお答え

いたします。 

 これまでチームオレンジの活動におきましては、

認知症高齢者グループホームの敷地内の空き地を

借りて野菜を育てたり、民間カフェが日中、利用

者の少ない時間にチームオレンジの活動の場とし

て店舗を提供するなど、介護保険事業者や民間企

業と連携した取組が広がっているところでござい

ます。 

 今後も高齢者の日常生活に関わる様々な事業所

や企業がチームオレンジの活動の理解を深めるこ

とを通じて、認知症になっても住み慣れた地域で

自分らしく暮らし続けることができるという認識

が地域全体に広がるよう取り組んでまいります。 

 チームオレンジの取組を通じまして、認知症の

方が支援されるだけではなく役割を持って活躍で

きる存在であるという認識が広がることは、多様

性を強みとする共生社会の推進につながりますこ

とから、若い世代や障がい者を支援する事業所な

どとの連携を図り、引き続きチームオレンジが共

生社会を牽引する取組として地域に根づくよう努

めてまいります。 

●森山由美子委員  先行してモデル実施をされ

ていた東区では、認知症オレンジマップを作成し

て、認知症カフェ編というのがありましたが、当

事者はもちろん、ご家族、そして認知症に関心の

ある方、専門職の方など、どなたでも気軽に参加

でき、集える場所なんだということを呼びかけて

おりました。 

 また、認知症と診断されたときの気持ちや実際

にチームオレンジの活動に参加して、この先もず

っとみんながいてくれるならここにいたいという

声や、不安を感じている方に当事者自身が、みん

な同じだから頑張ろうねということも伝えており

ます。 

 また、先行区では、課題等もそれぞれ２年間の

中で見えてきていると考えられます。今後、これ

までのモデル実施で見えてきた利点や課題などを

ぜひとも10区で共有し、この取組が市全体に水か

さがどんどん増していくように、そしていずれは

大河の流れを目指して浸透するよう求めます。 

 ぜひとも、人に優しい札幌の実現に寄与する取

組となることを期待して質問を終わりますが、最

後に、このたび定年で部長職をご勇退される阿部

部長に一言、感謝を申し上げます。 

 保健福祉局では、母子保健や認知症施策など、

子どもから高齢者までご尽力され、私たち会派と、

ほかの会派もそうだと思いますが、市民のために

という様々な思いの共有を議論させていただき本

当にありがとうございました。特に、このたびの

チームオレンジの10区展開に関しましては、札幌

市全体で市民のために取り組みたいとの思いで訴

えてまいりましたが、最後にこのように思いがか

ない、阿部部長も思いは同じだったと思います。

これからは、地域包括ケアに関わる事業を課長は

じめ後輩の皆様がしっかりと受け継いでくださる

と思っております。 

 本当にありがとうございました。（拍手） 

●藤田稔人委員  私からは、認知症対応型グル

ープホームの整備について、そして地域包括支援

センターの機能強化について、大きく２項目につ

いて質問させていただきます。 

 今後、さらなる高齢化が見込まれる札幌市にお

いて、高齢者の生活の場である認知症対応型グル

ープホームや特別養護老人ホームなどは、介護需

要の増加や施設の老朽化などに対応するためにも、

計画的に整備に取り組んでいくことが必要であり

ます。 

 札幌市は、令和６年３月に札幌市高齢者支援計

画2024を策定し、高齢者の健康寿命の延伸や地域

包括ケアシステムのさらなる深化、推進、さらに

は認知症高齢者などの方でも個性と能力を十分に

発揮することができる社会の実現を目指し、地域

における生活基盤の整備を進めているものと認識

しております。 

 とりわけ在宅での対応が困難な認知症の方やそ
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のご家族にとって、グループホームは地域におけ

る生活を支える重要な施設であります。 

 そこで質問ですが、札幌市高齢者支援計画にお

けるグループホームの整備目標の進捗状況につい

て、お伺いいたします。 

●足立高齢保健福祉部長  札幌市高齢者支援計

画におけるグループホーム整備の進捗状況につい

てお答えいたします。 

 札幌市では、計画における整備目標の範囲内で、

質の高いグループホームの設置・運営を確保すべ

く、公募により整備事業者を選定しております。 

 令和６年度から８年度の３年間で306床の整備

目標を掲げ、整備を進めてまいりました。しかし

ながら、事業者の応募数が想定を大きく下回って

おり、整備見込みは148床、目標に対しての進捗

率は48％程度となるため、大変遺憾ではございま

すが、目標の達成は極めて困難な状況でございま

す。 

●藤田稔人委員  高齢者支援計画2024に掲げた

整備目標306床を大幅に下回り148床、48％という

ことで、約半分の達成率ということでございまし

て、目標の達成が困難であるという状況を確認さ

せていただきました。 

 昨今の建築費高騰などをはじめとして、工期の

長期化など、グループホーム建設のコスト高は事

業参入や施設整備の障壁となっており、これほど

の急激な環境変化は想定外の事態であり、事業者

も、そして行政側も対応に苦慮しているものと推

察いたします。 

 しかしながら、想定外の厳しい環境下であって

も、歩みを止めるのではなく、目標未達という結

果を真摯に受け止め、その要因を的確に分析する

ことが、札幌市民のためのよりよい福祉を着実に

推進していく上で必要不可欠であると考えており

ます。 

 そこで質問ですが、目標が未達となっている要

因について札幌市としてどのように分析している

のか、お伺いいたします。 

●足立高齢保健福祉部長  グループホーム整備

目標の未達要因についてお答えいたします。 

 既存グループホーム事業者へのアンケート調査

などを含め分析した結果、グループホーム建設の

コスト高のほか、物価高騰などによる運営費負担

の増や深刻な介護人材不足などが折り重なったこ

とが要因と考えております。 

 現時点では、市民生活に直ちに深刻な影響が出

ている状況ではありませんが、目標未達について

は課題として受け止めております。 

●藤田稔人委員  介護人材不足や物価高騰など

により、認知症対応型グループホームを取り巻く

環境は非常に厳しいということでございました。 

 グループホームは少人数で認知症ケアの専門ス

タッフが24時間体制で生活を支援する施設であり、

ほかの介護施設では代替が困難であり、高齢化が

進む札幌市にとっても、今後ますます重要となる

介護サービス基盤であると認識しております。こ

のまま整備が滞れば、高齢者が住み慣れた地域で

自分らしく暮らすことが困難になるということも

あるという事態も危惧されます。 

 こうした課題への対応策として、物価高騰や人

材不足に対しては、国や道による財政的な支援が

講じられておりますが、建築費の高騰についても、

都道府県の制度を活用し、グループホーム施設へ

の補助金を交付している自治体もあると伺ってお

ります。 

 そこで質問ですが、他自治体の事例も参考にし

つつ、札幌市として建設費高騰に対する何らかの

財政支援を講じるべきと考えますが、見解をお伺

いいたします。 

●足立高齢保健福祉部長  グループホーム整備

への支援についてお答えいたします。 

 札幌市といたしましても、認知症の方やそのご

家族の暮らし、尊厳を守るためにもグループホー

ムは重要な施設と考えております。認知症の方や

そのご家族が安心して暮らすための十分なサービ

ス基盤を確保するためには、適切なグループホー
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ムの整備が必要であります。 

 そこで今後、グループホームの整備を促進する

ため、補助メニューを持っております北海道との

協議を速やかに進め、施設整備補助金の交付を検

討してまいります。 

●藤田稔人委員  今後、認知症の高齢者のさら

なる増加が見込まれる中、当事者やご家族が地域

で安心して暮らしていくため、専門的ケアを担う

グループホームの整備の推進は待ったなしの課題

であります。 

 札幌市高齢者支援計画は３年に一度の改定とな

り、介護保険施設の整備目標未達に対して何らか

の検討、改善を速やかに進めなければなりません。

次期計画を実施する段階で補助金を受けられるよ

うにするためには、令和８年度に申請しなければ

なりません。ただいま、施設整備補助金の交付を

目指し北海道との協議を進めていくという答弁で

ございましたので、スピード感を持って、柔軟か

つ具体的な対応を求めます。 

 続きまして、地域包括支援センターの機能強化

についてお伺いいたします。 

 阿部部長は、地域包括ケア推進担当部長を４年

務められたということでございまして、本市にお

いて部長職で４年というのは長いことでございま

して、まさに地域包括ケアの要ということでござ

います。私が阿部部長に質問するのは、令和５年

の決算特別委員会、そして令和６年の決算特別委

員会に続いて３度目ということで、私も最後に感

謝の気持ちを持って質問したく、本日は一部から

二部にやってきた次第でございますので、よろし

くお願いいたします。 

 さて、フレイル改善マネジャー及びオレンジコ

ーディネーターの10区展開について質問させてい

ただきます。 

 介護保険制度における要支援者認定者のうち、

サービス未利用者に絞り込んで支援を行うフレイ

ル改善マネジャー及び認知症の方やご家族と認知

症サポーターを中心とした支援者をつなぐオレン

ジコーディネーターについて、一部の地域包括支

援センターにモデル的に配置し、これまで取り組

んできたところでございます。 

 特に、令和６年の決算特別委員会の質問におい

て、地域包括支援センターの機能強化に向けたフ

レイル改善マネジャーの配置について質問させて

いただき、早期に全てのセンターへ配置し、取組

を全市展開していくと強く要望させていただいて

おります。 

 モデル配置の効果検証では、一定の経済効果も

確認できた結果、来年度から晴れて全センターに

配置され、全区で展開されると聞いており、この

ことについては評価しているところでございます。 

 しかし、全区で展開するに当たり、増員される

のは全27センターのうち７センターのみと聞いて

おり、その他のセンターは既存の体制のままでフ

レイル改善及び認知症支援に取り組んでいかなけ

ればならないと考えております。 

 札幌市においても、今後さらに急速に高齢化が

進行し、フレイル改善マネジャーとオレンジコー

ディネーターの支援が必要な方は増え続けていく

ことも想定されます。 

 そこで質問ですが、10区に展開するに当たり、

限定的な増員の中、各センターはどのように取り

組んでいるのか、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  フレイル改

善マネジャー及びオレンジコーディネーターの10

区展開の取組についてお答えいたします。 

 これまでのモデル配置では、フレイル改善マネ

ジャーとオレンジコーディネーターの取組が、心

身の健康の維持・増進やＱＯＬの向上といった効

果をもたらすほか、介護給付費のある程度の抑制

効果が期待できるという検証結果であったことか

ら、全区で取り組むことが重要と認識しておりま

す。そのため、フレイル改善マネジャーとオレン

ジコーディネーターの全区展開に当たりましては、

適宜内容や方法を見直しながら、効果を最大限発

揮できるよう実施してまいります。 
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 加えて、フレイル改善マネジャーとオレンジコ

ーディネーターのそれぞれの取組に係る情報交換

などを通じ、これまでモデル事業で培ってきた対

象者の選定やアプローチ方法、効果分析のノウハ

ウなどを全センターで共有し、より効果的に実施

してまいりたいと考えております。 

●藤田稔人委員  限られた人員体制で効果を最

大限発揮できるようにして取り組んでいかなけれ

ばならないということでございました。 

 しかし、地域包括支援センターについては、高

齢化の進行に伴い複雑化・多様化する高齢者の相

談対応で既に業務量が膨大な状況である中、特に

増員がかなわなかったセンターについては、取組

を展開するに当たって十分な人員体制と言えるの

か懸念しているところでございます。 

 また、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門

員といった専門職の人材確保が難しくなっている

中、地域包括支援センターが高齢者支援の中核と

して機能し続けていくためにも、適正な処遇によ

り長期的に離職を防止して、良質な人材を確保す

ることが極めて重要であります。 

 さきの令和７年第４回定例会の代表質問におい

て、本市は大変厳しい財政状況で、マイナスシー

リングをかける状況にあるとのことでしたが、そ

ういった中でも福祉や子育て施策など、市民の安

心な生活に直結する経費の削減に対して我が会派

が危惧を示したところ、それらの予算はしっかり

とした措置を行うという答弁がございました。 

 地域包括支援センターにかかる経費は、まさに

札幌市の人口の３分の１を占める56万人の高齢者

の安全・安心な生活に直結し、本市における地域

包括ケアシステムのさらなる深化、推進に極めて

重要なことでございます。 

 このように、地域包括支援センターに関する人

員体制や経費といった課題については、これから

高齢者になる私たち世代においても関心を持ち続

けるべきものであると考えております。 

 そこで質問ですが、地域包括支援センター業務

の運営において、実態に即した人員体制及び経費

となっているのか、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  地域包括支

援センターの人員体制及び経費についてお答えい

たします。 

 令和８年度の地域包括支援センターの人員体制

及び経費につきましては、条例に規定されている

高齢者人口に基づく配置数や専門職の業務量調査

の結果を踏まえ積算を行ったところでございます。 

 今後も全区展開するフレイル改善マネジャーと

オレンジコーディネーターの取組に係る業務量な

どをしっかりと把握し、より適切な人員体制につ

いて検討を続けてまいります。 

 また、経費につきましては、令和８年度予算に

て、処遇改善手当を専門職１人当たり年8,000円

増額するなどの対応を行っており、引き続き介護

従事者処遇状況等調査結果なども踏まえ、適正な

経費を設定するよう努めてまいります。 

●藤田稔人委員  高齢者支援の中核を担う地域

包括支援センターは、高齢化が急速に進行する本

市にとって不可欠な存在であり、その機能強化は

重要なことは言うまでもなく、阿部部長もこの４

年、ほかの何よりも注力されてきたことかと思っ

ております。 

 地域包括支援センターが十分に力を発揮できる

よう、地域住民や地域包括支援センター職員の声

を拾いながら、引き続き実態に即した人員体制や

経費の設定ができるよう求めて、私の質問を終わ

らせていただきます。 

 どうもお疲れさまでございました。 

●脇元繁之委員  私からは大きく２点、健康ア

プリ「アルカサル」の拡張性と地域経済への還元、

それと敬老パス制度の見直しに伴う負担緩和策に

ついて質問をさせていただきます。 

 その前に、先ほどからこの健康アプリ「アルカ

サル」についていろいろと質疑がありましたけれ

ども、私からも、このポイントを付与する側の町

内会やサークル、また団体への周知をしっかりし
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ていただきたいなと思います。せっかくできたア

プリですから、このアプリの普及と利用者の増に

もつながることなので、ぜひともよろしくお願い

いたします。 

 それでは、最初に健康アプリ「アルカサル」の

拡張性と地域経済への還元について質問させてい

ただきます。 

 札幌市は現在、健康寿命の延伸に向け、日々の

健康行動を見える化し、楽しみながら健康になれ

る健康アプリ「アルカサル」について、令和８年

４月から本格実施に向けた準備を進めているとこ

ろであります。 

 アルカサルは、健康行動やボランティア活動へ

の参加、ウオーキング等によってポイントを獲得

できる仕組みですが、現状では、敬老パスを利用

している市民については、アプリ機能は利用でき

てもポイント付与やプレゼント抽せんの対象外と

されているところであります。また、ためたポイ

ントは電子マネーに交換することで、市内のお店

や公共交通機関で利用できる一方、市外での買物

などにも利用可能となる見込みであります。 

 私は以前より、本事業は市税を投じる以上、ポ

イントが全国共通の電子マネー等に交換されるこ

とによる公費の市外流出を避け、市内での消費に

利用し、地域経済の循環につなげるべきだと訴え

てまいりました。 

 そこでお伺いいたします。 

 現状では敬老パス利用者とアプリ利用者で制度

のすみ分けがなされておりますが、利便性向上の

観点から、将来的なアプリのアップデートや敬老

パス機能との統合や連携について今後どのように

するお考えか、お伺いいたします。 

●足立高齢保健福祉部長  将来的な健康アプリ

の在り方についてお答えいたします。 

 健康アプリ「アルカサル」は、多くの市民から

得られた様々な意見や議会議論を踏まえて、敬老

パスとは別の制度として整理し、ポイントの電子

マネー交換機能については敬老パスとの選択制と

いたしました。ただし、敬老パスを選択している

方も、アプリのポイントの活用以外の機能をご利

用いただけるものであり、日常の健康づくりにお

役立ていただきたいと考えております。 

 アプリの本格運用後も、利用状況や市民意見を

踏まえながら、市民と一緒にアプリをよりよいも

のとするアップデートを重ねてまいります。 

 一方、将来的な敬老パス機能との統合や連携に

係るご指摘につきましては、2024年９月に公表し

た実施案の中で、５年後を目途に、健康アプリの

効果や社会情勢、敬老パスと併せた事業費負担等

を検証して、敬老パスについて所要の措置を講じ

ることをご説明しているところであり、現時点で

統合等を予定しているものではございません。 

●脇元繁之委員  アルカサルをよりよいものに

するためのアップデートを重ねるとの答弁につい

ては、その方針を理解させていただきました。 

 多額の公費を投じる以上、操作性や利便性の追

求はもとより、市民が自ら進んで使いたくなる圧

倒的な魅力を備えたものへと進化させていただく

ことを強く求めておきます。 

 また、健康寿命の延伸という目的を達成するた

め、世代の枠を超えて市民の日常に深く浸透する

仕組みづくりに全力を尽くしていただきますよう

お願いいたします。 

 ただ一方で、敬老パスとの統合については現時

点で予定はないとのことですが、これまでの議論

の経緯を鑑みれば、将来的な統合や制度の見直し

は避けられない課題であるはずです。二つの仕組

みが別個のまま並走し続けることは、行政コスト

の面からも、利用者の利便性の面からも、極めて

不経済と言わざるを得ません。５年後という言葉

が先送りの口実と聞こえてしまいますので、将来

的な敬老パス機能との統合を視野に入れ、本格実

施の段階から、将来の拡張性を見据えた実効性の

ある準備を加速させることを強く要望いたします。 

 次に、アルカサルによるポイントの交換先につ

いてお尋ねします。 
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 現状の仕様では、先ほども述べましたように、

全国で利用可能な電子マネー等への交換が主とな

り、札幌市への貴重な予算、財源が市外へ流出す

ることは否定できません。 

 そこでお伺いします。 

 今後、これを札幌市独自の地域通貨やデジタル

プレミアム商品券を発行し、それと連携させて市

内の商店街や事業者に直接的な恩恵が及ぶ仕組み

を構築すべきと考えますが、市の見解をお伺いし

ます。 

●足立高齢保健福祉部長  地域経済の還元につ

いてお答えいたします。 

 アプリでたまったポイントの交換先となる電子

マネーにつきましては、市民にとって利便性が高

く、日常生活の中で幅広く利用できるよう、広く

普及している７種類の選択肢を整えたところでご

ざいます。このような考え方の下で選定しており

ますことから、本事業において交換されるポイン

トも、身近な生活圏で利用されていくことで、し

っかりと地域経済の中で循環していくことになる

と考えております。 

 また、市内の民間企業や商店街等とは、アプリ

を基盤として、健康と経済の双方に好循環をもた

らすような地域型の官民連携モデルを構築してい

く所存であります。例えば、来店ポイントの導入

やイベントの共催を通して、市民の健康増進に協

働しながら地域経済の活性化にも寄与していける

よう取り組んでまいります。 

●脇元繁之委員  最後のほうのご答弁で、市内

企業等との連携による地域経済活性化を図るとい

うこと、これは理解しました。しっかりやってい

ただければと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

 ただ、日常生活で使える電子マネーは地域で循

環するとの答弁は、あまりにも楽観的ではないか

と思います。大手プラットフォームの電子マネー

はＥＣサイトや市外資本のチェーン店でも利用可

能です。本事業の原資は貴重な札幌市民の税金で

あり、それが市外のネット通販や大手資本へと流

出してしまえば、市内の商店街や中小事業者を支

える地域経済の活性化という目的は到底達成され

ません。当局は、どこでも使える利便性と市内に

還元する使命を混同すべきではないと思っており

ます。 

 今後、ポイントの交換先として、上下水道料金

などの公共料金の支払いへの充当や、市内店舗限

定のデジタルクーポン、さらにはプレミアム付商

品券との合算や、市内の協力店でアプリを提示す

れば独自サービスを受けられる地域応援店制度を

構築するなど、単なる決済手段を超えて、市民が

地元の店に足を運び、札幌市内で資金が確実に還

流する仕組みを全庁を挙げて構築すべきだと考え

ます。 

 このアルカサルのポイント制度を、高齢者福祉

の枠にとどめることなく、全世代の札幌市民が利

用できる仕組みへと発展させていくことこそが、

真に健康寿命を延伸し地域経済を活性化させる理

想の姿でありますので、市民の納得感と地域への

実利を最優先に考えた制度設計を進めることを強

く要望し、次の質問に移ります。 

 ちょうど１年前の予算特別委員会の場でも取り

上げさせていただきましたが、敬老パス制度の見

直し、利用条件額と自己負担額の段階的見直しに

伴う負担緩和策について、お伺いをさせていただ

きたいと思います。 

 私は１年を通して、南区を10個のエリアに分け

てタウンミーティング、意見交換会を開催させて

いただいております。今年１月に開催した定山渓

地区におけるタウンミーティングの場で、出席者

から、バスの便数は減るし、運賃も都心まで片道

800円もする中で、敬老パスの利用額まで下げら

れるとダブルパンチだ、このような悲鳴にも似た

声が寄せられました。私は、敬老パス制度の見直

しに伴う公共交通機関利用者の負担軽減策として、

敬老パスと健康アプリを併用できるようにしては

どうかと提案してきた経緯がありますが、理事者
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からは財政負担の問題もあってできないという答

弁が繰り返されてきました。ですが、札幌市内に

おいては、地下鉄が走っていない区があるなど、

公共交通網の整備が一様ではないため、私が暮ら

す南区の定山渓沿線や支笏湖線はもちろん、清田

区や手稲区の郊外に住まれている人にとっては、

交通費の負担が高いという実態にあるのも事実で

あります。 

 そこで、負担軽減策として、敬老パスと健康ア

プリの併用が難しいというなら、例えば今後、段

階的に利用条件が下がる敬老パスのほかに、年間

１万円ないし２万円分を助成する制度を提案させ

ていただいたところであります。 

 このほかに、高齢者の交通費の負担割合が公平

になる、子ども運賃と同額で公共交通の利用がで

きるようにする高齢者運賃制度を導入することも

視野に入れてはどうかという提案もさせていただ

いたところであります。ただ、こうした敬老パス

の見直しに伴う要交通支援者対策としての新たな

助成制度や高齢者運賃制度の導入については、保

健福祉局のみならず、まちづくり政策局や交通局、

財政局を含めたオール市役所で対応しなければな

かなか実現できないものでありますから、１年前

の予算特別委員会の場で、この私の提案に対して

町田副市長の見解を求めたところ、町田副市長か

らは、しっかり承ってまいりたいとの力強い答弁

をいただいたところであります。 

 そこでお伺いいたします。 

 その後、敬老パス見直しに伴う新たな交通費助

成制度や高齢者運賃制度に関して関係局で協議が

進んでいるのかどうか、お聞かせください。 

●足立高齢保健福祉部長  敬老パス制度の見直

しに伴う負担緩和策についてお答えいたします。 

 委員のご提案につきましては、公共交通をいか

にして維持していくかという観点からのご意見と

して承ったものと認識しております。 

 札幌市といたしましては、まずは本年４月から

の敬老パスの見直しを確実に進めることが何より

肝要と考えており、引き続き市民への丁寧な周知

に努めるとともに、新制度への円滑な移行に向け

て着実に取り組んでまいります。 

●脇元繁之委員  公共交通をいかにして維持し

ていくか、意見として承った認識とのことでした

が、あのとき私は、具体的な打開策として地域の

実情に応じた交通費助成制度や、誰もがひとしく

恩恵を受けられる高齢者運賃制度の導入を提案さ

せていただいた上で、今ここに議事録があるので

すけれども、その上で町田副市長に、この私から

提案させていただいた交通費助成制度などへのご

見解をいただければと思いますという内容の趣旨

の質問をさせていただきました。 

 そこに、町田副市長は、確かに今おっしゃった

とおり、公共交通をいかに維持していくかという

ことに対してのご提言と捉えて、伺っていたとこ

ろでございますとありますけれども、最後に、今

回、委員の立場からご提案として伺わせていただ

きましたご意見として、しっかり承ってまいりた

いと考えてございますというような答弁でありま

した。 

 ということで、公共交通をいかにして維持して

いくという認識だけであるならば、それは私の質

問趣旨の答弁には十分ではありませんので、改め

てお聞きします。 

 公共交通の維持と地域格差の解消を両立させる

ために提案させていただきました地域の実情に応

じた交通費助成制度や、誰もがひとしく恩恵を受

けられる高齢者運賃制度の導入、これの具体的な

制度設計について、市役所全体のこととなります

ので、改めまして山本副市長にぜひ、市の見解を

お伺いしたいと思いますので、よろしくお願いし

ます。 

●山本副市長  ご質問いただきました公共交通

の在り方に関してでありますけれども、この点に

関しては、委員ご指摘のとおり、人手不足の中、

バスの減便といったような課題が地域課題として

非常に大きなテーマになっているということであ
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ります。これは、ご指摘の南区に限らず全市的な

課題としてありますし、今後人口減少、生産年齢

人口減少と少子高齢化、こういった課題が進んで

いく中で、避けて通れない課題とも改めて認識し

ているところであります。 

 したがいまして、これをどう解決していくかと

いうことは、全市、オール札幌で取り組んでいる

ところでありまして、一方で、部長が答弁しまし

た課題に関しましては、敬老パス制度というもの

は今、見直しについて長年の議論を経て整ったと

いうことで、これをしっかり４月から進めていく

ということ。課題については、根底のところは社

会構造の変化という点において一致するところで

ありますけれども、それぞれ全市的な課題として

捉えているところ、そして委員ご指摘のご意見と

いうのも、貴重なご意見、ご提言ということも当

然認識しているところであります。 

 引き続き、この課題について、私ども全市を挙

げて取り組んでまいりたいと考えております。 

●脇元繁之委員  確かに、交通形態の全体的な

ところはありますけれども、最後に私の提案につ

いても貴重な意見として検討していくというふう

に承りました。よろしかったでしょうか。 

●山本副市長  ご提言に関しましては、そのよ

うな意見を様々な形で寄せていただいているとい

うことを認識しているということであります。 

 今後の検討に向けた一つのご意見として承った

ということであります。 

●脇元繁之委員  貴重な意見として承ったとい

うことでした。 

 ぜひ、よろしくお願いします。 

 バス料金、運賃、対キロ区間の地域の皆さんに

とっては本当に切実な思いなんです。ぜひそこを

受け止めていただいて、ご検討いただいて、実現

に向けて取り組んでいただきたいとお願いをする

ところであります。 

 年々増加し続ける社会保障費が市の財政を圧迫

している事実は否定できず、制度の持続可能性を

模索する理事者の皆さんのご苦労は察するところ

であります。しかし、敬老パスの見直し案から始

まった議論で、これまでの答弁を伺う限りでは、

制度の本質的な見直しというよりも、敬老パスの

廃止を前提とした健康アプリへの置き換えである

と受け止められても仕方ありません。敬老パスも

健康アプリも、その目的は高齢者の外出機会を創

出し、社会とのつながりや生きがいを醸成するこ

と。そして、外出頻度の向上によって健康増進や

介護予防を図ることであります。敬老パスと健康

アプリのそれぞれの長所を融合させた、よいとこ

どりの仕組みを構築し、札幌市民の健康増進と福

祉のさらなる充実を図るべきだと考えております。

市民の健康寿命を延ばし、結果として医療費や介

護費を抑制していくことこそが、札幌市のような

大都市が目指すべき真に持続可能な財政健全化へ

の道筋であると考えます。 

 この大きな目標を実現するために、改めて、保

健福祉局のみならず、全庁を挙げた横断的な取組

を強く山本副市長にも要望して、私の質問を終わ

らせていただきます。 

●波田大専委員  私からは、認知症の行方不明

者への対策について質問させていただきます。 

 警察庁によりますと、認知症やその疑いがあり

令和６年に全国の警察に届出があった行方不明者

数は１万8,121人で、高齢化を背景に、その数は

この10年余りで約２倍になっているとのことです。

この中には、残念ながら発見時に死亡が確認され

た方も491人いらっしゃるとのことであります。 

 札幌市では、令和６年度に認知症の方の行方不

明の届出があったのは256人で、そのうち３名が

発見時に死亡が確認されており、さらに、いまだ

行方の分からない方も数名いらっしゃると伺って

おります。 

 私も認知症の母親を持つ家族の１人でもありま

すが、実は昨年、母親が札幌市内の自宅付近で行

方不明になってしまう出来事がありました。警察

の方にもご協力いただきながら、私自身も車と自
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転車で、近所のスーパーや病院、公園、河川敷な

ど、あらゆる場所を必死に探し回りました。 

 しかし、大都市札幌において少ない人手で見つ

け出すことは、まさに雲をつかむような話であり、

雨が降って夕暮れで暗くなってくると、もしかし

たらもう会えないかもしれないという絶望的な気

持ちにもなり、頼むから誰か、どこかで気がつい

て声をかけてほしいと祈るような気持ちにもなっ

たわけであります。幸いにも、自宅から５キロ近

く離れた家電量販店の店内の椅子に２時間以上座

っている様子を不審に思った店員さんが気づいて

くださり、無事その日のうちに発見に至りました。

現地まで身柄を引き取りに伺ったときには、あふ

れんばかりの感謝の思いと安堵の気持ちで思わず

涙がこぼれたことを思い出します。 

 だからこそ、残念ながら亡くなった状態で発見

されてしまった方や、いまだ行方が分からない家

族の帰りを今もなお待ち続けていらっしゃる方々

のいたたまれない気持ちが非常によく分かるわけ

であります。 

 札幌市においても、今後、認知症の方のさらな

る増加が見込まれる中、行方不明となることを未

然に防ぎつつ、早期に発見するための対策がます

ます重要になってくると考えます。 

 そこで質問ですが、認知症の行方不明者への対

策について、札幌市はこれまでどのように取り組

んできたのか、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  札幌市にお

けるこれまでの対策についてお答えいたします。 

 札幌市では、平成11年から、札幌市徘徊認知症

高齢者ＳＯＳネットワークを構築しております。

このＳＯＳネットワークは、行方不明となった認

知症高齢者等の情報を北海道警察が得た場合、消

防署、タクシー、地下鉄などの交通機関、郵便局、

ラジオ局など、市内99か所の協力機関へ捜索協力

を依頼するものでございます。年間250件ほどの

稼働がございました。 

 また、札幌市では、道に迷う可能性があるなど

の希望者に対し、靴の中敷に名前と連絡先を記載

して貼る身元確認シールの配布を実施しており、

身元不明の高齢者が保護された際に早期に身元の

確認ができるよう取り組んでいるところで、令和

６年、昨年度でございますが、配布実績は71件と

なっておりました。 

 加えまして、繰り返し行方不明となる方もいら

っしゃいますことから、例えばご家族がご不在の

際にはショートステイを利用するなど、区保健福

祉課職員などが認知症の方の状態に合わせて介護

サービスを調整しているところでございます。 

 さらに、認知症高齢者を地域で見守り支えるた

めに、地域と連携した行方不明高齢者の捜索、模

擬訓練を行っている事例もあり、地域が主体とな

って高齢者を見守る目を養う取組も展開されてい

るところでございます。 

●波田大専委員  札幌市徘徊認知症高齢者ＳＯ

Ｓネットワークによって、例えばタクシーの運転

手など、多くの方々にご協力いただけることは大

変ありがたいものと思います。 

 しかし一方で、その実効性という観点では、や

や限界も感じるわけであります。札幌市徘徊認知

症高齢者ＳＯＳネットワークの、誰が見つけたの

かという発見者の内訳を見てみますと、令和６年

度ではＳＯＳネットワーク関係者が３％にとどま

っており、警察官が20％、家族が４％であるのに

対し、最も多いのは一般人、施設職員などで50％

となっております。このことからも、早期発見に

つなげるためには、やはり道行く市民の方々や地

域の目がいかに重要な役割を担っているかがよく

分かります。 

 札幌市徘徊認知症高齢者ＳＯＳネットワークは

27年前の平成11年から構築されているとのことで

ありますが、お聞きしましたところ、この27年間、

大きな仕組みの見直しなどは特に行われていない

とのことであります。 

 そもそも「徘徊」という言葉自体が10年ほど前

から厚生労働省や多くの自治体で使われなくなっ
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ておりますが、札幌市のＳＯＳネットワークの名

称には、いまだ「徘徊」という言葉が用いられて

おり、このことからも、札幌市における認知症の

行方不明者への対策について必要な見直しやアッ

プデートが十分になされているのか、疑問を感じ

るところでございます。 

 この27年の間に、スマートフォンの普及やＧＰ

Ｓの精度向上など、デジタル技術が大きく進歩し

ており、他の自治体では、それらを活用した新た

な取組も多く見られます。例えば兵庫県加古川市

では、高齢者などの安全確保と、家族の身体的・

精神的負担の軽減を図るため、見守りタグを認知

症の方に無料で配布し、市内全域2,000か所以上

の検知ポイントでタグの位置情報を取得する見守

りサービスを提供しております。認知症の方が見

守りタグを持ち歩くことにより、家族はスマート

フォンでタグの位置情報をいつでも確認できるほ

か、見守りボランティアの市民の方が地域見守り

アプリをダウンロードして持ち歩くことで、道行

く市民の方々のスマートフォン１台１台が見守り

タグの検知ポイントとなって早期の発見につなが

り、アプリを起動しながら外出すると社会貢献活

動としてポイント加盟店で利用可能なポイントが

付与されるなど、市民参加型の取組となっており

ます。令和６年度は、行方不明になった加古川市

民62人のうち、半数以上の32人が見守りタグによ

って発見に至ったとのことであります。 

 そこで質問ですが、認知症の行方不明者への対

策について、札幌市では今後どのような取組を行

っていくのか、お伺いいたします。 

●阿部地域包括ケア推進担当部長  札幌市にお

ける今後の対策についてお答えいたします。 

 積雪寒冷地の札幌市においては、認知症の方が

行方不明になることは命に関わる重大な問題であ

り、対策の強化は喫緊の課題であるというふうに

認識しております。 

 認知症の方が行方不明になるリスクは、症状の

重症度にかかわらず早期から生じるため、必要な

備えを行っていくことが重要です。そのためには、

スマートフォンから場所を探し出せるスマートタ

グやＧＰＳなど、委員からもご説明ありましたと

おり、デジタル機能を有効に活用した見守りや日

頃の備え、緊急時の対応などについてホームペー

ジ上に掲載するなど、普及啓発を強化してまいり

たいと考えております。 

 また、コンビニ、スーパー、理美容室など、民

間企業を含めた多くの市民が、困っている高齢者

を見かけたら声をかけてみるといった日常的な見

守りができる地域づくりを進めてまいりたいと考

えております。 

●波田大専委員  様々な役立つ情報についてホ

ームページ上に掲載をするなど、普及啓発を強化

することは極めて重要だと思います。 

 しかし一方で、他の多くの政令市では、デジタ

ル技術を活用した見守りや日頃の備えについて、

単にホームページなどで普及啓発を行うことにと

どまらず、例えば大阪市や福岡市など、政令市10

市では、位置情報が把握できるＧＰＳ端末を市が

貸与しているなど、積極的な取組が多く見られま

すので、札幌市でもぜひ、実効性の高い、もう一

歩踏み込んだ真剣な対策強化を強く要望させてい

ただきます。 

 最後に、ご提案ではありますが、札幌市では、

健康アプリ「アルカサル」の本格運用が来月から

始まります。先ほど例に挙げました加古川市の取

組のように、市で独自に新たな見守りアプリを開

発して、それを多くの市民にダウンロードしても

らい、検知ポイントとして市内を歩き回る見守り

ボランティアを増やしていくには、膨大な費用と

労力を要します。 

 しかし一方で、札幌市では、健康アプリという

新たなアプリをスマートフォンにダウンロードし

て、数万人、数十万人の市民の方々が市内を歩き

回るという体制までは既に整っているわけであり

ます。この健康アプリと見守りタグのようなもの

をうまく連動させることで、数万人、数十万人の
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市民の一人一人がタグの検知ポイントとなって市

内各地を歩き回るとすれば、最小限の費用と労力

で大変効果的な見守りネットワークを構築できる

のではないかと考えるところです。ご自身の健康

づくりのために市内を歩いてポイントをためる、

それだけでももちろん大いに結構なことでござい

ますが、ひいては、その歩くことが行方不明とな

って困っている認知症の人やその家族の役に立つ

かもしれないとすれば、健康アプリを利用する方

々の動機づけとしても、より一層高まるのではな

いかと思います。 

 認知症になっても安心して暮らせる地域社会の

実現に向けて早急に対策を強化していただきます

ことを強く要望して、質問を終わります。 

●佐藤 綾委員長  以上で、第３項 老人福祉

費及び介護保険会計等の質疑を終了いたします。 

 ここでおよそ１時間、委員会を休憩いたします。 

―――――――――――――― 

      休 憩 午後０時12分 

      再 開 午後１時15分 

―――――――――――――― 

●小須田大拓副委員長  委員会を再開いたしま

す。 

 次に、議案第５号 令和８年度札幌市国民健康

保険会計予算、第10款 諸支出金 第２項 他会

計繰出金のうち関係分及び議案第20号 札幌市国

民健康保険条例の一部を改正する条例案について、

一括して質疑を行います。 

●田中啓介委員  私からは、議案第20号 国民

健康保険条例の一部を改正する条例案と出産手当

金について質問をさせていただきます。 

 まず、国民健康保険条例の一部改正案について

です。 

 このたびの改正は３点ありまして、一つ目は、

国の政令改正を受け、中間所得層の負担軽減を図

るためとした賦課限度額の引上げ、二つ目が、所

得が一定基準以下の場合に保険料を減額する措置

について、賃金上昇に伴い所得水準が上がり、軽

減措置の対象から外れないように所得基準を拡大

すること。これらは毎年度実施されてきておりま

すが、このたびは三つ目として、子ども・子育て

支援金分保険料を新設するというものがございま

す。これは、国の子ども・子育て支援金制度が

2026年度から創設されることに伴うもので、この

制度は、既に実施されている児童手当の拡充や育

児休業給付金の手取り10割相当への拡充などの子

育て支援や、こども誰でも通園制度の実施などを

進める一方で、それに必要とされる3.6兆円の財

源を、国は社会保障にかける一般財源の負担を減

らして医療保険制度に上乗せ徴収する支援金で賄

うこととしております。つまり、本来、国が財源

を確保して実施すべき児童手当の拡充、妊娠中、

育休中の支援など、子ども・子育て支援金制度に

必要な財源を、社会保障削減と国民負担によって

確保するというものです。 

 国民健康保険加入者は、年金生活者、自営業、

フリーランス、非正規雇用の労働者など低所得者

が多く、一方で、他の健康保険にはない、収入の

全くない人に対しても課せられる均等割があるこ

となどから、保険料負担がとても重い公的医療保

険です。賦課限度額の引上げで中間所得層の負担

軽減を図ることをしてまいりましたが、子ども・

子育て支援金分保険料が新設されることで、被保

険者全体で負担する保険料が増えてしまうことに

なってしまうと思います。 

 そこでまず、2026年度の札幌市において子ど

も・子育て支援金分の１世帯当たり平均保険料は

どのようになるのか。 

 また、医療分、支援金分に子ども・子育て支援

金分を含めた１世帯当たり平均保険料はどのよう

になるのか、併せて伺います。 

●小野寺保険医療部長 令和８年度における１世

帯当たり平均保険料のご質問をいただきました。 

 まず、子ども・子育て支援金分の１世帯当たり

平均保険料ですが、3,923円となっております。

また、医療分、支援金分、子ども・子育て支援金
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分の合計では15万3,728円となっておりまして、

前年と比べ1,521円の増加となっているところで

す。 

●田中啓介委員  これまで毎年、毎年度行って

きた中間所得層の世帯の負担軽減分、今回の子育

て支援金分の保険料が新たに加わることによって、

これまで負担感が重いからと負担軽減されてきた

世帯層にも保険料の負担が増えるということにな

ります。 

 そもそも国民健康保険は、協会けんぽなど他の

健康保険と違って、世帯の人数に応じた保険料で

ある均等割が賦課される仕組みとなっており、こ

の均等割は子どもにも賦課されております。 

 国は、未就学児の均等割分については５割軽減

する措置を講じておりますが、子ども・子育て支

援というのであれば、まだまだ不十分であり、高

校生世代以下の子どもの均等割は全額軽減すべき

だと思います。 

 そこで、札幌市において高校生世代以下の子ど

もの均等割を全額軽減した場合はどれくらいの経

費が必要なのか、伺います。 

●小野寺保険医療部長  子どもの均等割保険料

の軽減拡充に係る経費についてのご質問です。 

 現在の未就学児までの軽減に加えまして、高校

生世代までの均等割保険料を全額軽減した場合に

必要となります所要額は約2.8億円と見込まれま

す。なお、国におきましては、５割軽減の対象者

につきまして、現在の未就学児から、令和９年度

より高校生世代まで拡充することを検討しており

まして、令和８年中の法案提出を予定していると

ころとなっております。 

●田中啓介委員  全額軽減した場合の経費が約

2.8億円、国としては、2027年度に高校生世代ま

で、それでも全額ではなく５割軽減ということを

今進めようとしていますが、やはり、そもそもの

子ども・子育て支援金分の保険料、こちらの負担

が増えることによって、子育て世代の保険料負担

が増えることというのは、そもそもの子育て支援

に逆行することになるのではないかと思います。 

 札幌市は、国民健康保険加入世帯に対し、ここ

３年間ですが、物価高騰などへの対策として国民

健康保険支払準備基金を10億円取り崩して保険料

の引上げの幅を抑えるなどの負担軽減策を図って

おります。 

 そこで伺います。 

 国民健康保険支払準備基金などを活用し、子ど

もの均等割保険料を全額軽減することはできない

のか、伺います。 

●小野寺保険医療部長  子どもの均等割保険料

の軽減拡充に関する対応についてのご質問でござ

います。 

 現在、北海道では、国の方針に基づきまして、

同じ所得、同じ世帯構成であれば、どこの市町村

に住んでいても保険料が同額となる保険料率の全

道統一化を進めておりまして、そのような中、札

幌市として継続的な独自の軽減拡充を行うことは

難しいものと考えております。 

 なお、子どもの均等割保険料の軽減拡充そのも

のにつきましては、今後も他都市と連携しながら、

引き続き国に要望していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

●田中啓介委員  今、国民健康保険料の部分に

関しては、全国的にも統一が進められている中で、

独自にはなかなか難しいと。ただ、最初にも話し

ましたとおり、国民健康保険料の負担が重く、加

入世帯も低所得世帯が多くを占めている。物価高

騰で今、生活が厳しく、限度額の世帯の保険料の

引上げをするという中間層の負担軽減措置はもう

既にずっと限界だと私どもは言い続けてきており

ます。 

 それにもかかわらず、国は、子ども・子育て支

援金分の保険料を26年度から28年度にかけて、さ

らに段階的に引き上げようとしております。また、

個人事業者、いわゆるフリーランスの人は国民健

康保険料を徴収されますが、支援金を財源とする

出生後休業支援給付金と育児時短就業給付金、こ
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ちらは雇用保険に未加入のフリーランスの方は対

象外になって給付も受けられず、国が言う公平の

論はそもそも成り立ちません。子育て予算の拡充

というのであれば公費そのものを増やすべきで、

今、部長の答弁がありましたが、国に対してしっ

かりと子育て支援の充実は市民の負担増で進める

のではなくて社会保障の予算の拡充で進めていく

べきだと求めるよう、重ねてお願いをいたします。 

 次に、出産手当金について質問をいたします。 

 出産に要する経済的負担を軽減する目的とした

制度として、出産育児一時金というものがありま

す。これは公的医療保険の加入者、また被扶養者

が出産した際に、子ども１人につき 50 万円給付

されます。国民健康保険のほか、協会けんぽなど、

いずれの健康保険においても適用される制度です。

つまり、出産した全ての女性が同じ支援を受けら

れます。 

 札幌市の国民健康保険では、札幌市のこくほ 

令和６年度決算版 第61号によりますと、この出

産育児一時金は、2024年度には719人の方が支給

されております。 

 この出産育児一時金の給付制度のほかに、出産

手当金という制度があります。この制度は、出産

日の42日前から産後56日までの範囲で仕事を休ん

だ期間の生活を保障することを目的とした制度で

す。この出産手当金は健康保険法に規定されてお

り、協会けんぽなどの被用者保険では、被保険者

本人が出産した場合に給付を受けられます。 

 一方で、国民健康保険では、国民健康保険法第

58条第２項に、条例または規約の定めるところに

より、傷病手当金の支給その他の保険給付を行う

ことができると規定されており、厚生労働省の資

料、国民健康保険制度の概要の４の（１）保険給

付の種類の中に、法に記載されている傷病手当金

のほか、出産手当金の給付も行うことができると

明記されております。 

 傷病手当金に関しては、コロナ禍のときに支給

した実績がございます。しかし、市町村の判断に

委ねられた同じ任意給付である出産手当金は、私

が調べた範囲ではありますが、全国的にこの制度

を導入している自治体はございません。 

 国民健康保険加入者は、理美容室、ネイルサロ

ン、またアマゾンなどの配送業など、個人事業主、

いわゆるフリーランスや非正規雇用で働く女性で

す。この方々にとって、出産前後に仕事を休むこ

とは収入がゼロになり、その中には預貯金がほと

んどない方もおり、生活していけなくなり、その

ため、子どもを産むことをちゅうちょしたり諦め

たという声を聞いております。国民健康保険加入

者からの、出産前後に仕事を休んでも生活してい

ける所得補償を求める声は切実だと思います。 

 そこで伺います。 

 国民健康保険では、なぜ出産手当金の導入が進

まないのか、札幌市の見解を伺います。 

●小野寺保険医療部長  出産手当金の導入が進

まないことについてのお尋ねでございます。 

 国におきましては、国民健康保険は様々な就業、

生活形態の方が加入しており、出産に際しての収

入減少の形態が多様でありまして、所得補償とし

て妥当な支給額の算出が難しいことや、加入者間

の公平性、財源の確保などの課題があるという見

解を示しているところです。 

 このような課題があることから、全国的に導入

が進んでいないものと認識しているところです。 

●田中啓介委員  様々な職業、生活形態、また

その収入源も多様で算出が難しいということでは

ありましたが、働く女性が出産を考えるときに、

仕事を休んでいる期間、収入がなくなってしまう

ことで、生活をどうするのかなど、やはり経済的

な生活支援がないことの不安は決して少なくあり

ません。 

 先ほどの答弁で、国民健康保険加入者は、多様

であり算出がなかなか難しいということを国は理

由としていると言っておりましたが、同じように

出産手当の給付額、こちらは今、実際に加入して

いる国保の保険料を決めていくときも同じように、
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収入や職業が多様ですが、こちらの保険料は決め

ていくことができている。保険料は決められるけ

れども、給付をするほうの出産手当金は算出が難

しいということは、どうしても私は理解ができな

い部分がございます。 

 協会けんぽはしっかりと、休んだとき給料の３

分の２が生活を保障するために支給されています。 

 そこで伺います。 

 出産前後の生活支援として、出産手当金が加入

している健康保険によって支給される方と支給さ

れない方がいるという支援に差があってはならな

いと思うのですがいかがお考えか、伺います。 

●小野寺保険医療部長  健康保険によって制度

に違いがあることについてのお尋ねでございます。 

 国におきましては、被雇用者が加入する被用者

保険と自営業者などが加入する国民健康保険とで

は、加入者の就業形態ですとか収入の状況が異な

ること、保険料の賦課方式の仕組みが異なってい

ることなどから、一概に制度を比較することはで

きないとの見解を示しているところです。出産手

当金についても同様に、比較できるものではない

と受け止めているところでございます。 

●田中啓介委員  国の見解を追随するような考

えだということですが、札幌市内の中で、健康保

険に加入している種類によって、生活の支援が受

けられる人と受けられない人、そういう差は、本

来あってはならないと思うのです。 

 国、また札幌市も、少子化対策をずっと声高に

言っています。国民健康保険に加入している方の

出産に伴う経済的不安を解消することが出産手当

金を導入する少子化対策として重要だと私は思い

ます。 

 改めて言いますが、国民健康保険に加入してい

る女性だけ出産前後の経済的な生活支援を受けら

れないという現状は公平性に欠け、早急に改善す

べきだと思います。 

 札幌市は、先ほどの国民健康保険の部分で、均

等割含めて、市長会などを通して、国に対し、子

どもに係る均等割保険料の軽減、子ども医療費や

ひとり親家庭医療費等の統一的な制度創設を要望

をしております。 

 そこで伺います。 

 国民健康保険でも出産手当金を導入すべく、財

政支援を含め統一した基準での制度創設を国に対

し要望すべきだと思うのですがいかがか、伺いま

す。 

●小野寺保険医療部長  国への要望についての

ご質問でございます。 

 先ほどご答弁いたしましたとおり、国において

は、出産手当金を全国的な制度とすることには様

々な課題があるとの見解を示しているところです。

また、北海道においても、保険料率の全道統一化

に伴いまして、道内市町村におけるサービス水準

を共通化する方向で検討を進めている一方、出産

手当金については国と同様の課題があるとの認識

を示しているところです。 

 このような情勢を踏まえますと、現状では国に

要望するまでの判断には至っておらず、当面は国

や北海道の動向を注視してまいりたいと考えてお

ります。 

●田中啓介委員  日本の少子化は想定を上回る

ペースで進んでおります。2025年の出生数は約70

万6,000人、10年連続で過去最少を更新していま

す。経済的な不安で出産を諦めることがないよう

に、国民健康保険加入者にも、出産手当金がしっ

かりと支給されるべきです。 

 昨年の９月に行われました北海道議会において、

出産手当金制度の導入について、北海道は市町村

の意見を把握していくと答弁しております。国、

また北海道に対して、国民健康保険においても、

他の被用者保険同様に出産手当金制度を導入する

よう働きかけていただくことを求めて質問を終わ

ります。 

●小須田大拓副委員長  以上で、国民健康保険

会計等の質疑を終了いたします。 

 次に、議案第６号 令和８年度札幌市後期高齢
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者医療会計予算及び第10款 諸支出金 第２項 

他会計繰出金のうち関係分について、一括して質

疑を行いますが、通告がありませんので、質疑を

終了いたします。 

 最後に、第３款 保健福祉費 第５項 健康衛

生費について、質疑を行います。 

●好井七海委員  私からは、高齢者帯状疱疹ワ

クチン、ＲＳ母子免疫ワクチン、ＨＰＶワクチン

についてと、高齢者の摂食嚥下障害に対する取組

について、大きく２項目、伺います。 

 初めに、高齢者帯状疱疹ワクチンの接種状況に

ついて伺います。 

 帯状疱疹ワクチンは令和７年４月から定期接種

化され、札幌市においても一部公費負担により接

種できることとなったところであります。しかし

ながら、使用するワクチンには生ワクチンと組換

えワクチンの２種類があり、接種回数や自己負担

額が異なっているほか、原則65歳となっている対

象者について、令和11年度までの経過措置の間は

70歳から５歳刻みの方も対象となるなど、複雑な

制度となっております。そのため、対象者への丁

寧な周知は重要と考えており、令和７年第１回定

例会でも質問したところであります。 

 そこで質問ですが、令和７年度の接種状況はど

うなっているのか、お伺いいたします。 

●前木感染症担当部長  高齢者帯状疱疹ワクチ

ンの接種状況についてのご質問でございます。 

 帯状疱疹ワクチンについては、２種類のワクチ

ンがあるなど、接種制度が複雑であることから、

令和７年７月に対象となる市民約12万5,000人に

個別通知を送付したところでございます。 

 接種件数は、令和７年12月までの実績で、生ワ

クチン6,478件、組換えワクチンが３万1,960件、

合計３万8,438件となっております。 

 令和８年度については、より早い時期にお知ら

せできるよう、個別通知を６月までに発送する予

定であり、引き続き丁寧な情報提供に努めてまい

ります。 

●好井七海委員  帯状疱疹ワクチンは、定期接

種化により接種機会が拡大した点は評価いたしま

すけれども、ワクチンが２種類あり制度が複雑で

あることから、市民が正しく理解し、適切に選択

できるよう、分かりやすい周知をお願いいたしま

す。特に、高齢者への情報提供については、個別

通知に加えまして、町内会や地域包括支援センタ

ー、医療機関などと連携して丁寧に対応をお願い

いたします。 

 また、接種率向上の観点から、国の動向を踏ま

え、自己負担のさらなる軽減を検討していただき、

併せて、令和８年度の通知時期前倒しに当たって

は、対象者が接種機会を逃すことのないよう、早

期かつ確実な周知徹底を求めておきます。 

 次に、ＲＳウイルス母子免疫ワクチンの定期接

種についてお伺いいたします。 

 令和８年度から、生まれてくるお子さんのＲＳ

ウイルス感染症を予防するため、妊婦を対象とし

た母子免疫ワクチンの定期接種が開始されます。 

 対象者は、妊娠28週から37週に至る妊婦となっ

ており、他の定期予防接種に比べますと接種可能

な時期が非常に短くなっているため、希望する方

が接種機会を逃さないよう、対象者への周知が重

要であると考えます。 

 しかしながら、このワクチンは母体内で作られ

た抗体が胎盤を通じて胎児に移行するものである

ことから、接種から14日以内に出産した場合の有

効性は確立しておりません。また、体調不良など

で、接種を希望していても接種できない妊婦も一

定数いることが想定されます。 

 そこで質問ですが、ＲＳウイルス母子免疫ワク

チンが接種できなかった方への対応についてお伺

いいたします。 

●前木感染症担当部長  ＲＳウイルス母子免疫

ワクチンを接種できなかった妊婦への対応につい

てのご質問にございます。 

 ＲＳウイルス感染症の重症化予防には、ワクチ

ン以外に、乳児に抗ＲＳウイルス抗体製剤を直接
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投与する方法がございますが、現状、重症化リス

クの高い基礎疾患のあるお子様や早産児のみが保

険適用となっております。厚生科学審議会におい

て、新生児と乳児を対象とした抗体製剤の定期接

種化に向けた議論が進められており、札幌市とし

ては、抗体製剤の定期接種化に向けた国の審議状

況を注視してまいります。 

●好井七海委員  接種期間が限られております

ので、母子健康手帳交付時や妊婦健診時を活用し、

早期接種につながる確実な周知の徹底を要望いた

します。また、あわせて、接種できなかった妊婦

や、早期出産となった場合にも、不安軽減に向け

た丁寧な相談体制をお願いします。 

 また、抗体製剤の定期接種化については、国に

対し積極的に働きかけ、全ての乳児を守る体制整

備を求めておきます。 

 次に、ＨＰＶ９価ワクチンの 15 歳未満の対象

者への周知についてお伺いいたします。 

 子宮頸がんの原因となるヒトパピローマウイル

スへの感染を予防するＨＰＶワクチンについては、

予防できるウイルスの型が異なる２価、４価、９

価と３種類のワクチンが定期接種で使用されてお

ります。このうち９価ワクチンについては、他の

ワクチンと比較し、より高い有効性が期待できる

として、令和５年度から定期接種で使用されるワ

クチンに追加され、札幌市では、令和７年度は接

種者の９割以上が９価ワクチンを接種していると

のことであります。 

 国において、接種状況なども踏まえ、令和８年

度から、定期接種で使用するワクチンから２価、

４価ワクチンが除外され、９価ワクチンのみとす

ることが決定いたしました。この９価ワクチンに

ついては、１回目の接種を15歳以上で受けた場合

は３回の接種が必要でありますが、１回目の接種

を15歳未満で受けた場合は２回で接種完了とする

ことができるとされております。 

 ＨＰＶワクチンは定期予防接種であり、接種費

用は無料でありますが、注射をすること自体に不

安を感じる方もおり、接種回数が１回でも減るこ

とは、精神的にも身体的にも負担軽減になると思

われます。そのため、２回で接種を完了できると

いうことは、少しでも接種を前向きに検討いただ

けることにつながるのではないかと考えます。 

 さらに、接種費用を助成する札幌市の財政負担

が軽減されることも期待されます。 

 そこで質問ですが、ＨＰＶワクチン定期接種で

使用するワクチンが９価ワクチンのみとなること

を受け、特に15歳未満の対象者への周知について

どのように取り組むのか、お伺いいたします。 

●前木感染症担当部長  ＨＰＶ９価ワクチンの

15歳未満の対象者への周知についてのご質問でご

ざいます。 

 現在、国が示す標準的な接種年齢である中学１

年生相当の女子及び定期接種期間の最終年度とな

る高校１年生相当の女子に対して個別通知を送付

しております。 

 委員ご指摘のとおり、９価ワクチンは、１回目

を15歳未満で接種を受けた場合、２回で接種を完

了できますが、現状では、約半数の方は１回目の

接種を15歳以上で受けているため、この点につい

ての周知は重要であると認識しております。 

 現状、中学１年生相当の女子への個別通知に、

早期に１回目の接種を受けることで接種を２回で

完了できることを記載しておりますが、今後、よ

り分かりやすく、具体的な情報提供に努めてまい

ります。 

●好井七海委員  ９価ワクチンのみとなること

を踏まえまして、15歳未満で１回目を接種した場

合は２回で完了できるメリットについて、分かり

やすく周知の徹底をお願いいたします。 

 特に、中学１年生の個別通知では、接種回数や

スケジュールを明確に示すなど、保護者と本人が

理解しやすい工夫を講じていただきたい。あわせ

て、学校や医療機関と連携した相談体制の充実を

図るとともに、将来の子宮頸がん予防の観点から、

接種機会を逃さないための継続的な啓発に取り組
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まれることを要望いたしまして、次の質問に移り

ます。 

 次に、高齢者の摂食嚥下障害に対する取組につ

いてお伺いいたします。 

 超高齢社会となった今日、単に寿命を延ばすだ

けではなく、いかに自分らしく豊かに生きるかと

いう生活の質、ＱＯＬの向上が問われております。

多くの高齢者にとって、食事は健康や体力を維持

していく上で不可欠なものであるばかりではなく、

大きな楽しみの一つでもあります。しかし、加齢

や疾患に伴う摂食嚥下障害、食べることや飲み込

むことが困難になる障がいによって、その喜びを

奪われ、低栄養や誤嚥性肺炎のリスクにさらされ

ている高齢者は本当に多く、介護現場にとっても

極めて重要な問題であります。ご高齢のご両親を

介護されているご家族から、切実な声を伺います。

せめて一口でも大好きだったものを食べさせてあ

げたい。最期まで口から食べることができるよう

最善の医療を提供したい。ご家族の自然で素朴な

願いかもしれませんが、同時に切実な願いなので

あります。 

 しかし、いざ専門的な相談をしようとしても、

どの医師が、あるいはどの歯科医師が摂食嚥下障

害に精通し、嚥下内視鏡による検査や造影剤によ

るレントゲン検査といった専門的な評価と診断を

行ってもらえるのか、その情報が圧倒的に不足し

ているのが現状であります。 

 これは、家族だけならまだしも、高齢者の医療

福祉について専門的な情報を持っているはずの介

護関係者からも同様の訴えを聞いております。適

切な医療にたどり着けないまま、万が一、肺炎と

なってしまうリスクを避けるため、正確に診断が

できれば十分に飲み込む機能が残っているかもし

れない場合でも、点滴による経管栄養や食べ物の

形が残っていないミキサー食を選択せざるを得な

いといったことが、残念ながら起きているのであ

ります。 

 摂食嚥下障害への対応は、医師、歯科医師だけ

ではなく、看護師、言語聴覚士、管理栄養士、そ

して歯科衛生士やケアマネジャーといった多職種

の緊密な連携が不可欠であります。特に、口腔内

の環境を整える歯科医療の役割は、誤嚥性肺炎の

予防と、口から食べる機能の維持に直結いたしま

す。 

 本市において、こうした専門職がつながり、情

報を共有し、１人の患者を地域全体で支える摂食

嚥下障がいの支援を行う医療・介護のネットワー

クの構築は、極めて重要な課題なのであります。 

 そこで質問ですが、第２次札幌市生涯歯科口腔

保健推進計画には、摂食嚥下障がいのニーズが高

まっていることから、歯科医師や歯科衛生士に対

する人材育成などを含めた歯科保健医療の提供体

制について検討を行いますとあります。 

 今後、どのように検討を進めていくおつもりな

のか、お伺いいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  高齢者の摂食嚥下障

がいに関する検討についてのご質問にお答えをい

たします。 

 本市の歯科口腔保健対策を協議、検討する附属

機関として設置されております札幌市歯科口腔保

健推進会議におきまして、高齢者の摂食嚥下障が

いの諸課題と対応策の方向性について協議を行う

ことを目的といたしまして、摂食嚥下障害対策部

会を新たに設置したところでございます。 

 当部会は３月12日に第１回の開催を予定してお

り、医師、歯科医師をはじめ管理栄養士、歯科衛

生士、ケアマネジャー等の多職種により構成され、

それぞれの専門分野の知見を持ち寄り、札幌市に

おいて今後取り組むべき摂食嚥下障害対策につい

て協議を行ってまいる予定でございます。 

●好井七海委員  医師、歯科医師、管理栄養士、

ケアマネジャーなどの専門団体が参画した専門部

会において、具体的な検討を進めるとのご答弁で

ありました。 

 その成果に大きく期待したいと考えますが、札

幌市として現状、どのような課題を認識し、部会
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ではどのような協議を進めていくおつもりなのか、

お伺いいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  摂食嚥下障害に係る

課題と部会の協議内容についてお答えいたします。 

 第２次札幌市生涯歯科口腔保健推進計画策定の

際に議論があった課題といたしましては、摂食嚥

下障害は、医師、歯科医師、看護師、管理栄養士、

リハビリ専門職、ケアマネジャー等の非常に多く

の専門職が関わる必要があり、これら専門職のシ

ームレスな連携体制が必要であること。また、摂

食嚥下障害の状態を早期にかつ正確に診断できる

医師、歯科医師の充実が必要であること。さらに、

摂食嚥下障害に対応できる医療機関について、介

護現場への情報提供が不十分であることといった

課題が挙げられていたところでございます。 

 部会におきましては、これらの課題につきまし

て、医療専門職の人材育成や、障がいのある高齢

者を適切な医療につなげるための連携体制の構築

に向けた具体的な対応策の内容について協議を行

ってまいる予定でございます。 

●好井七海委員  専門部会での検討成果を一部

の専門職だけの共有にとどめてはなりませんので、

家族の思いではありますけれども、一口でも食べ

させてあげたいという願いに応えるためには、対

応可能な医療機関のリスト化や、関わる医療・介

護の専門職の対応力の向上など、市民に直接届く

よう、具体的な成果が伴わなければなりません。 

 そこで伺いますが、今後、札幌市としてどのよ

うに取り組み、どのような形で市民にその成果を

還元していくおつもりなのか、お伺いいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  摂食嚥下障害の今後

の札幌市の取組についてお答えいたします。 

 今後の取組につきましては、部会における学識

経験者や医療・介護関係団体からの意見や助言を

踏まえつつ、医療専門職種に対する人材育成や摂

食嚥下障害に関わる多職種連携の推進に取り組ん

でまいる考えでございます。 

 令和８年度予算におきましても、摂食嚥下障害

のネットワーク構築に向けた幅広い専門職を対象

とした研修事業、また、札幌市内の専門医療機関

に対する調査なども含めた予算も既に計上してご

ざいます。部会に参画する医師会、歯科医師会等

の専門団体と密接に連携いたしまして、また、介

護をされているご家族や介護現場の声にも丁寧に

耳を傾けながら、誤嚥性肺炎の予防や、できるだ

け長く口から食べることのできる環境整備に取り

組んでまいりたいと考えております。 

●好井七海委員  早速、来年度より高齢者の摂

食嚥下障害対策に取り組む予定とのことであり、

大変心強いご答弁をいただきましてありがとうご

ざいます。 

 しかし、この問題は、困っている市民、介護現

場の方々が本当に多く、切実な問題であることを

肝に銘じて、保健福祉局には、表面的な形だけで

はなく、本気で取り組んでいただきたいと考えて

おります。 

 当然ご存じだと思いますが、厚生労働省が令和

６年に出した地方公共団体における歯科保健医療

業務指針という通知があります。そこには保健所

設置市、つまり札幌市が実施するべき事業として

このように書かれております。高齢者の口腔機能

の維持向上や機能低下に関する普及啓発のほか、

高齢者の摂食嚥下障害や口腔機能の低下に対応で

きる人材育成、歯科専門職を含めた多職種による

連携体制の構築に努めることとあります。つまり、

摂食嚥下障害に対する取組は、医療や介護だけの

仕事ではなく、国は保健所設置市、行政が本来行

うべき重要な仕事であると明確に位置づけている

わけであります。 

 ぜひとも、食べることに課題を抱えている札幌

市の高齢者のためにも、また、介護をされている

ご家族のためにも、保健福祉局が力強いリーダー

シップを発揮いたしまして、現場の医療介護関係

の皆さんと協力しながら市民が実感できる、目に

見える成果を出していただくことを強く要望いた

しまして、全ての質問を終わります。 
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●吉岡弘子委員  私は、がん検診の精密検査受

診率の向上について質問します。 

 札幌市は1976年から現在に至るまで、がんは市

民の死因の第１位であり、75歳未満年齢調整死亡

率の札幌市における割合は減少傾向にあるものの、

全国平均より高い状況が続いています。がん検診

は、国民健康保険加入者や職場健診の機会がない

市民を対象に一部負担あるいは無料で受診でき、

特定健診の同時受診も可能ですが、札幌市では受

診率が低いこと、要精密検査の受診率も低いこと

が課題だと、がん検診に長く携わってこられた札

幌の医師の方から伺いました。 

 2017年に第１次札幌市がん対策推進プランが策

定され、国の第４期がん対策推進基本計画に基づ

き、2023年３月に第２次札幌市がん対策推進プラ

ンが策定されました。計画期間は2024年度から

2029年度です。 

 第１次札幌市がん対策推進プランでは、精密検

査受診率の目標値100％に対し、計画期間中の

2020年度では、胃がん44.4％、大腸がん45.9％、

肺がん74.2％、乳がん72.5％、子宮がん53.5％で

平均58.1％と低い状況でした。そこをどうするの

かが重要な課題であると考えます。 

 現在、第２次札幌市がん対策推進プラン策定か

ら３年が経過するところです。 

 そこで質問ですが、札幌市のがん検診の精密検

査受診率の最近の状況について伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  がん検診の精密検査

受診率の直近の状況についてのご質問でございま

す。 

 令和６年度の状況でございますが、これが最新

でございますが、がん検診の精密検査受診率につ

きましては、胃がんが53.3％、大腸がんが49.0％、

肺がんが67.0％、乳がんは69.7％、子宮頸がんに

つきましては45.3％となっている状況でございま

す。これらの精密検査受診率につきましては、委

員ご指摘のとおり全国平均と比較すると依然とし

て低い水準にございます。早期発見・早期治療を

確実なものとするためには、精密検査の受診率向

上に向けた取組は大変重要なものと認識している

ところでございます。 

●吉岡弘子委員  今、ご答弁いただいたんです

けれども、平均で何％かということも含めてお願

いしたいと思います。 

●秋野歯科保健担当部長  すみません。今、手

元に正確な数値がないのですけれども、委員ご指

摘のとおり、胃がん、大腸がん、肺がんにつきま

しては改善しているところでございますが、乳が

んと子宮頸がんにつきましては委員ご指摘の前年

度と比べると減少してございますので、総体とし

ては恐らく大きな改善はないというか、平均とし

てはそれほど変わらないのではないかというふう

に認識してございます。 

●吉岡弘子委員  私が計算したところによりま

すと、令和６年度の精密検査のそれぞれの結果を

ご答弁いただきましたけれども、平均56.86％で

あると思っています。2020年度は、先ほど申し上

げましたとおり平均58.1％でしたから、４年たっ

てマイナス1.2％とほぼ横ばいで、改善されては

いません。 

 厚生労働省では、がん検診の精密検査受診率は

90％を目標値としており、札幌市の第２次がん対

策推進プランも同様です。また、許容値について

は、国立がん研究センターがん対策情報センター

の自治体担当者のためのがん検診精度管理マニュ

アルによりますと、胃、大腸、肺、子宮頸がんが

70％以上で、乳がんについては80％以上とされて

います。 

 要するに、精密検査受診率は最低でも70％、

80％にしていきましょうというものですが、札幌

市は許容値にも及ばない状況です。 

 札幌市の第２次プランでは、要精密検査受診率

向上対策、つまり精密検査を受ける方を増やすた

めの対策として、最初にがん検診を受ける１次医

療機関と情報を共有し、精密検査未受診の正確な

把握に努め、受診率の向上を図ることとなってい
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ます。 

 そこで質問ですが、札幌市の精密検査の未受診

の把握はどうされているのか、お聞きします。ま

た、未受診の課題についてはどう認識されている

のか、受診率向上のためにどう取組を進めるのか、

お考えを伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  精密検査の未受診者

の把握、精密検査未受診の課題の認識、また、受

診率向上の取組についてお答えいたします。 

 まず、精密検査の未受診者の把握につきまして

は、がん検診を行った医療機関から札幌市に報告

される仕組みとなってございまして、これに基づ

き把握しております。がんの早期発見という本来

の目的が達成されるためには、がん検診の判定結

果に基づきまして精密検査を確実に受けていただ

く必要がありますことから、精密検査の未受診者

を減らしていく取組につきましては、引き続き重

要と認識してございます。 

 精密検査の受診率向上に向けましては、札幌市

では精密検査の結果報告がない方のリストを作成

し、がん検診を行った医療機関に送付いたしまし

て、再度、この精密検査の受診状況を医療機関に

確認していただく取組を行っております。 

 今後も引き続き、医師会や医療機関と密接に連

携しながら、精密検査の受診勧奨に取り組むとと

もに、精密検査の重要性につきましても市民に浸

透するよう啓発にしっかり取り組んでまいりたい

と考えております。 

●吉岡弘子委員  がん検診をした医療機関から

報告があるというお答えでしたけれども、がん検

診をした医療機関からは精密検査を受診した方の

報告でありますから、報告に入らない方が受診し

ていないのか、また、把握できていないのかとい

う点をつかんで、札幌市が対象者に受診を勧める

必要があると思います。 

 また、未受診者を減らす取組は重要であります

けれども、国立がん研究センターの2024年度がん

検診の精密検査の受診率を見ますと、政令市の名

古屋市の平均は71.9％で、札幌市より10％以上高

い数値です。名古屋市は、精密検査未受診者対策

やがん検診の案内などを行うがん検診サポートセ

ンターを開設したことが報告されています。 

 また、がん研究センターの自治体担当者のため

のがん検診精度管理マニュアルには、検診の３か

月後、５か月後に文書で、６か月後には電話、精

密検査の受診をしたかどうかの聞き取りをはじめ、

その中で精密検査を受けたと答えた受診者に関し

ては、精密検査を実施した医療機関に対し、結果

を改めて報告するように依頼している自治体が紹

介されています。 

 札幌市は、とくとく健診では手紙や電話、場合

によっては訪問もして精密検査の受診勧奨をして

います。がん検診においても札幌市が対象者と直

接つながり、精密検査の勧奨をする仕組みなどを

つくり、早期治療につなげ、がん死亡率を下げる

実効的な取組にしていただきたい。そのために具

体的に進めていただくことを申し上げて、私の質

問を終わります。 

●小竹ともこ委員  私からは、先ほど好井委員

からも質問がありましたＲＳウイルス母子免疫ワ

クチンの定期接種について質問いたします。 

 ＲＳウイルス母子免疫ワクチンは、日本産婦人

科医会のホームページ上の啓発動画で妊娠中のお

母さんができるおなかの赤ちゃんへの初めてのプ

レゼントと紹介されているとおり、妊婦が接種す

ることで胎児に抗体を届け、生まれた瞬間から赤

ちゃんを守ることができる画期的なワクチンであ

ります。妊娠中に作られた抗体が胎盤やへその緒

を通じて移行し、免疫機能が未熟な新生児期、特

に重症化しやすい生後６か月頃までを守る仕組み

であります。 

 ＲＳウイルスは、生後１歳までに50％以上、２

歳までにほぼ100％が一度は感染するとされる極

めて一般的な呼吸器感染症です。成人では軽症で

済むことが多い一方、乳児、特に生後６か月未満

では肺炎や細気管支炎など重症化しやすく、無呼
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吸や急性脳症などの重篤な合併症を引き起こすこ

ともあります。 

 全国では２歳未満の乳幼児のうち、年間12万人

から18万人が診断され、３万人から５万人が入院

し、その約７％が人工呼吸器を必要としたとの報

告もあります。 

 根本的な治療薬がなく対症療法が中心であるこ

とから、予防の重要性は極めて高い疾患です。母

子免疫ワクチンの効果は生後90日以内で約82％、

180日で約69％と、生後６か月間にわたり高い重

症化予防効果が示されています。 

 また、医療機関受診を要するＲＳウイルス関連

下気道感染症の予防効果も、生後90日以内で約

57％、180日以内で約51％とされ、発症そのもの

を減らす効果も確認されています。これまで有効

な治療手段が限られてきたＲＳウイルス感染症を

ここまで予防できることは、まさに画期的なこと

であると考えます。 

 私ども自民党政令指定都市議員連盟女性議員の

会、なでしこの会においても、この定期接種化に

向け、専門家の知見を丁寧に学びながら政策とし

て推進してまいりました。日本産婦人科医会会長

や日本小児科医会の先生方を講師に迎え、研修会

を開催し、自民党厚生労働委員会に所属される国

会議員とも情報共有を重ねながら、社会全体で赤

ちゃんを守る仕組みづくりを求めてまいりました。 

 昨年の第４回定例市議会直前、国において、翌

年度からの定期接種化が了承されたとの一報が入

りました。私どもなでしこの会として働きかけを

続けてきた課題でありましたが、実はこれほど早

期に制度化が実現するとは想定しておりませんで

した。しかし、まさに継続して取り組んできたテ

ーマであったことから、可及的速やかに代表質問

項目に盛り込み、我が会派の子育て世代の和田議

員から、希望される全ての方が安全かつ確実に接

種できる体制整備を求めたところであり、制度創

設に満足するだけではなく、安心・安全で実効性

ある運用を確保することが私どもの一貫した姿勢

でもあります。 

 国における専門的議論が重ねられた結果、妊娠

28週から37週までの妊婦を対象として、令和８年

４月、来月から定期接種が開始されることとなり

ました。ＲＳウイルス感染症の対策が社会全体で

取り組むべき重要課題と位置づけられたことは大

きな前進ですが、一方で、妊婦を対象とした初め

ての定期接種であることから、接種に不安を抱え

る方もいらっしゃると思われます。そのため、安

心・安全に接種を行えるよう、接種体制を整備す

ることが重要だと考えます。 

 そこで質問いたします。 

 札幌市においてどのような接種体制を考えてい

るのか、伺います。 

●前木感染症担当部長  ＲＳウイルス母子免疫

ワクチンの接種体制についてのご質問でございま

す。 

 札幌市では、令和８年４月１日から定期接種を

開始し、費用は無料とする予定でございます。妊

婦が、かかりつけの産婦人科で妊婦健診などの機

会に有効性、安全性、副反応等について説明を受

けた上で接種を受けられるようにする予定でござ

います。 

●小竹ともこ委員  まず、やはり何より妊婦さ

んにとってかかりつけ産婦人科でワクチンを接種

できるということは、とても安心できることだと

考えます。 

 ＲＳウイルス母子免疫ワクチンは、生後180日

までの乳児の医療機関受診を約50％、入院を要す

る重症例を約70％減らす効果が認められています。

安全性についても、専門家による定期的な評価が

行われており、現時点で重大な懸念は認められて

いません。ほかのワクチンと同様、副反応が一定

の割合で生じることは報告されていますが、有効

性と安全性を理解した上で多くの妊婦が接種し、

生まれてくるお子さんが一人でも多く守られるこ

とを期待しております。 

 しかしながら、今ほど申し上げましたように、
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対象者は妊娠28週から37週までとされ、接種期間

が限られているため、接種機会を逃すことが懸念

されます。令和７年第４回定例市議会においても、

和田議員から対象者が接種機会を逃さぬよう広報

が必要との指摘をしたところであり、市もその認

識を示されました。 

 そこで質問いたします。 

 札幌市において、対象となる妊婦が有効性と安

全性を知った上で接種機会を逃さずにワクチン接

種をするために、どのような周知方法を考えてい

るのか、伺います。 

●前木感染症担当部長  ＲＳウイルス母子免疫

ワクチンの対象者への周知方法についてのご質問

でございます。 

 対象者への周知のため、厚生労働省作成の資料

を参考とし、有効性や安全性などについて記載し

たリーフレット等を作成し、各区の保健センター

や産婦人科医療機関に配付する予定でございます。

妊婦が妊娠届出書を各区の保健センターに提出す

る際に、母子健康手帳の交付と併せて全ての方に

ワクチン接種について案内するほか、産婦人科医

療機関に対して、妊婦への案内を依頼いたします。

さらに、妊婦健診のため配付する妊婦一般健康診

査等受診票にもワクチンの案内を記載するなど、

様々な機会を捉えて周知を行ってまいります。 

●小竹ともこ委員  周知方法についてお示しい

ただきました。保健センターでの母子手帳を交付

するときや、かかりつけ産婦人科での妊婦健診時

にも周知していただけるとのことで、妊婦さんに

対して確実にこの大切な情報が行き届くというこ

とで安心いたしました。 

 先ほど、好井委員から定期接種の機会を逃した

場合についての対応という質問もございましたけ

れども、そういったことがないようにお願いした

いと思います。 

 少子化が進む中で、次世代を担う大切な子ども

たちを守ることは、自治体においても重要な責務

であると考えます。本ワクチンを希望する全ての

妊婦の方が機会を逃すことなく安心して接種でき

るよう、周知と環境整備を着実に進めていただく

ことを求めまして、質問を終わります。 

●水上美華委員  私からは市営霊園について、

具体的には、空き区画の活用と管理料について幾

つか質問させていただきます。 

 私ども会派では市営霊園の持続可能な運営につ

いて様々な視点から繰り返し取り上げており、昨

年の第４回定例市議会厚生委員会においては、近

年の札幌市営霊園の墓じまい件数の推移について

質問しております。答弁では2015年度に119件だ

ったものが、2024年度には323件、そして2025年

度には11月末時点でもう既に587件に増加したこ

とを確認しております。 

 墓じまいの増加の背景としましては、使用者の

高齢化や少子化による引継手の不在に加えて、札

幌市が市営霊園の維持管理のために管理料を導入

することがきっかけとなっているとの報道もあり

ます。 

 本市には市営の３霊園、約４万2,000区画のほ

か、明治期に地域の住民により自然発生的に作ら

れ、本市がその後管理を引き継いだ旧設墓地が17

か所、計5,450区画存在しており、これらは今回

の管理料制度の対象とはなっておりませんが、同

じく高齢化や少子化の影響が見られると推察いた

します。 

 そこで確認を含めて質問いたしますが、今年度

の市営霊園の墓じまい件数及び旧設墓地の墓じま

い件数の推移を伺います。また、現在の市営霊園

の空き区画数についてお伺いいたします。 

●吉井施設担当部長  墓じまいの件数と空き区

画数についてお答えいたします。 

 まず、今年度の市営霊園における墓じまい件数

についてでございますが、先月２月末時点の件数

は、昨年11月末現在の587件と比べますと53件増

の640件となっているところでございます。また、

旧設墓地の墓じまい件数についてでございますが、

2015年度は27件、2024年度は51件と増加傾向にご
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ざいまして、今年度は、先月２月末時点で41件と

なっているところでございます。 

 次に、市営霊園の空き区画数についてでござい

ますが、これも先月、２月末時点では３霊園の合

計で約3,000区画となっているところでございま

す。 

●水上美華委員  例年であれば冬期間は墓じま

い工事ができないため、届出がほとんどないと聞

いておりますけれども、市営霊園では今年度12月

から２月にかけて53件増加ということで、管理料

導入の案内をきっかけに、これまで迷っていた墓

じまいを決断した方が多かったものと推察いたし

ます。また、旧設墓地につきましても、答弁によ

ると、やはり徐々に増えてきていると。10年前か

ら比べたら、おおよそではありますけれども、や

はり倍ぐらいの件数になっているのかと思います。 

 来年度以降、管理料導入をきっかけとした墓じ

まいの急増は少し落ち着くとしても、旧設墓地の

例に見られるように、高齢化、少子化を背景とし

た墓じまい件数の増加傾向は続いていくものと思

われ、市営霊園の空き区画数もこれまで同様に、

さらに増えていくのではないかと思います。 

 これまで、市営霊園の空き区画については、定

期的な再公募による活用を図ってきたものと承知

しております。 

 そこで質問ですが、次回の再公募について、そ

の実施時期と募集区画数の予定について伺います。 

●吉井施設担当部長  市営霊園における次回の

再公募に関する実施時期と募集区画数についての

ご質問です。 

 次回の再公募でございますが、来年度、令和８

年度に実施することとしておりまして、準備を整

えた後、７月頃に募集を開始する予定でございま

す。 

 募集する区画数についてでございますが、公益

法人が経営する霊園への影響なども考慮し、３霊

園合わせて290区画程度とする予定でございます。 

●水上美華委員  空き区画数が約3,000区画あ

る中、再公募区画数が１割弱の290区画であると

いうことについて、大変少ないという印象を持ち

ます。先ほども申し上げたとおり、毎年大体500

区画から600区画ぐらいの墓じまいが進められて

いる中で、公募につきましては、これまで大体３

年から４年に一度行われているというところでご

ざいますので、毎年の平均にしたら100件ぐらい

の公募になってしまうというところで、やはりこ

れから常に毎年500区画ぐらいずつ空き区画が増

えていくのかと感じるところであります。 

 また、今年７月に行われる再公募は290区画と

いうことで、過去10年間ぐらいを見ますと、一番

公募数が多いと思っております。2023年度は公募

数270区画に対して申込数が979件、2020年度は

250区画に対して833件、2016年度は201区画に対

して975件ということで、倍率が３倍から４倍程

度あるということで、決してニーズとしては少な

くないと思いますが、ただいま答弁にありました

けれども、札幌市内には市営霊園のほか、公益法

人が経営する霊園も存在していて、また、樹木葬

や合葬墓など、お墓のニーズが多様化する中、一

度に大量の区画の再公募を行うと、これらの霊園

の需給バランスを大きく崩す懸念もあることから、

一定程度配慮しているというところは理解すると

ころであります。 

 ただ一方で、この市営霊園については、市の大

切な財産であります。あくまでも単純計算ですけ

れども、現在、市営霊園の中で一番小さい区画が

４平米、これがおおよそ20万円ぐらいです。これ

が3,000区画ですから、本当に単純計算ですけれ

ども、利用したいという人がいれば６億円ぐらい

の収入になるわけであります。 

 そこで質問ですが、市営霊園の空き区画の有効

活用について、今後どのように進めていく考えな

のか、お伺いいたします。 

●吉井施設担当部長  市営霊園における空き区

画の活用についてお答えいたします。 

 市営霊園の空き区画についてでございますが、
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市有施設有効活用の観点から、おおむね３年ごと

に再公募を行ってきたところでございます。 

 その再公募についてでございますが、今後行う

予定としております墓地需要予測調査によりまし

て市民ニーズを把握した上で、札幌市全体の墓地

の需要、供給の状況も踏まえながら再公募の在り

方について検討し、全体として適切な墓地供給を

実現してまいりたいと考えています。 

 加えまして、空き区画等を活用した憩いの空間

の創出など、多角的な活用についても検討を進め

てまいりたいと考えているところでございます。 

●水上美華委員  再公募の在り方については、

今後いろいろと検討されていくと。また、空き区

画については、憩いの空間の創出などを、今後検

討されていくということでございました。いろい

ろ多角的に検討いただければと思います。 

 少し視点をずらしまして、旧設墓地の管理料に

ついて伺いたいと思います。 

 来年度の４月から、この３霊園に関しましては

管理料が導入されまして、１区画当たり6,800円

を徴収することになりました。しかし、この旧設

墓地については管理料が導入されておりません。

2026年度予算案を見ますと、この墓地運営管理費

が２億2,000万円計上されております。うち、３

霊園分が２億300万円。それから旧設墓地分が

1,800万円となっております。もちろんこの３霊

園分の管理費に関しましては、管理料が使われる

と。残りについては霊園の基金に積み立てられる

と伺っておりますが、旧設墓地に係る管理料の

1,800万円に関しては一般財源から充当すると伺

っております。単純にこれも割り返しただけの計

算なんですけれども、おおよそ5,500区画で割っ

た場合、１区画当たり大体3,300円ぐらいになる

と思うのですけれども、ただ、これは一切、管理

料は導入しておりません。少し不公平感があると

感じるところでございます。 

 そこで質問ですが、旧設墓地に管理料を導入し

なかった理由と、今後導入を検討する考えがある

のか、お伺いいたします。 

●吉井施設担当部長  旧設墓地について管理料

を導入しなかった理由、それと今後導入を検討す

るのかというご質問でございます。 

 旧設墓地につきましては、委員からもご指摘の

あったとおりの歴史的背景がございまして、清掃

手数料や管理料といった制度を導入していないと

いう状況があるなど、札幌市が造成した市営霊園

とは管理体制等が異なることもございまして、今

回、管理料の導入は行わなかったところでござい

ます。 

 旧設墓地につきましては、安定的な維持管理を

実現していくため、今後使用者が特定されない未

許可墓の解消など、旧設墓地特有の課題の解決を

図っていく中で、市営霊園の管理料導入後の状況

も参考にしながら、旧設墓地に対する管理料導入

も含めた維持管理方法の在り方について、長期的

な視点に立って多角的に検討してまいりたいと考

えているところでございます。 

●水上美華委員  管理体制が違うというところ

と、もちろん提供しているサービスに差があるこ

とも十分承知しております。 

 しかし、お話を伺いましたら年に３回、それぞ

れ草刈りされていたりですとか、ごみを集めてい

たりというところで、サービスに差があったとし

ても金額が同じでなくてもいいと思うので、やは

りいろんな方面からこの管理料の導入の検討をぜ

ひしっかりしていただきたいと思います。 

 最後に要望させていただきます。 

 現状、全体の３霊園の空き区画が約3,000区画、

来年度に再公募を行う区画が290区画とのことで

すので、来年度の再公募の後、約2,710区画が空

き区画として残ることになります。そして、墓じ

まいがこのままの数字で推移していった場合、市

営霊園の空き区画は毎年3,500、4,000、4,500と

増えていきます。 

 また、新規募集、公募を行っていない旧設墓地

については、現在5,450区画でありますけれども、
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徐々に、大体40区画から50区画減って、規模が縮

小していくということが推察されます。 

 さらに、本日は触れませんでしたけれども、無

縁疑いのあるお墓について、今、いろいろと対応

いただいております。ここについては一定の評価

をしております。遠くない将来、無縁疑いのお墓

から無縁のお墓へといつか決めていかなければ、

そしてまた整理していかなければいけないときが

来ると思うのですけれども、その際には、私の推

察ですけれども1,000区画以上はまた新たに空き

区画が出てきてしまうと思うところであります。 

 それともう一つ、本当に単純計算なのですけれ

ども、３霊園の空き区画が増えていく数値と旧設

墓地が減っていく件数、これを見ていくと、６年

後、2032年ぐらいにはもう市営霊園の空き区画で

旧設17墓地を全部吸収できるぐらいの、あくまで

も数字上の話ですけれども、区画が空いてくるこ

とになります。札幌市の墓地行政の将来を見据え

ますと、旧設墓地のお墓を３霊園の空き区画に移

転して市内墓地の集約を図っていくことも持続可

能な墓地運営にとっての一つの手だてだと考えま

す。もちろんこの旧設墓地については、本市の開

拓期から地域の方々のお墓として出来上がった歴

史的経過や、代々お墓を引き継いできた使用者の

お気持ちを考えると、その集約は簡単でないこと

は承知しております。ただ、この旧設墓地ですけ

れども、当時33か所ありまして、現在17か所。時

代とともに少しずつ集約、そしてまた廃止されて

きた経過があります。一番最後は平成８年、1996

年に豊平墓地が統合されております。札幌市火葬

場・墓地のあり方基本構想の基本目標であります、

少子高齢社会に対応した持続可能な墓地の実現に

向けて、あらゆる可能性を排除せずに様々な観点

から検討していただくことを要望いたしまして、

私の質問を終わります。 

●森山由美子委員  私からはがん対策について、

がん患者のウィッグ及び乳房補正具購入費用助成

事業についての２項目について質問いたします。 

 まず、がん対策について質問いたします。 

 がんは日本人の二人に一人が生涯のうちに診断

されると言われており、厚生労働省と国立がん研

究センターが発表したデータによると、2024年新

たにがんと診断された罹患者数は約97万9,000人

とのこと。がんは今では極めて一般的な病気とな

っております。 

 がんをめぐっては、国が第４期がん対策推進基

本計画を策定しており、その計画では、全体目標

として誰一人取り残さないがん対策を推進し、全

ての国民とがんの克服を目指すを掲げております。

がん予防、がん医療、そしてがんとの共生の分野

を柱に、検診受診率を60％に向上させることなど

により、がんで亡くなる方の減少を目指すものと

なっております。 

 しかしながら、先日、北海道新聞でも報じられ

ましたが、2018年からの５年間で、北海道の肺が

んによる超過死亡数、つまり全国並みなら助かる

はずの命は4,326人と全国と比べ多く、特に札幌

圏は1,537人と全国の２次医療圏でもかなり悪い

数字となっており、札幌圏といわずとも、残念な

がら札幌市民が大半であることが推察されますが、

この背景には検診受診率の低さが指摘されており

ました。 

 札幌市においては、第２次札幌市がん対策推進

プランを策定し、がん検診の受診率の目標値を

60％と定めているところでありますが、現状のが

ん検診の受診率と認識について伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  がん検診の受診率の

現状と認識についてお答えいたします。 

 まず、がん検診の受診率でございますが、直近

は胃がんが41.1％、大腸がんが40.0％、肺がんが

41.0％、子宮がんが40.7％、乳がんは43.0％とな

っておりまして、目標60％と比べて低い状況とな

ってございます。 

 がん検診を受診しない理由といたしましては、

がんに対する市民意識調査によりますと、検診を

受けるのが面倒だから、がんが見つかるのが怖い
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から、検診案内がなかったからなどが挙げられて

いたところでございます。 

 委員ご指摘のとおり、がん検診の受診率の低さ

は早期発見の機会を逃し、救えるはずの命を失う

リスクに直結するものと認識してございます。こ

のため、少しでも検診を受けやすくするための工

夫に努めることや、早期発見できれば約９割は完

治できるといったことを市民に周知するなど、が

ん検診の重要性を市民に十分にご理解いただける

よう取組を進めてまいりたいと考えております。 

●森山由美子委員  がんは近年の診断技術や治

療方法の進歩により、早期に発見して治療した場

合は、ご答弁にもありましたが約９割が治癒する

と言われており、がんによる死亡者を減少させる

ためには早期発見・早期治療に結びつくがん検診

は重要であると考えております。 

 しかしながら、本当に残念ですが、札幌市民の

がん検診の受診率は目標値より低い状況となって

おり、早期発見・早期治療により助かるはずの命

があるのであるならば、市民に対する普及啓発に

より力を入れていくべきではないでしょうか。 

 また、地域の町内会館等で実施している集団が

ん検診についてですが、現在も町内会の回覧板を

用いて申し込む方法とのことであり、市民からは

スマホ等を用いて手軽に申し込める方法を用意す

べきではないかといった意見も伺っているところ

でございます。 

 今後、市民のがん検診の受診率の向上に向けて

どのような施策を展開していくつもりなのか、具

体的な取組について伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  今後の取組について

でございますけれども、令和８年度、来年度の下

半期からになりますが、がん検診の申込みがより

簡便になるように、ただいま委員からご指摘があ

りましたようにウェブ、スマホでの申込みや、市

コールセンターへの電話による申込みも可能とす

る予定でございます。 

 現在は、町内会を通じた回覧板を使いがん検診

を周知しておりますが、ウェブや市コールセンタ

ーへの申込みを可能とすることで、町内会未加入

者を含めて市民がスマホや電話によりまして、手

軽にがん検診を申し込める体制を整えてまいりた

いと考えております。 

 あわせて、普及啓発につきましても、フリーペ

ーパー等を活用いたしまして、がん検診特集を掲

載するほか、新たに３歳児健診の保護者を対象に

いたしまして、がん検診は家族のため、子どもの

ために受けましょうといったようなメッセージを

込めた新たなパンフレットを作成するなど、様々

な機会を通じた周知啓発を展開いたしまして、市

民のがん検診の受診率向上に取り組んでまいりた

いと考えております。 

●森山由美子委員  札幌市はがんによる死亡が

多く、がん検診の受診率向上を含めたがん対策は

市民の命を守る観点から極めて重要です。 

 札幌市は、第２次札幌市まちづくり戦略ビジョ

ンでまちづくりの三つの重要概念の一つをウェル

ネスと定めていることを強く自覚していただき、

しっかりと危機感を持って取り組んでいただきた

いと思います。 

 そして肺がんについては、現在特に喫煙制限区

域の拡大に取り組んでいる環境局は、拡大区域の

精査に当たり、今後、関係住民、関係団体等の意

見を聞きながら拡大に取り組むということですの

で、その際、札幌市の肺がんの罹患率や死亡率が

全国最悪レベルにあることも隠さずに、しっかり

と環境局と連携しながら関係地域、住民や団体へ

確かな情報が届くよう努めていただくことを求め

たいと思います。 

 また今後、ウェブ予約の導入など、申込みの利

便性向上に加え、市民がいつでも、どこでも、手

軽に受診につながる仕組みづくり、若い世代を含

めたターゲット型の周知、地域、医療機関との連

携強化を一層進め、受診率向上に実効性ある取組

を推進されることを強く要望し、この質問を終わ

ります。 
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 次に、がん患者のウィッグ及び乳房補正具購入

費用助成事業について伺います。 

 国の第４期がん対策推進基本計画では、がんと

の共生を取り組むべき分野と掲げられ、治療に伴

う見た目の変化に対応するアピアランスケアがが

ん患者の社会的な問題に応えるものとして盛り込

まれております。我が会派として、たくさんの市

民の方からのお声をいただき、視察を重ね、繰り

返し議会で訴えをさせていただき、令和６年度に

創設されたこの本事業は、アピアランスケアをが

んとの共生の柱とする国の指針に合致し、多くの

市民に喜ばれております。本事業は、アピアラン

スケアを支える重要な施策でありますが、事業開

始から２年目を迎えて当初の想定より申請が多い

と聞いているところです。 

 そこで質問ですが、事業の開始から現在までの

ウィッグ、乳房補正具、人工乳房のそれぞれの申

請状況について伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  がん患者のウィッグ

及び乳房補正具購入費用助成事業についてお答え

いたします。 

 まず、事業の申請状況についてでございますが、

事業を開始いたしました令和６年６月から直近の

令和８年１月末時点までの助成実績につきまして

は、ウィッグが1,913件、補正下着が599件、人工

乳房25件の計2,537件となってございます。今年

度の申請件数につきましては、１月末時点で

1,174件となっておりまして、前年度の同期間中

の申請件数1,107件を上回っており、市民ニーズ

の高さが確認されている状況となってございます。 

●森山由美子委員  アピアランスケアは患者の

心理的な苦痛を和らげ、その人らしく、社会生活

の中で今までどおりに過ごすことを支えるもので、

治療しながら日常生活を送る患者が増える中、必

要性が高いものでございます。中でも、がん治療

による脱毛により、これまでどおりの生活が送れ

るか不安を抱える人が多く、その対応として医療

用ウィッグや帽子が多く使用されております。 

 本事業は今年度で２年目を迎えており、市民か

らのニーズが高まってきている中で、利用者から

どのような意見が寄せられたか、伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  本事業の利用者から

の意見についてお答えいたします。 

 今年度の利用者へのアンケート結果からは、利

用者の90％から、補正具の使用によりまして、自

分らしい日常生活を送れているとの回答をいただ

き、大変高い評価となっている事業でございます。 

 具体的な声を紹介させていただきますと、高額

な医療費、薬代の負担がある中、助成金は本当に

ありがたかった。ウィッグは購入できないと思っ

ていたが助成金のおかげで購入ができ、おいの結

婚式に出席することができた。人工乳房のおかげ

で温泉に行くことができたといった感謝の声をい

ただいているところでございます。 

 一方、この事業を知らない人も多く、もっと周

知するべきだという声や、美容室でこの事業を知

った。治療中の早い時期に病院で知ることができ

れば、もう少し明るい気持ちで治療にも取り組め

たといったような事業の周知に関する意見もいた

だいております。 

 また、事業はぜひ継続してほしい。できれば助

成金も増額してほしいといった事業の充実を求め

る意見もあったところでございます。 

●森山由美子委員  この事業については、助成

金があることで自分に似合う自然なウィッグを選

べて、それが前向きに生きる力になったという声

を、私自身も実際に伺っているところです。また、

ご家族の方からの相談もありまして、乳がんの治

療に非常にこれから不安だということで、札幌市

のこの助成のことをお伝えいたしますと、家族で

治療に前向きに臨むとおっしゃられておりました。 

 がんの治療費に加えて、ウィッグ等を購入する

ことは経済的な負担が大変大きく、がん患者が安

心して治療を受けながらＱＯＬ向上を図っていく

ためには、こうした負担を少しでも軽減すること

が大変重要であります。 
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 しかしながら、事業の周知が不十分であるとい

った意見や事業の充実を求める声に対して、市は

今後どのように取り組んでいくのか、伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  本事業の課題に対す

る取組についてでございますけれども、治療開始

の早い時期から本事業の情報ががん患者に届きま

すよう、今後、医療機関等への周知の強化を図り

たいと考えており、がん患者の方に必要な情報が

適切に届くよう努めてまいりたいと思います。 

 また、商業施設にて企業と連携した啓発イベン

ト、雑誌やＳＮＳ等も活用いたしまして、がん患

者の方はもとより家族の方にも本事業を知ってい

ただき、本事業を必要とする一人でも多くの方に

周知できるよう取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 本事業は、委員ご指摘のとおり、がん治療に伴

う外見変化でつらさを抱える方の苦痛が軽減され、

誰もが自分らしく社会生活を送るため大変重要な

事業であると認識しており、様々な課題につきま

しては引き続き検討を行いながら今後もしっかり

と取り組んでまいりたいと考えております。 

●森山由美子委員  よろしくお願い申し上げま

す。 

 今後の要望ですが、本市の助成事業は年齢制限

を設けておりません。しかしながら、小児用のウ

ィッグは体の成長スピードに合わせて頭のサイズ

も変わるという、大人のウィッグとは違う事情に

加えて、通院や治療費などの負担から高額なウィ

ッグを何度も購入できず、実はサイズの合わない

ウィッグを着用しているお子さんも少なくないと

いうことも伺っております。ぜひ、現在１回限り

となっている小児がん患者のウィッグ購入につい

ては、成長に伴う複数回購入も検討することを強

く要望いたします。 

 今後ともこの事業について必要な予算を確保し、

しっかり継続していっていただくことを切にお願

いいたしまして、私の質問を終わります。 

●山田洋聡委員  私からは札幌市の火葬場につ

きまして大きく２点伺います。 

 １点目は、友引開場についてでございます。 

 改めてではございますが、カレンダーの中には

大安、赤口、先勝、友引、先負、仏滅があり、そ

の中の友引は火葬ですとか葬儀はふさわしくない

とされておりまして、ほとんどの火葬場がお休み

という状況でございます。 

 昨今の火葬需要が増えているという背景の中で、

友引の日に火葬を行うことについては、令和８年

度から友引開場を目指して検討を進めているとい

うことで認識しております。 

 混雑緩和が期待されるところではございますが、

年間約60日が友引でございまして、その日を使っ

て火葬炉のメンテナンスを行っているということ

が実際にありますので、メンテナンスが不足する

のではないかということと、稼働日数が増えるこ

とに伴いまして人員確保などの体制整備に懸念が

あるところでございます。 

 そこで質問ですが、里塚、山口の二つの斎場に

ついてどのように友引開場していくのか、また、

その効果をどう見込んでいるのか、伺います。 

●吉井施設担当部長  友引開場の方法と効果に

ついてお答えいたします。 

 まず、友引開場の方法についてでございますが、

火葬炉のメンテナンス日を確保するため、里塚斎

場、山口斎場を交互に開場することを想定してい

るところでございます。 

 実施時期につきましては、委員ご指摘のとおり

稼働日の日数増に対応するため、火葬場における

人材確保、育成など、運営体制の構築が必要であ

りますことから、指定管理者ですとか火葬炉メー

カーなどとの意思疎通をしっかりと行い、十分な

準備を行った上で、令和８年10月から開場する考

えでございます。 

 次に、友引開場の効果についてでございますが、

令和５年度の市民アンケートでは、友引日の火葬

に抵抗がないとお答えいただいた方が50％以上で

ございました。加えて、令和６年度に実施いたし
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ました葬祭事業者へのアンケート調査では、友引

日の需要があるとお答えいただいた事業者が約

70％であり、一定の需要があると考えているとこ

ろでございます。 

 その上で平成19年度、20年度の冬期間に山口斎

場で実際に実施した友引開場の実績がございます

が、こういった実績や他都市の事例から、今後実

施する友引開場における友引日の火葬需要につき

ましては、１日当たり40件程度と想定していると

ころでございまして、現在需要が集中しておりま

す友引翌日の火葬件数の減少に寄与するといった

平準化の効果があると考えているところでござい

ます。 

●山田洋聡委員  令和８年10月からということ

であります。 

 この友引開場によります、今、答弁にありまし

た混雑緩和と平準化ということを踏まえまして、

引き続き二つ目の質問になりますが、里塚斎場と

霊園の整備について、続けて伺ってまいります。 

 先日、代表質問におきましても、里塚斎場の再

整備と新たに整備する合葬墓の設置場所について

質問させていただきました。住民説明会での反対

意見を踏まえまして、里塚霊園内におけるほかの

候補地での整備の可能性ということを調査検討す

るというご答弁でございました。 

 まず、里塚斎場についてでございますが、この

一連のやり取りの中で、なぜ反対意見、反対運動

が起きたかということで、私なりに調査を進める

中ではございますが、今回の調査業務をどのよう

に委託したのか、仕様書の内容を中身までしっか

りと確認させていただきまして、委託の内容につ

いて少々疑問があったので、少し内容の確認をさ

せていただきたいと思います。 

 まず、基本事項の整理等としまして、札幌市の

上位・関連計画における里塚斎場整備の位置づけ

を整理すること。市内２斎場、里塚斎場、山口斎

場の現状と課題を整理すること。という項目があ

ります。調査業務というのはそういうものである

と言われればそうなのかもしれませんが、基本的

なものから整理するという感覚は少々、普通の感

覚からすると札幌市がちゃんと示すべきものなの

ではなかろうかと感じるところであります。 

 それに続きまして、基本方針の検討ということ

で、基本事項の整理等の内容を踏まえ、里塚斎場

の再整備に向けた基本方針を検討すること。とい

うことで、基本方針まで検討してくださいという

ことが調査業務の内容に示されておりました。率

直に、基本方針の検討から委託するというのは、

つまり、ゼロから委託するような感覚を正直私は

持ちまして、丸投げというのはちょっと言い過ぎ

かもしれませんが、そう思える内容にどんな狙い

があるのかということが不思議です。そこで質問

させていただきますが、市内２斎場をこれまで運

営してきている中で、位置づけや基本方針まで業

務内容に含めた理由と狙いについて伺います。 

●吉井施設担当部長  委員ご質問の今回の調査

業務でございますが、これは令和５年度に委託し

た里塚斎場の整備に関する、いわゆる概要調査に

ついてというところで、上位・関連計画における

里塚斎場再整備の位置づけですとか、基本方針の

検討までを業務内容に含めた理由と狙いについて

のお問合せかと思っているところでございます。 

 現在の里塚斎場でございますが、供用開始から

40年が経過して経年化が進んでおります。多死社

会の到来に伴い増加している火葬需要に的確に対

応していくため、再整備が必要な状況にあります。 

 この再整備に当たりましては、地域等との丁寧

な対話が必要であるという認識をしておりまして、

案ベースの段階で地域への説明などを行い、そこ

でいただいた意見などを踏まえまして上位・関連

計画との整合性を整理した上で、里塚斎場再整備

に係る基本方針を策定するということを想定して

いるところでございまして、概要調査はその参考

とするために行ったものでございます。 

 あわせまして、再整備に当たって必要となりま

す斎場という施設の機能面や立地などに係る現状
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や課題について、技術的、専門的見地から整理を

行わせることを目的に調査を委託したものでござ

います。 

 このように概要調査は、市が策定いたします基

本方針の参考とするために委託し、受託業者と綿

密に打合せを行いながら調査を進めたというとこ

ろではございますが、委員ご指摘のような疑念を

抱かれることのないよう、今後委託いたします調

査業務につきましては、必要な内容をより精査、

整理した上で発注するように留意してまいりたい

と考えているところでございます。 

●山田洋聡委員  案の段階から地域との対話が

必要であるという認識の中で概要調査をしている

というお話でありましたが、現実、それを基に住

民説明会などでお話をする、または、事前に私た

ちにも上がってきている声に基づいていろんな話

をさせていただきましたが、そのとおりに進めよ

うとするような意思を実際に感じてしまったよう

な受け止めも正直あるところでございますので、

今、お話しさせていただきましたとおり、もとも

としっかり市側からの意図のようなものを含めた

上での調査をし、しっかりと対話をするというス

タンスなのであれば、事前にやるという方法、こ

れは方法論の話なのでいろんなパターンがあると

思いますが、今、疑念のないようにというお話も

ございましたので、今後、しっかりと取り組んで

いただきたいと思っております。 

 次に、再整備する火葬場の規模について伺って

まいります。 

 今の時代、これから整備される斎場の機能につ

きましては、具体的な話としては代表質問でも軽

く触れさせていただいたのですけれども、そもそ

も同じ規模である必要があるのかという疑問を持

って、代表質問においても特別控室の利用率が

50％程度であるということと、待合ロビーに人が

少ない日があるということから、面積を抑えられ

るかもしれないということを申し上げさせていた

だきました。よしあしは別として、今は家族葬と

いう言葉は当たり前になっておりまして、葬儀の

規模は昔に比べて圧倒的に小規模化、簡略化され

ているところです。故人を偲び、夜通し親族一同

で飲んで、食べて、思い出を振り返り、語り合う

というようなケースは、私自身の体感として結構

減っているのではないかと感じるところでありま

す。それが斎場にも顕著に表れているんじゃない

かと思います。 

 実際に現地に行って確認したときにも、タイミ

ングがたまたまだったかもしれませんが、特別控

室が使われていることもなく、ロビーにはほとん

ど人がいないことから違和感を覚えたところでは

あるんですけれども、実際に数字的に見てみます

と、平成27年には66.4％、令和６年度は50.9％と

いうことで利用率が下がっておりまして、令和８

年度から、使用料はこれまで２万3,000円だった

ところを札幌市民においては5,000円に値下げを

するとのことです。 

 再整備に当たりまして、建物規模への影響も考

慮した料金設定を再度検討する必要があると思い

ます。 

 昔と今では葬儀などの在り方も違ってきている

ことと、火葬炉、焼却炉の技術革新も進んでいる

ことなどから、必要な機能としては向上させなが

らも面積を縮小できる可能性があるということを

踏まえた検討を行いまして、その実現は現在の札

幌市の財政状況から望ましい形ではないかと考え

ます。 

 そこで質問ですが、現実的な実態を踏まえて、

里塚斎場の建物面積を縮小することで問題が発生

するかどうかをお伺いいたします。 

●吉井施設担当部長  里塚斎場の建物面積を縮

小することで問題が発生するかというご質問です。 

 火葬場の建物面積についてでございますが、火

葬場として必要となります火葬炉、告別室、収骨

室、会葬者等の控室、エントランス、受付、事務

室などのスペース、機能、これらを確保すること

ができるのであれば、縮小すること自体に問題は
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ございません。 

 先ほどお答えいたしました概要調査におきまし

て、火葬需要予測や友引開場による平準化効果な

ども踏まえまして、整備規模の縮小については検

討してきたところではございますが、予約システ

ムの運用実績や現在の利用実態も踏まえまして、

引き続き必要な火葬炉数や収骨室の数、控室の数、

面積などを精査するとともに、会葬者等にとって

使い勝手のよい効率的な配置についても併せて検

討することにより、建物面積のさらなる縮小を模

索するなど、できるだけ低コストかつ利便性の高

い火葬場を目指してまいりたいと考えております。 

●山田洋聡委員  規模が縮小しても機能が向上

したり、求めているものがあれば問題ないという

ことでございました。 

 実際、改めて調査検討していかなければいけな

いというところで、実際に住民説明会など現状を

踏まえて、次年度の予算要求まで準備ができてい

ないというところで、実際は、今、令和８年度の

調査の費用などはついていない状況ではあります

が、これをしっかり予算措置をしていただきまし

て、詳細調査をしていただきたいと思います。 

 その際には、先ほど申し上げました札幌市の基

本事項や上位・関連計画の整理ですとか、基本方

針のようなものは、改めてしっかり示した上で実

施していただきたいということを重ねて申し上げ

ます。 

 その上で、今後の可能性として議論させていた

だきたいのが、規模を小さくすることで課題がな

いのかという話をさせてもらったのですけれども、

実際に縮小化した葬儀規模が続くのかという、今

はそういう時代だろうと言っておきながらそれが

続くのかどうかという問題提起ではあるのですけ

れども、人口増加時代に数々作られてきた建築物

が、今、課題になっているというか、更新時期が

一気に来てどうしようみたいなことが起きている

わけなので、規模を小さくしてもいいかもしれな

いと思いながらも、そうではない可能性も踏まえ

たことが重要であるという話なのですけれども、

理想的な建物の機能ということでは、どのような

時代背景であっても使い勝手がいいということを、

しっかりとそういうことを踏まえて設計を検討し

ていただきたいと思います。 

 次の時代に問題の多い建物を残すことがないよ

うに、いつの時代にあっても便利なものを作って

いただきたいというふうに思います。 

 最後に、合葬墓について伺ってまいります。 

 里塚霊園内に整備するとされている新たな合葬

墓につきましても、地域住民の方から住宅地に近

い場所になるようなので整備は反対ですというよ

うな声や意見を伺っているところでありますが、

平岸霊園にある合葬墓については近い将来、容量

オーバーになるということでありますので、整備

が必要であることは理解します。 

 その整備に当たりましては、さきに指摘しまし

た基本的な方針に基づいてしっかり地域住民のご

意見も踏まえて、霊園利用者の利便性を確保でき

るように霊園全体を俯瞰した一体的な整備が重要

であると考えております。 

 また、公共施設マネジメントという点におきま

しては、全ての施設の状況を見える化する施設カ

ルテがありますので、今後、施設の複合化が進ん

でいく中で、果たして斎場という建物、または地

域性だとか、そういうことを踏まえてどのような

複合化が適しているのかということも併せて考え

ていく必要があると思います。 

 里塚霊園の管理事務所が霊園の入り口のところ

にあるのですけれども、これも本当に、いつの時

代のものかというぐらい古い建物でございますの

で、この古い建物はしっかりと変えていかなけれ

ばいけないということや、今、合葬墓の建設位置

の問題、あらゆる状況を踏まえまして、先ほども

ありましたけれども決めつけをしないで、柔軟な

思考を持って準備、事業を進めていただきたいと

思います。 

 そこで質問ですが、合葬墓を含めた里塚霊園内
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の施設の一体的な整備についてどのように考えて

いるのか、伺います。 

●吉井施設担当部長  合葬墓を含めた里塚霊園

内施設の一体的な整備についてお答えいたします。 

 里塚霊園におきましては、現在検討しておりま

す新たな合葬墓や老朽化した管理事務所の整備の

ほか、それとは別に園路等の施設の保全整備、ト

イレ等の更新も定期的に行っているところでござ

います。 

 合葬墓につきましては、さきの代表質問でもお

答えしましたとおり、住宅地に近いことに対する

反対意見が寄せられていることを重く受け止めま

して、遺骨保管庫とともに里塚霊園内における他

の場所での整備に係る調査検討を進めるというこ

とで考えております。 

 合葬墓も含めました施設の整備に当たりまして

は、例えば、園路やトイレ等の更新の必要性や実

施時期等を踏まえまして建物を合築するなど、効

率的かつ一体的な整備となるよう市が主体となっ

て検討してまいります。 

●山田洋聡委員  里塚斎場の再整備につきまし

ても、合葬墓につきましても、方向性を決定して

から情報提供や公表するということではなく、今

日いろいろお話をさせていただいた、お互い、双

方でやり取りさせていただきましたが、案段階の

ものからしっかりと示していただいて、議論を行

うということが大事だと思います。行政、議会、

市民と、本当の意味で両輪として前進できること

を望みまして私の質問を終わります。 

●たけのうち有美委員  私からは小児慢性特定

疾病児童等自立支援事業について伺います。 

 小児がんや心臓の病気などの慢性疾患を抱え、

治療と向き合いながら生活している子どもたちが

安心して学び、進学や就職に希望を持ち、将来、

社会的に自立できる環境を整えることは子どもの

権利の観点からも大変重要です。 

 このように慢性的な疾病を抱え、長期にわたり

療養を必要とする子どもたちの健全育成と自立促

進を目的に、2014年に児童福祉法が改正され、小

児慢性特定疾病児童等自立支援事業が制度化され

ました。 

 札幌市では相談支援、就労支援、情報提供、学

習支援の４事業を実施する計画を進めていました。 

 本市においては小児慢性特定疾病の医療費助成

を受けている子どもが約2,000人いますが、その

うち７割は障害福祉サービスや医療的ケアは受け

ていないものの、自立に向けた支援を必要として

いる状況にあります。本市が2022年２月に、小児

慢性特定疾病を持つお子さん、いわゆる小慢児童

とそのご家族を対象に調査を行いました。 

 相談先についてですけれども、８割が相談先が

あると回答していましたが、その相談先は家族、

親族、医療機関でした。また、相談先がないと回

答した人の約６割が相談先を知らない、約３割が

相談しても対応してもらえるか分からないと回答

していました。また、相談先で困ることとして、

病院や学校など、関係機関をつなぐ調整や橋渡し

をしてくれる窓口がないこと、医療や就学サービ

スなどで相談先が分かれており、総合的に相談で

きる窓口がないことなどが上位を占めていました。 

 家族が制度のつなぎ役とならざるを得ない環境

は、介護と制度調整という二重の負担を保護者が

担うこととなり、疲弊や精神的負担の増大につな

がります。家族が崩れてしまうと、結果として支

援体系そのものが機能しなくなるおそれもありま

す。 

 我が会派は2024年の予算特別委員会において、

このように小慢児童等とそのご家族が日常で抱え

ている不安や悩みを相談できる総合的な相談窓口

を設置することの重要性を訴え、しっかりと自立

支援事業に取り組んでほしいと要望していたとこ

ろです。その後、議論を重ね、本市では総合的な

相談窓口の設置を北海道大学病院に委託し、2024

年10月、北大子どもサポートセンターアルモニを

設立しました。この窓口ができたことは、我が会

派としても非常に喜ばしいことと受け止めていま
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す。 

 アルモニとはフランス語で調和の意味で、子ど

もたちを取り巻く環境、医療、教育、就職など、

調和していくことで自立を育むという思いが込め

られていると聞いています。ロゴマークは子ども

たちが環境の中で自立する姿をイメージしたかわ

いらしい子鹿が少し上を見据えて立っており、子

どもたちの姿とも重なります。このアルモニに委

託した相談支援事業のほか、当初計画していた就

労支援、情報提供についても既に事業を実施して

いると聞いています。 

 そこで質問ですが、アルモニはこれまで、小慢

児童等とそのご家族に対し、どのような取組を行

ってきたのか伺います。 

●石原保健管理担当部長  北大子どもサポート

センターアルモニの取組についてお答えいたしま

す。 

 まず、相談支援事業では、アルモニの自立支援

員が、いわゆる小慢児童等とその家族が抱える医

療、就労、教育等の多岐にわたる不安な悩みに関

する相談を受け、内容に応じて就労支援機関や学

校等の関係機関と連携しながら支援策を提案し、

子どもたちの自立に向けた支援を行っているとこ

ろでございます。 

 また、相談支援事業の中で、子どもや家族から

相互に交流する場を提供してほしいというニーズ

が多かったことを踏まえ、令和７年度から新たに

相互交流支援事業を実施してございます。この事

業は、当事者間の対話による情報共有や誰もが楽

しめるスポーツ等のイベントを定期的に開催し、

共感や情報交換を通じて、孤立感の軽減や新たな

つながりを築く取組でございます。参加者からは、

同じ悩みを持つ子ども同士、家族同士がつながる

ことができたという声のほか、アルモニの相談窓

口を利用したいとの声もいただいており、相互交

流支援事業と相談支援事業との相乗効果が生まれ

ているものと認識しているところでございます。 

●たけのうち有美委員  相談支援事業では、小

慢児童等やそのご家族の不安に寄り添い、適切な

支援へとつなげていくこと、また、当初は想定し

ていなかったものの、ニーズに対応して新たに相

互交流支援事業を行い、イベントを通じて子ども

や家族同士が交流できる機会を設けていることが

分かりました。 

 私も当事者ご家族からお話をお聞きしましたけ

れども、例えば移動プラネタリウム体験ですとか、

モルック、講演やピア活動、こういった様々なイ

ベントを本当に安心して楽しめるとても貴重な交

流の場であったとのことでした。 

 このように、これらの事業は疾患を抱える子ど

もやご家族がつながりを持つことで安心して日常

生活が送れるようになる、大変有意義なものであ

ると考えます。 

 ところで、自立支援事業として想定していた四

つの事業のうち、我が会派としても特に重要と考

えていた学習支援事業については、在り方を検討

中ということで、未実施の状態が続いていました

が、2025年12月からアルモニに委託し、事業を実

施したと聞いています。小慢児童等の多くは治療

を続けながら学校に通っている状況にあります。

こうした子どもたちは、例えば学校を長期間休ん

でしまった場合に、勉強についていけなくなるの

ではないか、友達と話が合うのだろうかといった

不安、学校生活に関する様々な悩みを抱えること

が少なくないことが容易に想像できます。 

 我が会派に届いている当事者の声として、病気

になった年齢や時期によって、子どもの困りは

様々であり、現在の生活や学習の遅れなどに対す

る不安解消のためには、単に学習支援をするだけ

ではなく、年齢に合わせた、特に就職や進学など、

節目を見据えた少し先の自分の生活をイメージで

きる情報提供や経験者との交流なども併せて必要

だというものがありました。学習支援は将来の進

学や就労にもつながる重要な要素であり、自立支

援の観点からも非常に重要な取組であると考えま

す。 
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 そこで質問ですが、学習支援事業についてはど

のように取り組むこととしたのか、伺います。 

●石原保健管理担当部長  学習支援事業の取組

についてお答えいたします。 

 当初は、学力面における長期入院等に伴う学習

の遅れの悩みへの支援を検討してきたところでご

ざいます。しかしながら、相談支援事業において

寄せられた相談は、学習の遅れの悩み以外にも、

対人関係の悩み、病気への学校側の理解や配慮に

対する不安など、学校生活全般にわたることが確

認されたところでございます。 

 それを踏まえまして、学習の遅れの悩みに対し

てはボランティアによる支援を行い、学習の遅れ

以外の悩みにはアルモニの自立支援員が実際に学

校を訪問し、子どもと家族、学校、そしてアルモ

ニの三者が連携しながら病気の特徴や学校生活時

に配慮すべき留意点を共有する等の支援も行って

いるところでございます。 

●たけのうち有美委員  学習支援については、

当初想定していた学力面の支援だけではなく、学

校生活全般に関する幅広い支援として丁寧に取り

組んでいることが分かりました。 

 小慢児童等とそのご家族は医療、教育、福祉な

ど、複数の制度にまたがる支援を必要としており、

先ほども述べましたが、その調整を家族が担わざ

るを得ない状況もまだ少しあるのではないかと考

えます。 

 本市においては、アルモニを中心とした小慢児

童等とそのご家族の不安に寄り添った相談支援の

充実とともに、今回開始された学習支援事業の実

施状況、そして当事者の声の丁寧な把握、関係機

関との調整や連携など、子どもたちが将来の自立

を見据えて切れ目なく支援を受けられる体制づく

りを今後さらに進めていただくことを求めて、私

の質問を終わります。 

●小須田大拓副委員長  ここで、およそ20分間、

委員会を休憩いたします。 

―――――――――――――― 

      休 憩 午後３時12分 

      再 開 午後３時35分 

―――――――――――――― 

●佐藤 綾委員長  委員会を再開いたします。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●竹内孝代委員  私からは、多死社会における

火葬場の課題について４点質問いたします。 

 多死社会の進展に伴いまして、火葬需要の増加

が見込まれる中、火葬場は単なる施設ではなく、

市民の尊厳ある最期、そしてご遺族を支える重要

な社会インフラであり、都市基盤であると考えて

おります。そうした考えの下、私はこれまで多死

社会の到来に伴う火葬場の課題解決に向けて、慢

性的な混雑を緩和するべく火葬場予約システムの

導入をはじめ、具体的には他都市で活用されてい

るシステムを事例にデモンストレーションによる

提案、また、市民感情を大切に、これまでは友引

開場に慎重姿勢であった本市に対して、まずは市

民意見を収集すべきと提案させていただくなど、

円滑な火葬場運営に向けて質疑を重ねてまいりま

した。 

 そこでまず初めに、火葬場予約システムについ

て伺いたいと思います。 

 我が会派の繰り返しの主張も届き、令和６年３

月、札幌市においては火葬場予約システムを導入

し、運用を開始されました。実際にシステムを操

作する葬祭事業者からも様々な意見が寄せられ、

運用の変更または改善を行っていると聞いており

ます。里塚斎場においては、友引日の翌日などに

よく見られておりました入場待ちのバスが霊園内

まで行列をつくるといった様子もほとんど見られ

なくなりました。このシステムについて我が会派

では、導入で終わりではなく、稼働状況を定期的

に把握していくことで時代に合ったシステムにす

ることを要望してきたところであります。運用開

始からほぼ２年が経過いたしましたので、現在の

状況、効果について確認したいと思います。 

 そこで質問ですが、予約システム導入による効
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果、そして葬祭事業者の反応、また、システムの

改善の必要性について、まず初めに伺います。 

●吉井施設担当部長  火葬場予約システムの導

入効果、葬祭事業者の反応、改善の必要性につい

てのご質問でございます。 

 まず、システム導入の効果についてでございま

すが、令和６年度に実施いたしました調査では、

導入前は最長64分だった火葬場入場前の車内待ち

時間が、導入後は最長23分、３分の１程度にまで

短縮されたということを確認したところでござい

ます。 

 次に、葬祭事業者の反応でございますが、同じ

く令和６年度に実施したアンケート調査では、シ

ステムの有効性を感じたなど肯定的な意見もござ

いました一方で、入力を簡素化してほしい、修正

を容易にしてほしいという意見も多く寄せられた

ところでございます。 

 このようなご意見を踏まえまして、今年の４月

から、数字の入力を直接入力から選択式とするこ

とや、これまで本登録後の修正入力が不可能だっ

たところを、当日の午前８時まで一部修正入力を

可能とするための改修を現在行っているところで

ございます。 

●竹内孝代委員  待ち時間について３分の１程

度に減少したという効果、また、葬祭事業者の肯

定的な意見と課題を踏まえて改修してきたという

ことでありました。 

 ぜひ、引き続き、現場の声を伺いながら時代に

合ったシステムとして改修を続けながら円滑な運

用、そして効果につなげていただきたいと思って

おります。 

 次に、火葬場の広域連携について伺いたいと思

います。 

 札幌市では、さっぽろ連携中枢都市圏の取組と

して、斎場の広域利用に関する協議、検討を行っ

ております。そのうち、北広島市とは、個別に札

幌市の火葬場利用について協定を締結して、多く

の北広島市民が里塚斎場を利用されております。

これまで定期的に清田区と北広島市大曲地域の超

党派の議員間で、政策懇談会を開催してまいりま

した。地域課題の解決に向けて意見交換を重ねて

おりまして、その中でも毎回取り上げているもの

の中に、火葬場の広域連携についても挙げられて

いるところでございます。 

 そこで質問ですが、北広島市民が里塚斎場を利

用する際の条件と現在の利用者数、そして里塚斎

場の火葬件数に占める割合について伺います。 

●吉井施設担当部長  火葬場の広域連携に関す

るご質問でございます。 

 火葬場の広域連携につきましては、さっぽろ連

携中枢都市圏の市町村と、令和４年度から火葬場

の広域利用に関する検討会議を開催し、各市町村

の抱える火葬場の課題について情報共有ですとか、

協力・連携を図っているところでございます。 

 札幌市の火葬場を札幌市民以外の方が使用する

場合ですが、現在は４万9,000円の火葬炉使用料

を現地で直接徴収するという形を取ってございま

すが、委員ご指摘の北広島市民に対しましては、

これも委員ご指摘の個別協定に基づきまして、北

広島市が発行する里塚斎場利用券を持参した場合、

火葬炉使用料を現地では直接徴収することなく、

後日北広島市に請求する取扱いとするなど、手続

を簡素化し、利便性を高めているというところで

ございます。 

 次に、利用件数と割合についてでございますが、

令和６年度の北広島市民の里塚斎場での火葬件数

は608件でございまして、北広島市民の約80％が

里塚斎場を利用しているという状況にございます。 

 なお、里塚斎場全体の火葬件数は１万3,760件

でございますので、これの4.4％を占めていると

ころでございます。さらに、里塚斎場における市

民以外の火葬受入件数ですけれども、これから増

加し、2028年度にピークを迎えるということが見

込まれます。このピーク時には北広島市民も含め

て年間870件、里塚斎場の火葬件数の約５％にな

ると想定しているところでございます。 



 

158 

●竹内孝代委員  北広島市については、手続の

簡素化に取り組まれたり、また、北広島市民の約

80％が里塚斎場を利用されているということなど

について説明がありました。 

 やはり道都札幌市でありますので、連携中枢都

市圏の中心都市として役割を果たしていただきた

いと思っております。 

 里塚斎場が、今、再整備に向けていろいろ議論

されておりますけれども、やはりこうした広域連

携の重要性も十分に考慮して、円滑な検討を進め

ていただきたいと思いますし、また、今後、北広

島市民の方は全体の約５％程度の火葬件数という

ことで、全体の約５％かもしれませんけれども、

やはり市民の方の約80％が里塚斎場を使ってくだ

さっているということを考えると、施設整備、ま

た、維持管理、やはりコストがかかりますので、

引き続き利用料金への反映など、必要な検討、協

議を継続されていくようにお願いいたします。 

 次に、火葬場から出る残骨灰について伺いたい

と思います。 

 火葬後には、拾い切れなかった微細な焼骨や棺

から出る様々な灰、いわゆる残骨灰が残されます。

残骨灰にはダイオキシン類や水銀、六価クロムと

いった有害物質が含まれることが知られておりま

して、札幌市においては、供養塚を併設した残骨

灰槽に安全に保管していると承知しております。

また、残骨灰には歯科治療に使用されている金、

銀、パラジウムなどの有価金属が含まれていると

いうことでも知られております。 

 我が会派では、多死社会における火葬件数の増

加に応じて増え続ける残骨灰について、無害化や

その量を減らす減容化が必要であるといった観点、

また、有価金属類については透明性を持って処理

すべきであるといった観点から、令和４年の決算

特別委員会において、我が会派の好井委員から質

問いたしました。このときの答弁では、残骨灰の

一部を試行的に無害化処理をして、効果の検証を

行っていきたいといった答弁をいただいたところ

であります。 

 そこで質問ですが、残骨灰処理の効果と今後の

処理の進め方についてどのようにお考えか、伺い

ます。 

●吉井施設担当部長  残骨灰処理の効果と今後

の処理の進め方についてお答えいたします。 

 札幌市では、残骨灰中の焼骨を供養物として扱

うこととしているところでございますが、令和４

年度から微細な焼骨とその他の灰を分別して容積

を減らす、いわゆる減容化と無害化の措置を施し

た上で供養塚に戻す残骨灰処理を行っているとこ

ろでございます。 

 これまでの実績でございますが、令和４年度以

降の４年間で合計65トンの残骨灰を処理し、返還

された残骨は463キロ、0.463トンということで、

99.3％の減容化効果があったところでございます。 

 次に、残骨灰の処理にかかる契約についてでご

ざいますが、これも委員からのご指摘にございま

した透明性確保のために、処理にかかる経費から

有価物により見込まれる収入を差し引いた額によ

る一般競争入札を行っているところでございまし

て、令和４年度は10トンの処理で1,320万円、１

トン当たりにすると132万円です。令和５年は10

トンの処理で2,008万円、１トン当たり200万円、

令和６年度は20トンの処理で7,755万円、１トン

当たり388万円、令和７年度は25トンの処理で１

億6,225万円、１トン当たり649万円の収入が得ら

れまして、火葬場の運営に活用しているところで

ございます。 

 今後につきましても、事業者の処理能力を考慮

しながら計画的に無害化、減容化処理を行ってま

いります。これにより得られた収入につきまして

は、引き続き火葬場の運営に有効に活用してまい

ります。 

●竹内孝代委員  やはり残骨灰については供養

物であるということから大切にしていく、そうし

た前提で処理をすることが大事かと思いますが、

その上で、今ありました無害化、そして残骨灰処
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理による減容化で、残骨灰槽の延命化といったこ

とも図られると思っております。ぜひ計画的に処

理を進めていただきたいと思います。 

 また、昨今の金の相場の高騰の影響もあってか、

有価物処理に伴う収入も、年ごとに倍に、倍にと

増えているということも分かりました。令和７年

度は１億6,000万円ということであります。引き

続き、火葬場運営に有効に活用していただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

 最後に、里塚斎場の再整備について、進め方に

ついて特に伺いたいと思います。 

 先日の代表質問におきまして、私から里塚斎場

の再整備について、これまでの住民説明会で寄せ

られた意見、また、私も直接伺ってきた地域住民、

町内会の皆様からのご意見を踏まえて、今後札幌

市はどのように進めていく考えか伺わせていただ

きました。答弁では、住宅地に近づくことへの心

理的な不安や環境面での懸念など、多くの厳しい

ご意見をいただいたところであり、非常に重く受

け止めています。今後も地域の皆様との対話を丁

寧に行いながら、再整備後はもとより、工事期間

中においても静寂な環境やご遺族の利便性を確保

できるよう留意しつつ、円形芝生広場以外の候補

地も含めた施設整備の在り方について真摯に検討

してまいりますということで副市長から答弁をい

ただいたところでございます。 

 多死社会を迎える中で、老朽化が進んでおりま

す里塚斎場の再整備は大変重要でありまして、地

域の皆様もこの点についてはしっかりと理解して

くださっております。 

 一方で、やはり私の元にもありますし、先日も

お伝えしましたけれども、やはり住宅地に近づい

てくることへの心配のお声、また、市は説明会で

の意見をしっかり受け止めてくれているんだろう

かといったお声も、その後、引き続きあります。

また、火葬場の建設地はいつ決まるのだろうか、

今後どのように説明を聞かせてもらえるのだろう

かというようなお声もいただいております。それ

だけすごく、市民にとっても大切な施設であるか

ら注目されているんだと思っております。このよ

うな住民のご意見または不安といったものを和ら

げつつ、里塚斎場の再整備を円滑に進めていくた

めには、先日の代表質問で山本副市長からの答弁

にもございましたとおり、やはり地域の皆様との

対話を丁寧に行いながら、真摯に検討していくこ

とが大変重要だと思っております。 

 そこで質問ですが、里塚斎場再整備の検討に当

たって、どのような地域の声があって、それを踏

まえて地域の皆様との対話を今後どのように行い

ながら再整備を地域の皆様と一緒に進めていく考

えか、伺わせていただきます。 

●吉井施設担当部長  里塚再整備の検討に当た

り、どのような地域の声があり、それを踏まえて

どのように対話を行っていくのかというご質問で

ございます。 

 里塚斎場再整備につきましては、新たに整備す

る合葬墓と併せて、整備案を昨年11月から12月に

かけて５回にわたり地域への説明会を行ったとこ

ろでございます。 

 この説明会におきましては、再整備の必要性に

ついては認めるという意見のほか、斎場が住宅地

に近づくことに対する不安や反対、現斎場やその

近接地での整備を求める意見、ダイオキシン等の

環境影響に関する不安や対策を求める意見、説明

会で出された意見に対する回答を求める意見、今

後も継続的な対話を求める意見など、多様なご意

見をいただいたところでございます。 

 このようなご意見を真摯に受け止めまして、里

塚斎場につきまして、円形芝生広場以外も含めた

詳細調査を検討すること、また、合葬墓につきま

して、里塚霊園内の別な場所への設置に関して調

査検討を進めるということにしているところでご

ざいます。 

 地域に対しましては、まず３月11日、明日でご

ざいますが、清田区町内会連合会連絡協議会会長

会議で、今の報告をする予定でございます。その



 

160 

後も引き続き、近隣町内会への説明も行うなど丁

寧な対話を進めますとともに、いただいたご意見

への対応も含めまして、斎場再整備の在り方につ

いてしっかりと検討を進めてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

●竹内孝代委員  当初案以外も含めた詳細調査

の検討等については、まず明日の町連会長の会長

会議で報告以降、各近隣町内会との丁寧な対話を

進めるということ、また、再整備の在り方をしっ

かり検討するといった旨の答弁でありました。 

 ５日間にわたる昨年末の住民説明会に、地元の

町内会館で行われたものですから、私も会長に言

われて出席させていただきましたが、吉井部長、

藤田課長、５回とも本当に丁寧に一生懸命説明さ

れていて、汗をかきながらやっている姿もよく分

かっておりますが、やはり住民の皆様の厳しいご

意見も真っすぐ受け止められたお二人かと思いま

すので、ぜひとも、今後の検討状況の丁寧な説明

をされていくのを私もしっかり応援もしていきた

いと思いますし、今後も住民のお声も皆様にもお

伝えしていきたいと思いますが、何としてもこの

再整備は大事な事業だと思っておりますので、本

当に円滑に、いい施設を建てられるように進んで

いくことをまずは願っております。 

 冒頭申し上げましたとおり、多死社会の進展に

伴って火葬需要の増加が見込まれておりますので、

火葬場は単なる施設ではありません。市民の尊厳

のある、最期を支える重要な社会インフラ、都市

基盤であります。 

 私も５年前に父を亡くしたときに大変お世話に

なりましたが、この斎場でいろいろと過ごした時

間というのは、今でも心に残っております。ぜひ

とも火葬場の機能強化、そして持続可能な運営、

そして何よりも地域住民の理解を大切にされて、

一層取り組まれていくことを求めまして、質問を

終わります。 

●藤田稔人委員  私からは、市立小学校フッ化

物洗口モデル事業の進捗状況について、そして、

終活支援の今後の展望について、大きく２項目質

問させていただきます。 

 我が会派では札幌市の子どもの虫歯の状況が政

令指定都市の中ではワースト２位という、極めて

憂慮すべき事態にあることを指摘し、家庭環境に

左右されず、全ての子どもの健康を守る手段とし

てフッ化物洗口事業の全校実施を強く求めてまい

りました。 

 令和７年第３回定例市議会においては、現在実

施中のフッ化物洗口のモデル事業のモデル４校に

おいて、保護者アンケートの結果、８割以上が満

足と回答し、子どもたちの歯の健康に対する意識

向上も見られるなど、おおむね順調に推移してい

ると前向きな評価が示されました。このような状

況が確認されたことは、全校展開に向けた大きな

一歩であると評価したいと考えております。 

 しかしながら、視点を近隣自治体に転じれば、

既に全小学校での実施を完了している北広島市、

恵庭市、千歳市に加えて、石狩管内の各市も全校

実施へとかじを切っております。本市のみが依然

としてモデル事業の段階にとどまっている現状は、

居住地によって子どもたちが受けられる公衆衛生

サービスの質に明確な格差が生じていることを意

味しております。教職員の負担軽減や効率的な実

施方法の検討が必要であることは理解しますが、

検討を重ねている間にも、多くの子どもたちが予

防可能な虫歯に苦しみ、本来守られるべき健康の

機会を逸している事実は看過できません。 

 歯科口腔保健は単に歯の健康にとどまらず、全

身の健康増進や将来的な医療費抑制に直結する極

めて重要な施策でございます。特に経済的、環境

的課題を抱える家庭の子どもほど、虫歯の重症化、

いわゆる口腔崩壊に陥るリスクが高いことは周知

の事実でございます。学校でのフッ化物洗口は、

どのような環境にある子どもであっても平等に、

かつ簡便に高い予防効果を享受できる健康格差の

解消の切り札でもございます。また、虫歯が減少

すれば、子ども医療費助成の負担軽減という形で
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財政面にも寄与します。これは単なる公衆衛生施

策ではなく、本市の未来を担う子どもたちへの投

資として取り組むべき事項ではないでしょうか。 

 モデル事業開始から一定の期間が経過し、実施

上の課題や効果の検証も進んでいるものと推察し

ます。前回の答弁では、様々な関係者のご意見も

伺いながら、モデル校の拡大を含め、速やかに検

討してまいりたいとの表現がございました。全校

実施に向けた移行期として、現在の４校という限

定的な試行から、より多様な学校規模や地域特性

を加味した次なるステップへの踏み出しが必要で

す。これまでの成果を基に対象校を大幅に拡充し、

全校実施に向けた実証をさらに加速すべきだと考

えております。 

 そこで質問ですが、札幌市として令和８年度に

モデル校の増加を進めるお考えであるのかどうか、

お伺いいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  小学校フッ化物洗口

モデル事業の進捗状況についてお答えいたします。 

 まず、モデル校の増加を進める考えであるかと

のご質問についてでございますが、市立小学校に

おけるフッ化物洗口モデル事業につきましては、

教職員の負担軽減等に配慮しながら、今後の普及

に向けた効果的かつ効率的な事業の実施方法の確

立を目的に、令和６年10月から４校で開始してい

るところでございます。 

 これまでのモデル事業におきましては、洗口液

の調製作業の外務委託化や各学校での実施方法の

検証等を通じまして、札幌市におきましてもおお

むね実施が可能であると考えておりますが、さら

に検証が必要な課題もあるため、令和８年度には

これまでのモデル校も含め、最大10校に拡大し、

対象校を募っているところでございます。 

●藤田稔人委員  これまでの検証結果から、最

大10校のモデル校に対し、フッ化物洗口を実施す

るとのご答弁でございました。当該事業の全校展

開へさらなる一歩として期待したいところであり

ます。 

 そこで質問ですが、令和８年度はどういった点

について検証を行うつもりか、お伺いいたします。 

●秋野歯科保健担当部長  令和８年度の検証事

項についてでございますが、これまでの実施可能

性を検証する段階から一歩踏み込みまして、今後

の普及に向けた検証を行ってまいります。 

モデル校を拡大することで、立地や学校規模等に

応じて、消耗品の供給や委託人材の派遣体制をど

のように構築するかなど、全校展開に向けた持続

可能な実施方法をより深く検証してまいりたいと

考えております。 

●藤田稔人委員  全校実施に向けた持続可能な

実施方法を深掘りするということでございました。

これについては、札幌市内には多くの小学校があ

るため、迅速に検討を進めていただきたいと考え

ております。 

 最後に、モデル事業後の全校実施に向けて、今

後どのように取り組んでいくつもりか、お伺いい

たします。 

●秋野歯科保健担当部長  モデル事業後の展開

についてお答えいたします。 

 令和８年度の検証結果を踏まえた判断になりま

すが、教職員の負担軽減に配慮した実施方法の方

向性については、ある程度めどがつくものと考え

ております。また、円滑な展開のためには、フッ

化物洗口の効果や安全性に対する学校や保護者の

理解促進が重要であり、これらに関する周知の取

組につきましてもさらに充実させていくことが必

要であると考えております。 

 モデル事業実施後につきましては、各関係者と

の連携を密にしながら、具体的な実施方法や周知

方法等を確立しまして、全校展開に向け早急に検

討を進めてまいります。 

●藤田稔人委員  関係者との連携を密にしなが

ら検討を進めていくということでございましたの

で、ぜひとも力強く推進していただきたいと考え

ています。 

 今年度のモデル事業で既に成果が認められてお
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りますし、来年度もモデル事業を実施するという

ことでございますので、令和９年度にはぜひモデ

ル事業ではなく、必ず全校実施に移していただき

たいと考えておりますので、どうか引き続きよろ

しくお願いいたします。 

 続きまして、終活支援の今後の展望についてお

伺いさせていただきます。 

 我が会派はこれまで、終活に関する意識醸成の

重要性を訴えてまいりました。昨年度は市内10区

で１回ずつ終活ワークショップを開催し、私も様

子を拝見させていただきましたが、参加者が活発

に意見交換し、終活に取り組むきっかけが得られ

るなど、大きな成果があったところであり、今後

の終活支援の方向性を検討する上での参考になっ

たと考えております。 

 また、昨年の第３回定例市議会の代表質問にお

いて終活支援の方向性について質問し、今後は親

の終活を抱える世代や男性も参加しやすいサロン

を開催するなど、多くの方々に終活を促す効果的

な施策を展開していくというご答弁をいただいて

おります。 

 終活支援として、昨年度はワークショップ、今

年度はサロンを開催したところでありますが、そ

の運営業務については別々の業者が受託しており、

受託者の違いによってイベントの内容についても

変化があったのではないかと考えております。 

 そこで質問ですが、今年度の終活イベントにつ

いて、昨年度と比べてどのような工夫を行い、そ

の成果をどう評価しているのか、お伺いいたしま

す。また、今後の課題についてどう捉えているの

か、お伺いいたします。 

●吉井施設担当部長  今年度の終活イベントで

行った工夫、成果と課題についてのご質問がござ

いました。 

 今年度の終活イベントについてでございますが、

昨年度行いました終活ワークショップでいただい

たご意見の中に、参加者から様々な声が聞けて勉

強になったという声が多く寄せられたことを踏ま

えまして、今年度は参加者同士で気軽に意見交換

ができるサロン形式で実施するということにいた

しました。 

 また、終活に関する情報や取り組み方について

分かりやすく教えてほしいという声も多くいただ

いたことから、各回の前半部分につきましては、

遺言、財産管理、おひとりさまの終活など、特に

取組が難しい分野について毎回異なるテーマを取

り上げまして、専門家が分かりやすく解説するセ

ミナー形式としたところでございます。 

 加えまして、アクセスしやすい会場を選定いた

しますとともに、土日も開催するなど、多くの方

が参加しやすい工夫もいたしました。 

 終活イベントにつきましては、業務を民間企業

に発注して実施しているところでございます。昨

年度は一般競争入札により契約者を決定したとこ

ろでございますが、民間企業の創造性や自由な発

想を活用すべき事業であるとの判断から、今年度

は公募型企画競争により契約者を決定することに

したところでございます。その結果、今年度の契

約者がテレビ局となりまして、ＣＭを活用したイ

ベント周知やセミナー部分の動画撮影などの独自

提案があり、定員の３倍を超える申込みをいただ

いたところです。さらに、動画を札幌市公式Ｙｏ

ｕＴｕｂｅチャンネルに掲載したところ、多くの

方にご視聴いただきまして、参加者以外への波及

効果もあったと考えているところでございます。 

 今年度の終活イベントにつきましては、ただい

ま答弁させていただいたような工夫をしたことに

よりまして、多くの参加者から大変好評を得たと

ころであり、また、男性参加者も増えているなど、

一定の成果があったと考えているところでござい

ますが、イベント参加者の年代がやや高齢者に偏

っているということについては、さらなる工夫の

余地があるのではないかと考えているところでご

ざいます。 

●藤田稔人委員  今年度は市民意見を踏まえて

サロン形式にしたこと、また、公募型企画競争に
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よる調達にしたことで満足度が高く、さらにはＹ

ｏｕＴｕｂｅの活用など、広く情報提供できるイ

ベントになったということでございました。 

 終活に関して悩みのあるような方は、家族と意

見が食い違うようなこともあったり、専門家や似

たような悩みを抱えている方のほうが気楽に話せ

ることがあるかもしれないと考えております。 

 終活支援については、民間事業者でも様々なイ

ベント、情報提供を行っているところであります

が、私が市民の皆様から聞いた話で、例えばです

けれども、民間事業者のセミナーに参加すると契

約を強要されたり、あるいは悪徳商法や詐欺、貴

金属の買取り、さらには新興宗教の勧誘などの心

配があるため、行政がこうしたイベントを主催す

ることには一定の意義があると考えているところ

でございます。 

 今後、ますます少子高齢化が進み、身寄りのな

い高齢者の孤独死や遺品整理などの社会問題が深

刻化していくことが懸念され、高齢になる前に、

そして認知症になる前に一人でも多くの方々に広

めていく、さらには親の終活を抱えているような

若い世代にも広めていくことが重要であると考え

ております。 

 そこで質問ですが、終活支援については行政に

よる継続的な取組が重要と考えておりますが、終

活支援にかかる中長期的な展望についてお伺いい

たします。 

●吉井施設担当部長  終活支援に関する今後の

展望についてのご質問をいただきました。 

 今年度開催いたしました終活イベント「みんな

で考えよう 安心終活サロン」におきましても、

市役所主催という安心感で参加された方が多くい

らっしゃいました。市民全体の意識の底上げを図

る観点からも、今後も継続して終活支援に取り組

んでまいりたいと考えているところでございます。 

 現在は、高齢者の間には終活という言葉が浸透

し、行動に移す方が徐々に増えてきているという

状況にございますが、今後親や祖父母の終活に直

面する世代である若年層につきましては、終活に

対する意識がまだ低く、行動に移す方も少ない状

況にあると考えているところでございます。 

 このため、今年度末に策定予定の第２次札幌市

火葬場・墓地に関する運営計画におきまして、終

活に関する意識醸成を重点的に行う対象を20代、

30代に設定する予定です。今後、多死社会の本格

的な到来を見据え、次年度以降、他都市や民間の

取組を参考にしながら若年層にも興味を持っても

らえるコンテンツを提供できるよう工夫してまい

りたいと考えているところでございます。 

●藤田稔人委員  昨年度はワークショップ、今

年度はサロンを実施して終活支援のノウハウはか

なり蓄積されてきたと考えておりますので、身寄

りのない単身高齢者をはじめ、多くの方々への普

及啓発活動に積極的に努めていただきたいと考え

ております。 

 また、行政が終活支援を実施することで安心と

信頼を得られるということもあり、終活支援をさ

らに推進していただきたいと考えておりますが、

その一方で、民間事業者を活用する観点も当然な

がら重要なことでありますので、事業者の信頼性

を担保できる認定制度など、早期に確立すること

を求めて、私の質問を終わらせていただきます。 

●しのだ江里子委員  私もＲＳウイルス母子免

疫ワクチンの定期接種化について質問させていた

だきます。 

 このことについては既にお二人の委員からも質

問がありましたので、重複しないように質問させ

ていただきたいと思います。 

 2026年４月からＲＳウイルス母子免疫ワクチン

の妊婦への定期接種化が行われる方針が決定し、

日本においては妊婦を対象としたワクチン接種が

初めて定期接種として位置づけられることになり、

札幌市保健所からも事業概要が伝えられておりま

す。 

 ＲＳウイルスワクチンは、妊婦の体内で作られ

た抗体が胎盤を通じて胎児に移行し、出生後の乳
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児のＲＳウイルス感染症を予防することを目的と

したワクチンで、2024年１月に国内初の母子免疫

ワクチンとして、ファイザー社製ＲＳウイルスワ

クチン、アブリスボが承認され、2024年５月から

妊婦への接種が開始されております。 

 本ワクチンは、胎児を育む大切な妊婦を対象と

する予防接種である以上、十分かつ慎重な安全性

の評価と併せて社会的合意形成を図ることが不可

欠であると考えます。 

 そこで質問ですが、札幌市はこれらの状況を踏

まえて、４月から定期接種を実施するに当たり、

どのような検討があったのか、お聞かせください。 

●前木感染症担当部長  ＲＳウイルス母子免疫

ワクチンの定期接種を実施するに当たっての検討

についてのご質問でございます。 

 札幌市では、これまでＲＳウイルス母子免疫ワ

クチンに関する情報収集に努めるとともに、国に

おける検討状況を注視してきたところでございま

す。本ワクチン接種による乳児の重症化の予防効

果を踏まえ、大都市衛生主管局長会を通じて、国

に対して早期の定期接種化を要望してきたところ

でございます。 

 本ワクチンは、厚生科学審議会予防接種・ワク

チン分科会において、病気の性質、安全性、有効

性、費用対効果などが総合的に審議された上で、

予防接種法に基づく定期接種として位置づけられ

たものでございます。国の方針に基づき、札幌市

は妊婦への本ワクチンの定期接種を実施すること

としたものでございます。 

●しのだ江里子委員  これまでも情報収集に努

められ、そしてまた、国に対しても要望されてき

た。接種対象者が円滑に接種を受けることができ

るように体制を整備されてきたということであり

ました。 

 厚生労働省によれば、ＲＳウイルスは乳幼児に

多い呼吸器感染症で、２歳までにほぼ 100％の子

が感染するとされ、特に生後６か月未満の乳児で

は肺炎など重症化しやすく、急性脳炎などの重篤

な合併症を引き起こすこともあると記されており

ます。 

 このたびの医療従事者向けのチラシでは、2010

年代には年間、２歳未満の12万人から18万人が診

断され、３万人から５万人が入院を要したとされ

ましたが、入院の90％は重症化のリスクのない乳

幼児とも記載されております。現在、このＲＳウ

イルス感染症には特効薬がないため、感染時の対

症療法に加え、ワクチンや抗体薬による事前の予

防策がハイリスク児や乳児を守るために重要とな

っており、これまでＲＳウイルスワクチンを接種

する場合、自費では３万円から４万円かかってお

り、このたびの定期接種化により自己負担なしで

接種できるようになります。 

 一方で、第11回薬事審議会医薬品等安全対策部

会安全対策調査会報告によれば、副反応報告につ

いては医薬品との因果関係が不明なものを含め、

製造販売業者または医療機関から報告されている

ものですが、2024年５月の開始から2025年９月30

日までの販売後副反応疑い報告では、重篤例76例、

うち早産19例、胎児死亡５例、胎児関連有害事象

26例となっています。 

 国は予防接種法における予防接種に関する基本

的な計画において、国、地方公共団体、その他関

係者の予防接種に関する役割分担に関する事項を

示しております。 

 市町村は、定期の予防接種の実施主体として、

医師会等の関係団体との連携の下に、適切かつ効

率的な予防接種の実施、予防接種に係る間違いの

発生防止のための取組、健康被害の救済及び住民

への情報提供等を行うとしており、被接種者及び

その保護者の役割では、被接種者及びその保護者

は、予防接種の効果及び副反応のリスクの双方に

関する正しい知識を持った上で自らの意思で接種

することについて、十分に認識し、理解する必要

があると書かれております。 

 そこで質問ですが、定期接種化となるＲＳウイ

ルスワクチン接種において、副反応リスクが報告
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されている以上、実施主体である札幌市は効果及

び副反応リスクを対象妊婦にしっかり伝えること

が必要と考えますが、いかがか伺います。 

●前木感染症担当部長  ＲＳウイルス母子免疫

ワクチンの効果と副反応のリスクの周知について

のご質問でございます。 

 ＲＳウイルス母子免疫ワクチンは乳児の重症化

予防効果が認められている一方、接種部位の痛み

や頭痛などの副反応が生じると報告されておりま

す。対象者が接種を受けるか否かを判断するに当

たり、ワクチンの効果や安全性だけではなく、副

反応に関する正確な情報を伝えることが重要と考

えております。そのため、ホームページ等を活用

し、妊婦に加えて、接種を実施する医療機関に対

しても丁寧に情報を提供してまいります。 

●しのだ江里子委員  接種をするか否かの判断

をするためにも、効果や副反応などについての情

報提供は大変重要であると考えていらっしゃると。

そしてまた、妊婦さんだけでなくて、医療機関に

対しても丁寧に情報提供してくださるということ

でございました。 

 ワクチンメーカーであります、ファイザー社の

米国の医療者向けや対象妊婦に向けたワクチン情

報の説明書には、ＲＳウイルスワクチンによる早

産リスクが記載されています。一方、厚生労働省

が定期接種に向けて作成しました医療従事者向け

のチラシには、ワクチンの安全性の中で、早産に

ついて国際共同第Ⅲ相試験においてワクチン群が

対象群よりも多い傾向を認めていますが、統計的

有意差を認めなかったとしており、対象となる妊

婦の方へのチラシには記載がありませんでした。 

 日本では、ＲＳウイルスワクチンを念頭に置き、

抗体製剤をワクチンとして使用するための予防接

種法の改正を検討しております。ワクチンと医薬

品の薬事承認を比較すると、医薬品では必須項目

となっている遺伝毒性試験、そしてがん原性試験

や第Ⅰ相臨床試験における薬物動態試験がワクチ

ンでは不要なため、ワクチンは医薬品よりも早く、

そして簡素な試験を経て薬事承認される制度設計

となっています。 

 今回のＲＳウイルスワクチン定期接種には、令

和８年度予算案では想定接種人数約7,300人、２

億2,000万円の予算を予定しております。実施主

体である札幌市には、予防接種の実施において住

民への周知や接種体制の整備、費用負担などを行

う一方、予防接種による副反応が発生した場合に

は健康被害の救済措置を講じる責任があります。 

 日本において、妊婦を対象とした新たな定期接

種を実施するに当たっては、丁寧な説明により効

果や副反応リスクをしっかり市民に伝え、それぞ

れが適切な判断ができるようなチラシやリーフレ

ットなどの作成ですとか、働きかけをしていただ

くことを強く求めて、私の質問を終わります。 

●小口智久委員  私からは新興感染症の検査機

能について伺います。 

 昨年８月、重症熱性血小板減少症候群、略称で

ＳＦＴＳという感染症患者が北海道で初めて発生

したとの発表を札幌市保健所が行いました。この

感染症は、主にＳＦＴＳウイルスを保有するマダ

ニにかまれることで感染し、重篤な発熱、消化器

症状、頭痛等を引き起こし、致命率、致死率とも

言うんですけれども、10％から30％にも及ぶ感染

症でございます。 

 これまで発生が報告されていたのは主に西日本

で、昨今では関東地方でも患者発生が認められて

いましたが、北海道内では発生報告がなかったと

のことです。 

 多くの山菜採りや登山ファンがいる自然豊かな

道内において、マダニを起因とする新たな感染症

が発見されたことで、この疾病対策について、こ

れまで以上に注意喚起など、普及、啓蒙の必要が

あるものと考えます。 

 このたび発見された道内１例目となる新興感染

症のＳＦＴＳウイルスは、札幌市衛生研究所の検

査において確認されたと発表されておりました。

今後、地球温暖化による生物の越境移動、また、
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永久凍土の融解から新規または未知のウイルス発

生が危惧されており、検査体制の強化、備えが必

要と考えます。 

 そこで質問ですが、衛生研究所ではこうした新

興感染症の検査について、具体的にどのように実

施してこられたのか、伺います。 

●八田衛生研究所長  新興感染症の検査につい

てお答えいたします。 

 重症熱性血小板減少症候群、いわゆるＳＦＴＳ

は、主に西日本で流行しているダニ媒介性感染症

ですが、札幌市衛生研究所では2013年から患者の

発生に備え検査体制を整えておりました。これま

で、ＳＦＴＳが疑われる40名の患者について検査

を実施してまいりましたが、昨年、初めてＳＦＴ

Ｓウイルスが検出され、北海道でもその流行が確

認されたものでございます。 

 衛生研究所では、はしかや風疹などの人の感染

症の検査に加え、ＳＦＴＳや新規コロナウイルス

による致命率の高い感染症である重症急性呼吸器

症候群、また、世界規模で流行した天然痘類似疾

患のエムポックスなどに関する検査を実施してお

ります。近年、新興・再興感染症の世界規模の流

行リスクが高まっており、それらに対する平時か

らの備えが必要と認識しているところであります。 

●小口智久委員  今回、この病原体が北海道に

存在するとはっきり分かったことで、早期発見や

適切な治療の提供体制などの対策が講じられるこ

とは、不運にも感染した場合であっても早急に治

療を行うことができるため、市民の安心につなが

るものと思われます。 

 このように人の健康に関わる新規のウイルスや

有害物質の特定、検査は一朝一夕にできるもので

はなく、日頃からの分析技術の修練、確からしさ、

これは正しい値などを出すための精度管理のこと

ですが、そういうことができていなければ誤った

分析、判定となり、ウイルス等を見逃すことにな

ってしまいます。ＳＦＴＳの病原体はウイルスで

あることから、遺伝子の増幅検査、いわゆるＰＣ

Ｒ検査によって特定したのであろうと推察されま

す。 

 新型コロナウイルス感染症で経験したパンデミ

ックのように、グローバル化によって新興感染症

の国際的な広がりが懸念される現況において、微

生物の遺伝子検査はこれまで以上に重要と考えて

おりますが、一方で、遺伝子検査は単価が高くな

りがちで、経費の負担が大きいとも伺っておりま

す。 

 そこで次の質問ですが、今後の遺伝子検査の推

進について、どのように考えているのか伺います。 

●八田衛生研究所長  今後の遺伝子検査の推進

についてお答えいたします。 

 病原微生物の遺伝子検査は、それぞれの病原体

を検出するための抗原検査に比べ感度が高く、迅

速に検出できることに加え、増殖させることが困

難な病原体にも適用が可能であるなど、有用な検

査法と認識しております。しかし、遺伝子検査に

要する経費の課題に加え、検査を行うためには高

い知識、技術、経験を必要とすることから、教育、

研修、研究を通じた人材育成も重要な課題と考え

ているところであります。 

 こうした課題を踏まえつつ、今後も遺伝子検査

を含めた病原体に関する検査法の維持、開発、拡

充に努めてまいります。 

●小口智久委員  遺伝子検査は有効、有益では

ありますけれども、様々な課題があるという答弁

でした。 

 コロナ禍を経て、感染症法の改正などによって

全国の都道府県や政令市で設置されている地方衛

生研究所については法的な位置づけが与えられる

とともに、自治体が果たすべき役割についても明

確化されております。市民の命に関わることです

ので、しっかりと予算を確保し、検査、研究の機

能と体制を構築していただきたいと思います。 

 このように重要な役割を持つ衛生研究所ですが、

このたび、令和６年度から衛生研究所長に就任さ

れ、リーダーシップを発揮してきた八田所長は役
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職定年となります。これまで、ごみ問題への対応、

アスベストやポイ捨て条例、食の安全、衛生研究

所では新生児マススクリーニング検査の拡充を行

うなど、長きにわたり市民の生命、生活を守る公

衆衛生向上のためにご尽力されてきました。 

 そこで最後に、これまでのこうした業務経験を

踏まえて、民間の検査所ではなく地方衛生研究所

が新興感染症の検査を行う意味、意義について伺

い、私からの質問を終わります。 

●八田衛生研究所長  大変温かいお言葉をいた

だき、心から感謝申し上げます。ありがとうござ

います。 

 地方衛生研究所が新興感染症の検査を実施する

意味、意義についてのご質問でございます。 

 民間の検査機関で検査できる感染症は非常に少

ないことから、各自治体が設置する地方衛生研究

所の相互ネットワークや国立健康危機管理研究機

構との連携によって、地方衛生研究所が新興・再

興感染症の検査を担っております。新型コロナウ

イルス感染症のパンデミック流行初期においては、

札幌市衛生研究所が唯一、市内の患者のＰＣＲ検

査を実施いたしました。 

 また、民間の検査機関がＰＣＲ検査を実施でき

るようになってからは、衛生研究所では遺伝子の

解析を進め、デルタ株、オミクロン株といった流

行株の特徴を継続的に調査して、流行対策へ貢献

いたしました。 

 感染症流行などの健康危機に対処するためには、

科学に基づいた調査研究が必要であり、衛生研究

所の使命は、公衆衛生行政に関する科学的かつ技

術的中核機関として市民の命と健康を守ることで

あります。衛生研究所は、今後もこの使命をしっ

かりと果たしてまいります。 

●脇元繁之委員  私からは、子ども医療費の助

成制度についてお伺いしたいと思います。 

 急速に少子高齢化が進んでいる折、子育て世帯

の経済的負担をできるだけ少なくして、安心して

子どもを産み育てる環境を整備することが肝要だ

と思います。 

 その視点から、児童手当の支給にかかる所得制

限の撤廃が行われたのをはじめ、新年度からは小

学校における給食費の無償化が予定されているほ

か、経済的状況に関係なく生徒が希望する教育を

受けられるようにするため、私立高校の授業料に

ついても、これまでの支援に加えて所得制限を完

全に撤廃するための法案が国会に提出されている

ところであります。 

 そうした中で、札幌市においても新年度予算に

おいて、次世代を担う子どもへの支援策、言い換

えれば、子育て世帯への負担軽減策が数多く計上

されているわけでありますが、このうちの子ども

医療費の助成に関してお伺いしたいと思います。 

 子ども医療費の助成については、令和３年度に

助成対象を小学校６年生の通院にまで拡大し、令

和６年度には中学生の通院も対象に、そして、本

年度は高校生、18歳の入院、通院にまで助成対象

が拡充されました。多額の財源を必要とする事業

ですから、この拡大策については、改めて高く評

価をさせていただきたいと思います。 

 ただ、高校生世代までを助成対象としながら、

まだこの医療費助成を受けられない人が３万

3,000人ほどいらっしゃいます。それは札幌市が、

北海道が設定している児童手当の撤廃前の所得制

限に準拠して所得制限を設けているからでありま

す。 

 ですが、道内を見渡してみますと、179市町村

のうち、所得制限なしとしているのは令和７年４

月時点で153市町村にのぼり、政令市に目を向け

ますと、所得制限を設けているのは20市中、札幌

市と神奈川県相模原市、そして広島県広島市の３

市だけであります。このうち相模原市と広島市は、

令和９年から所得制限の撤廃を予定していると伺

っております。 

 今や全国の自治体のうち97％が子ども医療費の

助成に当たって所得制限を設けておりません。仮

に本市おいてこの所得制限を撤廃するとなると、
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システム改修等に約9,000万円の経費がかかり、

所得制限撤廃により新たに毎年10億円ほどの財政

負担を伴うとのことであります。所得制限なしと

している自治体においては、上部団体である都府

県からの財政支援を見込める自治体もあると聞い

ておりますので、札幌市よりはやりやすい環境に

あるのかもしれません。ただ、所得制限ありだと、

例えば名古屋市から札幌市内に転居してきた子育

て世帯が所得制限に引っかかって医療費助成の対

象から外れてしまう場合があるというのも気の毒

な感じがいたします。私は、この子ども医療費の

助成制度がアクションプラン2023の中で、子育て

支援環境の充実を図るためとしているなら、所得

が高いがために子ども医療費助成を受けられない

場合があるというのは、制度の趣旨に反するので

はないかと思っている一人であります。 

 そこでお伺いいたします。 

 さきの代表質問の場でも、この子ども医療費助

成に関して質疑がありましたが、所得制限の撤廃

に至らなかった経緯を改めてお聞かせください。 

●小野寺保険医療部長  所得制限の撤廃に至ら

なかった経緯についてのお尋ねです。 

 子ども医療費助成の所得制限撤廃につきまして

は、私どもも他都市の状況を把握しておりまして、

札幌市としても実現したいと考えておりますけれ

ども、将来にわたり多額の財源が必要となります

ことから、慎重に判断する必要があるとも認識し

ているところでございます。 

 2026年度予算案におきましては、将来も含めた

財源確保の見通しが立たなかったことから実現に

至りませんでしたが、今後も財政状況を見極めつ

つ、検討を続けてまいりたいと考えております。

また、引き続き国や北海道に対しても支援の充実

等を求めていきたいと考えております。 

●脇元繁之委員  子ども医療費助成の予算拡充、

言い換えれば所得制限の撤廃については、ぜひ実

現したいけれども、将来の財政負担が重いことも

あり、新年度予算の編成に当たっては、財源確保

のめどが立たなかったということです。その内容

は今お聞きしても、この前の代表質問での答弁と

同じものであるとも感じました。 

 それで、もっと深掘りしてお尋ねしたいと思い

ます。 

 先ほど、今後も財政状況を見極めながら検討を

続けていきたいとの答弁をいただきましたが、札

幌市が示している今後の財政運営、今後10年間の

財政推計、これは財政部が中心となって作成され

たものだと思います。それによりますと、５年後

の令和13年度には財政調整基金など活用可能な基

金残高が枯渇する見込みであるとか、財政状況の

改善に向けた対策を行わなければ、将来的には起

債許可団体や財政健全化団体に陥る可能性もある

としております。基金が枯渇する見込みというの

は尋常ではありません。 

 ですから、財政状況を見極めながら検討を続け

ていきたいといっても、このような極めて厳しい

財政見通しの中で、子ども医療費助成の所得制限

撤廃が果たして実現する余地があるのかどうか、

大いに疑問に思うわけであります。 

 そこで今日は、ご出席されている岬財政課長に

お伺いしたいと思います。 

 令和８年度の予算編成においては、財政確保の

めどが立たなくて所得制限の撤廃はできなかった

けれども、令和９年度以降においては、保健福祉

局内部での予算のやりくりはもちろんのこと、市

全体で政策順位の優先度なども勘案して、所得制

限撤廃の余地があり得ると考えてよいのでしょう

か。子育て支援環境の充実という観点から、財政

サイドとしてのご意見をお聞かせください。 

●岬財政局財政課長  令和９年度以降の所得制

限撤廃の余地についてお答えいたします。 

 人口減少や少子高齢化に歯止めがかからない中、

子育て世帯への支援は、従前の所得に応じたもの

から、所得にかかわらず社会全体で支える方向に

転換が進んでおり、そういった観点で子ども医療

費助成の拡充は札幌市において重要な課題と認識
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しているところでございます。 

 一方、委員ご指摘のとおり、札幌市の財政状況

については今度厳しくなっていくことが見込まれ、

子ども医療費助成などの政策経費に充てられる財

源も、これまで以上に厳しくなることが想定され

るところであります。財政部門といたしましては、

将来世代に過度な負担を残さないという観点で、

いかにして財政の持続可能性を保ちながら住民福

祉の向上を図っていくかが重要と考えており、令

和８年度予算編成時点においては、財源確保の見

通しを立てることができず、所得制限撤廃の予算

化を見送ったところでございますが、引き続き、

選択と集中による既存事業の見直しなど、財源確

保の状況を注視しつつ、今後の予算編成過程を通

じ、保健福祉局と議論を続けてまいりたいと考え

ております。 

●脇元繁之委員  子ども医療費助成の拡充は重

要な課題だと認識しているということで、これか

らも保健福祉局と議論していくと。 

 ただ一方で、財政状況は厳しくなっており、政

策経費に充てられる財源も厳しいということであ

ります。私も財政状況が極めて厳しいことは理解

しております。しかし、基金が枯渇するほどの危

機的状況にあるからこそ、限られた財源をどこに

集中させるかという本市の姿勢も問われているの

ではないかと考えます。私は未来への投資、子育

て支援にそれを充てるべきだと、そういうふうに

考えている一人であります。 

 全国97％の自治体が所得制限を撤廃し、ほかの

中核市、政令市も次々と無償化へかじを切る中、

札幌市に取り残された３万3,000人の子どもたち

とその家庭にとって、今の状況は支援の空白にほ

かなりません。 

 所得制限の撤廃は、全ての子育て世帯がひとし

く恩恵を受けられる社会の実現に向けた必須条件

だと考えます。どの子もひとしく守り育てるとい

う明確なメッセージを打ち出すべく、次年度予算

においては、この具体的な道筋を提示いただくよ

う、ぜひお願いしたいと思います。 

 所得制限の対象世帯からは、高所得者の負担は

累進課税など調整されているのに、なぜ所得制限

でもう一度調整されるのか、子どもが医療を受け

る権利は平等である、窓口での支払いを気にせず

すぐに受診させてあげたい、子育て世帯への経済

的支援を実感したいという声は日々増しておりま

すし、私のところにも届いているところでありま

す。 

 子ども医療費助成の充実は、子育て世帯と、こ

れから家族を持つであろう市民が最も期待を寄せ

ている施策の一つであります。将来を担う子ども

たちのためにより手厚く、より使いやすい助成制

度の実現に尽力いただくことを重ねてお願いして、

私の質問を終わります。 

●米倉みな子委員  私からは、フッ化物洗口モ

デル事業について、香害の周知について、子宮頸

がんワクチン、ＨＰＶワクチン接種についての３

点質問いたします。 

 最初はフッ化物洗口モデル事業についてです。 

 札幌市では2022年度に施行された札幌市歯科口

腔保健推進条例に基づき、2024年度の10月より、

市内四つの小学校においてフッ化物洗口のモデル

事業を実施しています。フッ化物洗口の効果や安

全性については賛否両論があり、専門家でも意見

が分かれています。市民ネットワークは、安全性

などに疑問が残る集団でのフッ化物洗口は極めて

慎重になるべきと繰り返し求めてきました。 

 2018年12月５日に、阿部知子衆議院議員が提出

した、虫歯予防用のフッ素洗口等に関する質問主

意書に対し、安倍首相は、フッ化物洗口ガイドラ

インでは、集団応用の場合の薬剤管理は歯科医師

の指導の下、歯科医師あるいは薬剤師が薬剤の処

方、調剤、計量を行い、施設において厳重に管理

すると答弁しています。 

 さらに、2019年４月２日付の厚生労働省医薬・

生活衛生局総務課長発、調剤業務のあり方につい

ての通知には、薬剤師法第19条においては、医師、
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歯科医師または獣医師が自己の処方箋により自ら

調剤するときを除き、薬剤師以外の者が、販売ま

たは授与の目的で調剤してはならないことを規定

していますと書かれています。 

 しかし、学校でのフッ化物洗口モデル事業では、

シルバー人材センター職員が洗口液を作成してい

て、薬剤師は不在であり、調剤した薬剤の最終的

な確認は行われておりません。薬剤師の目が届か

ない場所で実施されています。 

 そこで質問です。 

 厚生労働省通知、調剤業務のあり方についてに

従ってフッ化物洗口モデル事業を行うのであれば、

歯科医師あるいは薬剤師が洗口液を作成するか、

職員が作成するなら歯科医師あるいは薬剤師が同

席しなければならないと考えますが、いかがか伺

います。 

●秋野歯科保健担当部長  フッ化物洗口モデル

事業についてお答えいたします。 

 まず、洗口液の作成についてのご質問でござい

ますが、厚生労働省は、令和４年12月28日にフッ

化物洗口の実施方法などを定めました、フッ化物

洗口の推進に関する基本的な考え方についてと題

する通知を行っているところでございます。 

 本通知におきまして、フッ化物洗口液の作成は

歯科医師または歯科医師の指示に従い施設等の関

係者が、洗口液の調製等を行うこととされている

ことから、札幌市におきましては、歯科医師の指

示書に基づき外部人材等が洗口液の作成を行って

いるところでございます。なお、厚生労働省から

平成31年４月２日に出されております調剤業務の

あり方につきましては、主に薬局における薬剤師

と薬剤師ではない者が従事する調剤業務のあり方

について規定した通知と承知しているところでご

ざいます。 

 また、昭和60年の国会における学校でのフッ化

物洗口に関する政府答弁におきまして、歯科医師

や薬剤師ではない者がフッ化ナトリウムを含有す

る医薬品をその使用方法に従い、溶解、希釈する

行為は薬事法及び薬剤師法違反には当たらないと

の政府見解も従来から示されているところでござ

います。 

●米倉みな子委員  今の答弁では、フッ化物洗

口の実施に当たっては、2022年12月に通知された

厚生労働省のフッ化物洗口の推進に関する基本的

な考え方についてに基づき、薬剤師の指示があれ

ば関係者による調剤業務は問題がないと考えてい

るとのことです。 

 しかし、前年の2021年10月に新潟市の小学校に

おいて、担任教諭がフッ化物洗口液と間違えて手

指消毒用のアルコール消毒液を配り、児童24人が

口に含んだという事故がありました。こうした事

故があったにもかかわらず、資格のない人が調剤

を行えるように通知内容が変わっていますが、や

はり薬剤師同席の下で行うべきであり、現在のや

り方には問題があると考えます。子どもにとって

最善の配慮がなされるよう求めておきます。 

 次に、薬剤の管理体制についての質問です。 

 洗口液を作るための薬剤は劇薬に指定されてお

りますが、特に取扱いに注意が必要な劇薬の管理

が調剤室のない校舎内で行われていることは問題

だと考えますが、いかがか伺います。 

 また、その薬剤を日常的に誰が管理するのか。

例えば、保管していたはずの薬剤を紛失したなど、

何かトラブルが起こったときの責任の所在はどこ

にあると考えているのか、併せて伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  フッ化物洗口に用い

る薬剤の管理についてお答えいたします。 

 フッ化物洗口の薬剤管理につきましても、厚生

労働省通知におきまして、洗口液に希釈する前の

顆粒の状態のフッ化物は劇薬であることから、ほ

かのものと区別して貯蔵することとされておりま

す。現在、各学校におきましては、鍵つきの保管

庫で、厚生労働省通知に定められているとおり、

ほかの薬品や物品と区別して保管しているところ

でございます。日常的な管理につきましては各学

校に担っていただくことになりますが、万一、薬
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剤紛失などの事故が起きてしまった場合におきま

しては、状況に応じて札幌市と札幌市教育委員会

で連携し、責任を持って対応してまいります。 

●米倉みな子委員  次に、薬剤の情報の周知に

ついて質問します。 

 本事業で使用されているオラブリス洗口用顆粒

の患者向け医薬品ガイドには、患者の皆様や家族

の方などに医療用医薬品の正しい理解と重大な副

作用の早期発見などに役立てていただくために作

成したとして、医薬品の使用による重大な副作用

と考えられる場合には、直ちに医師または薬剤師

に相談してくださいと記載されています。 

 また、飲み込むおそれのある幼・小児には使用

しないでください。この薬はうがい薬です。飲み

薬ではないので、飲まないでくださいなどと繰り

返し注意喚起しています。さらにこのガイドには、

特にご注意いただきたい副作用は過敏症状で、主

な自覚症状は口唇周囲の腫れ、かゆみ、蕁麻疹、

発疹であり、このような症状が現れた場合には直

ちに歯科医師または薬剤師に相談してくださいと

記載されています。 

 加えて、この薬品の添加物の赤色３号は、日本

においては安全性上の懸念はないとされ、主に菓

子、漬物、かまぼこなどに着色料として使用され

ています。 

 しかし、アメリカではラットの試験において発

がん性が認められた報告があったことから、2025

年１月、食品への使用許可を取り消す旨の決定が

行われています。 

 先ほど申し上げたオラブリス洗口用顆粒の説明

書には、副作用や添加物の名称などが書かれてい

ますが、子どもたちに配付されてはいません。薬

剤師法25条の２では、薬剤師は、調剤した薬剤の

適正な使用のため、必要があると認める場合には、

患者の当該薬剤の使用の状況を継続的かつ的確に

把握するとともに、患者または現にその看護に当

たっている者に対し、必要な情報を提供し、及び

必要な薬学的知見に基づく指導を行わなければな

らないと規定しています。学校においては、薬剤

について十分な情報提供を行わないままフッ化物

洗口を行うことは薬剤師法違反も懸念され、適切

ではないと考えます。 

 そこで質問です。 

 学校でフッ化物洗口を行うのであれば、事前に

対象の子どもたちと保護者全員にオラブリス洗口

用顆粒の説明書を配付すべきと考えますが、いか

がか伺います。 

 また、この説明書を子どもたちに提供しないこ

とは札幌市子どもの権利条例第８条、「安心して

生きる権利」の「自分を守るために必要な情報や

知識を得ること」に抵触し、子どもの最善の利益

が保障されないことになるのではないかと考えま

すが、いかがか、併せてせて伺います。 

●秋野歯科保健担当部長  保護者や児童に対す

る情報提供についてお答えいたします。 

 まず、ご指摘のあった過敏症状や着色料による

発がん性につきましては、学術的にフッ化物洗口

による副作用であるとの因果関係は確認されてお

らず、厚生労働省や日本歯科医学会等の専門学会

におけるフッ化物洗口の安全性に関する見解に変

更は行われていないところでございます。 

 フッ化物洗口の情報提供につきましては、希望

調査を行う機会の際などに安全性に関する情報提

供を行った上で、それぞれのご家庭で検討し、申

込みをいただいていることから、子どもの権利条

例の趣旨に沿った対応をしているものと認識して

ございます。 

 札幌市におきましては、引き続き厚生労働省や

日本歯科医学会等の専門学会が示しております学

術的な見解に基づきまして、保護者や児童に対す

る適切な情報提供に努めてまいります。 

●米倉みな子委員  最初にも述べましたが、フ

ッ化物洗口の効果や安全性については意見が分か

れています。フッ化物洗口をする、しないは自由

で、本人の判断に任されていますが、自分が口に

含むものに何が使われているのか、子どもたちも
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保護者も知る権利があり、正確な情報が得られな

いと適切な判断をすることはできません。対象の

子どもと保護者に対し、必要な情報を提供するこ

とは行政としての役割と考えますので、しっかり

と果たしていただくことを改めて強く要望して、

この質問を終わります。 

 次に、香害の周知について質問します。 

 香害は香りの害と書き、香料公害のことですが、

これは合成洗剤や柔軟剤、消臭剤などの日用品に

含まれる合成香料などの化学物質によって頭痛や

めまい、吐き気など、健康被害が引き起こされる

現象を言います。製品に添加されているマイクロ

カプセルが少しずつはじけ、化学物質を放出する

とのことですが、有機化学物質の揮発により、生

活空間の空気を汚染し、それらを吸い込むことに

より、化学物質過敏症を発症する人が増え、今ま

でどおりの生活が送れないなど、深刻な報告を多

く聞いています。特に影響を受けやすい子どもた

ちは、教室にも入れず、友達とも遊べないなど、

つらく苦しい状況に置かれています。 

 香害は合成香料などの化学物質を含む洗剤、柔

軟剤を使用した服を着ていれば、年齢に関係なく

誰でも発生源になり得ますし、この化学物質過敏

症は特別な人がなる病気ではなく、誰でも明日に

でもなり得る病気だということをぜひ知っていた

だきたいと思います。 

 札幌市では香りのエチケットポスターを作成し、

毎年、全市有施設にポスター掲示の協力依頼を行

っているとこのことですが、以前、市民団体の方

が、ポスターが貼られていない施設に対し掲示の

依頼をしたところ、受付の職員から拒否されたケ

ースがありました。これまで、市民ネットワーク

は札幌市建築物シックハウス対策連絡調整会議に

おいて、香害の問題も含めた全庁的な情報共有を

求めてきました。 

 そこで質問です。 

 香害に対する市の基本的な認識について、改め

て伺います。あわせて、全庁職員に対するこれま

での周知の取組状況について、どのように行って

きたのか、伺います。 

●吉津生活衛生担当部長  香害、香りの害の周

知についてお答えいたします。 

 香害に対する市の基本的な認識と全庁職員に対

するこれまでの周知の取組状況についてのお尋ね

でございますが、香害と呼ばれます柔軟剤や香水

などの香りを原因とする頭痛、めまい等の症状を

呈し、苦しんでいる方々が現にいらっしゃるもの

と認識しております。札幌市といたしましては、

市民に対し、そのような方々に対する理解や配慮

を促していくことが大変重要であると考えており

ます。 

 市職員への周知についても重要と考えているこ

とから、全庁に対して、この９年間に６回にわた

って、繰り返し香りに関する配慮やポスターの掲

示などの協力を求める通知文を発出しているとこ

ろであります。 

●米倉みな子委員  繰り返し全庁的に周知して

きたというご答弁でした。 

 しかし、本庁舎の職員にも柔軟剤のような香り

がする方がいらっしゃいます。これは香害などに

よって発症する化学物質過敏症に対する理解が進

んでいないということではないでしょうか。まず

は市職員への周知の徹底が必要ではないかと思い

ます。 

 そこで質問です。 

 市の職員に香害のことを知っていただくために

も、非正規職員やアルバイト、指定管理者も含め

て香害の認知度アンケートを実施すべきと考えま

すが、いかがか伺います。また、香害に苦しむ方

のつらさや生活の不便さなどをより理解してもら

うために、市職員が当事者の声を聞く機会を設け

ていただきたいと考えますが、いかがか、併せて

伺います。 

●吉津生活衛生担当部長  職員の認知度及び当

事者の声を聞く機会についてのお尋ねでございま

す。 
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 香害に関する職員の認知度については、今後も

全庁通知を継続して行うことなどにより高めてい

くことを目指してまいります。なお、アンケート

の実施に関しましては、考え方の一つとして認識

しているところであります。当事者の声を聞く機

会を設けることについては、職員の香害に関する

理解を促進するために効果的な方法を検討してま

いります。 

●米倉みな子委員  当事者の声を聞く検討に当

たっては、職員は異動があり、毎年新規採用もあ

ると思いますので、声を聞く機会を毎年設けてい

ただくこと、そして市有施設にポスター掲示を依

頼する際には、同時に香害問題の深刻さも十分に

伝えることを改めて求めておきます。 

 次に、より実効性のある市民への周知方法につ

いてです。 

 本市は、香りのエチケットポスター作成のほか

にも、毎年、広報さっぽろのお知らせ欄に柔軟剤

使用の配慮について掲載するなど、国に先駆けて

周知してきたことを評価いたします。 

 しかし、まだまだ香害について知らない方がい

ると思いますので、繰り返し何度でも広報してい

く必要があります。被害に苦しむ人がいることを

知れば、柔軟剤などの使用をやめる人も一定数は

いるのではないでしょうか。まずは香害について

知ってもらうことがスタートです。 

 昨年には、香害に苦しむ当事者の市民団体が札

幌市と教育委員会の後援をいただいて、各区役所

のロビーで香害パネル展を開催いたしました。香

害のことを知り、自分が発生源になっているかも

しれないことに気づいてもらえそうな内容であり、

とても意義のあるパネル展だったと思います。 

 香害の周知方法については、例えば市役所本庁

舎のトイレの個室のドアにいのちの電話やＤＶ被

害者相談窓口の電話番号など、大切なことを知ら

せるシールが貼ってありますが、このような方法

が目につきやすく、とても有効だと思います。 

 そこで質問です。 

 市職員はもとより、香害によって苦しんでいる

方がいることを札幌市民により理解してもらうた

め、例えば、香害について知らせるシールを区役

所等、市有施設のトイレの個室に貼るなど、さら

なる周知の取組の工夫が必要と考えますが、どの

ような方法で進めていくのか、伺います。 

●吉津生活衛生担当部長  市民へのさらなる周

知においてのお尋ねでございます。 

 香害に関する市民への周知・啓発については、

今後も継続するとともに、多様な手段により実施

していくことが重要であると認識しております。

そのため、札幌市の公式ホームページやポスター

などでの広報を続けていくほか、今後はポスター

への２次元コード、いわゆるＱＲコードの掲載や

札幌市公式ＬＩＮＥ、ＸなどのＳＮＳによる広報

も検討してまいります。 

●米倉みな子委員  ポスターやシールなどへの

２次元コードの掲載と、市の公式ＬＩＮＥやＸ、

Ｉｎｓｔａｇｒａｍなど、ＳＮＳによる定期的な

発信は香害について知らない方にもアクセスして

もらえる絶好の機会と考えますので、ぜひ前向き

に取り組んでいただくことを期待しています。 

 また、札幌市は年に４回、市民意識調査を行っ

ていますので、そこで香害のことを取り上げ、実

態把握をしていただきたいと思います。 

 香害問題に取り組んでいる厚岸町では、例えば

健康フェアなど、町のイベントの一角で、その場

で簡単に答えられる香害認知度アンケートを実施

し、来場者へ石けんを配布しています。札幌市の

イベントにおいても香害に関するアンケートなど

を行い、周知をさらに進めていくことを求めて、

この質問を終わります。 

 最後に、子宮頸がんワクチン、ＨＰＶワクチン

接種について伺います。 

 子宮頸がん予防として、国は2013年４月、小学

校６年から高校１年相当の女子を対象にＨＰＶワ

クチンの定期接種を開始しました。しかし、接種

後、全身の激しい痛みや記憶障がい、不随意運動
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など重篤な症状を発症する人が増え、２か月でワ

クチンの積極的勧奨は中止されました。その後、

ワクチン成分の改良がなされないまま、さらに９

価ワクチンを加え、2022年４月、厚生労働省はワ

クチンの安全性に問題がないとして積極的勧奨を

再開し、また、接種勧奨中止の時期に定期接種の

対象だった人が無料で受けられるキャッチアップ

接種も実施されました。さらに、幾つかの自治体

では、男子に対する任意接種についても公費助成

するところが出てきています。 

 このような中、2026年２月４日に第110回厚生

科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討

部会が開催され、ＨＰＶワクチン接種後の症状の

治療のために設置された協力医療機関の新規受診

患者数については、接種者が増えると新たな被害

者が増え、接種勧奨再開後、３年８か月で745人

に達していることが明らかになりました。このう

ち、2025年度は、ついに男性患者二人が報告され

ています。11歳から12歳でＨＰＶワクチンの接種

対象となることから、本人及び保護者がワクチン

の有効性と副反応など、リスクについて十分理解

した上で接種する、接種しないを判断できるよう、

バランスの取れた情報提供が不可欠と考えます。 

 そこで質問です。 

 国はＨＰＶワクチンの積極的勧奨を行っていま

すが、ワクチン接種による健康被害から子どもた

ちを守るために、まず、接種については強制では

ない、接種を望まない方に接種を強制することは

ないということを伝え、札幌市のホームページや

説明資料などにも分かりやすく明記すべきと考え

ますが、どのように認識しているのか伺います。 

●前木感染症担当部長  ＨＰＶワクチン接種が

強制ではないことの周知についてのご質問でござ

います。 

 ＨＰＶワクチンは予防接種法に基づき、市町村

は対象者に対して接種を勧奨することとされ、対

象者は接種を受けるよう努めなければならないと

されております。 

 しかしながら、委員ご指摘のとおり、本人また

は保護者の同意なく接種することはないというこ

とを理解した上で、接種をご検討いただくことは

重要と認識しております。そのため、札幌市公式

ホームページにおいてワクチンの有効性、安全性

や副反応など、接種を受けるか否かを判断するた

めに必要な情報に加えて、接種が強制ではないと

いうことも周知しているところでございます。 

●米倉みな子委員  ホームページにおいては必

要な情報を周知しているというご答弁でした。 

 しかし、現在の札幌市ホームページでは強制で

はないということが分かりづらい画面構成になっ

ていることから、例えばＨＰＶ、ヒトパピローマ

ウイルスワクチンのページを開いたときのトップ

画面、またはＨＰＶワクチンの定期接種について

のところ、また、よくあるＱ＆ＡのＨＰＶワクチ

ンは絶対に受けなければなりませんかの回答の部

分に、強制ではない、接種を望まない方に接種を

強制することはないなどを記載するなど、改善し

分かりやすく示すよう強く求めます。 

 札幌市におけるＨＰＶワクチンの副反応被害の

報告者数は2013年から2025年９月末までで24人と

聞いています。札幌市や北海道内を含め全国各地

に副反応による健康被害を受けた方がいらっしゃ

います。全身の激しい痛みや硬直、脱力、けいれ

んなどの身体症状に加えて、記憶障がい、学習障

がい等により家族の介護を受けながらの生活を余

儀なくされていますが、いまだに症状は改善せず、

進学や就労の夢も絶たれ、つらく苦しい思いを抱

えながら過ごしておられます。 

 また、副反応の効果的な治療法が確立されてい

ないことも問題です。予防接種の実施主体である

札幌市においては、これ以上ＨＰＶワクチンによ

る被害者を出さないため、接種を検討する接種対

象者や保護者に対し、副反応疑いや副反応報告数、

症状の実態を正しく伝え、地方自治法の観点から

もワクチンの積極的勧奨ではなく、子どもを含む

市民の健康を守るために副反応被害を起こさない
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ことこそ最優先すべきではないでしょうか。 

 そこで質問です。 

 ＨＰＶワクチン接種について、特にワクチンに

よる副反応については、被害当事者の実態を伝え

ることが重要と考えますが、いかがか伺います。 

 また、説明資料やホームページへも掲載し、対

象者が接種する、しないを選択する際の貴重な情

報の一つとすべきと考えますが、いかがか。さら

に接種後の状況について、副反応症状の治療を受

ける新規受診患者数、また、札幌市における接種

数及び副反応報告数についてもホームページに掲

載するなど、誰もが確認しやすい形で情報提供す

べきと考えますが、いかがか、併せて伺います。 

●前木感染症担当部長  ＨＰＶワクチン接種後

の状況に関する情報提供についてのご質問でござ

います。 

 定期予防接種の実施に当たっては、接種を受け

られた方に生じた症状などについて、情報提供す

ることは重要と認識しております。ＨＰＶワクチ

ン接種に伴う副反応の症状や報告頻度などを具体

的に記載した厚生労働省作成のリーフレットを個

別通知に同封しているほか、札幌市公式ホームペ

ージにおいても掲載しているところでございます。 

 今後は、委員からご指摘のあった、接種後に生

じた症状などの情報について、厚生科学審議会か

ら提供される副反応に関する情報や札幌市の接種

件数などの情報をホームページに追加することを

検討してまいります。 

●米倉みな子委員  最後に要望いたします。 

 ぜひ、ＨＰＶワクチンに関する正確な情報を分

かりやすく提供していただきたいと思います。 

 ＨＰＶワクチンをめぐる状況として、現在、全

国117人の原告が四つの地裁で薬害訴訟を起こし

ておられます。先日、その原告のお二人から直接

お話を伺う機会を得ました。 

 お一人は、中学生のときに養護の先生に勧めら

れて、何の疑いもなくＨＰＶワクチンを接種し、

14年たっても、今なお、ふらつきや体の痛み、光

過敏など複数の症状が続いていて、働きたいけど

非常に厳しい状況とのことです。もう一人は、市

から接種のお知らせが来て、当時はこうした被害

のことを全く知らないまま打ってしまった。現在

は車椅子ユーザーとなり、生活の全てにおいて家

族の介助が必要で、症状はむしろ悪くなっている

と感じているとのことでした。 

 お二人とも、ワクチンを打つまでは楽しく通学

し、将来なりたい職業など夢もあったけど、今は

働いて自立している友人から取り残されている気

持ちになってしまうと、苦しい胸の内を明かして

くれました。 

 当事者のお母さんからもお話が聞けて、もしＨ

ＰＶワクチンのこうした副反応の状況を知ってい

れば、ワクチンは絶対に打たせなかったとおっし

ゃっていました。 

 子宮頸がんを予防するためには、がん検診が大

変有効だということは科学的に証明されており、

札幌市においては、現在、自己検査キットの配布

など、積極的に行っていることは評価するところ

ですが、一方で、ＨＰＶワクチン接種については、

これ以上私たちと同じ被害に遭う人を増やさない

でほしいという被害当事者の声をぜひ真摯に受け

止めていただいて、接種対象者や保護者が適切に

判断できるよう、副反応被害に関する実態をあり

のまま分かりやすく情報提供することを強く求め

て、私の全ての質問を終わります。 

●佐藤 綾委員長  以上で、第５項 健康衛生

費の質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月12日木曜日午前10時

から、農業委員会及び経済観光局関係の質疑を行

いますので、定刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

―――――――――――――― 

      散 会 午後５時14分 

 


